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は じ め に 

 

当研究所は、県民の健康と生活環境を守るため、保健衛生と環境衛生分野の

科学的・技術的中核機関として設置されています。行政各部から依頼される食

品・飲料水・生活用品・医薬品など日常生活に不可欠な物資を対象とした保健

衛生分野の検査、大気・河川水・土壌など人が生存していく上で極めて重要な

環境衛生分野の検査、また、人の健康に直結する感染症や食中毒の検査を実施

することにより、県民の安全・安心を守る取組みを日々進めているところです。  

 私たちが担う分野では、常に健康危機事案への備えが求められています。麻

しんの集団発生事例、広域的な食中毒事案への対応、医薬品成分が含まれる健

康食品による健康被害事例など、この一年の間にも様々な事案に関わってきま

した。加えて岐阜県に端を発した豚コレラへの対応でも、職員の専門分野に基

づいた応援体制が現在も継続しています。  

広域化し、より高度な知識・技術が求められる健康危機事案への対応には、

保健所、医師会・医療機関、地方衛生研究所、国立感染症研究所をはじめとす

る各関係機関との連携・情報共有が不可欠であり、各部門それぞれの専門性を

生かしたネットワークを構築して連携強化を図っています。  

また、これらネットワークを生かして、病原体検査・食品検査・環境検査な

ど広範囲な分野での研究班に参加したり、各種行政検査における課題をより深

くとらえ、解決法を模索する調査研究課題など、職員それぞれが日々研鑽に努

めています。  

オリンピック・パラリンピック東京大会の開催を来年に控え、私たち保健環

境研究所に求められる役割についても、海外から持ち込まれる感染症の検査対

応など、ますますその重要性が増しています。今後とも、県民が健康で自然と

共生して暮らせる環境を実現し、県民生活の向上に貢献することを目指して業

務に取り組んでまいりますので、ご支援をお願いいたします。  

ここに平成 30 年度の調査研究成果と業務概要を取りまとめました。ご高覧の

上、ご意見、ご指導を賜れば幸いに存じます．  

 

 

 

令和元年 12 月  

岐阜県保健環境研究所 所長 小  林   香  夫  
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 論  文  

輸入かんきつ類およびバナナの防カビ剤の分析法と残留実態調査（2015-2018年度） 

南谷臣昭，廣澤智子，上保美奈，横山あかね，後藤黄太郎 

 要  旨 

 かんきつ類とバナナに含まれる食品添加物の 8 種の防カビ剤（ジフェニル（DP），オルトフェニル

フェノール（OPP），チアベンダゾール（TBZ），イマザリル（IMZ），フルジオキソニル（FLU），ア

ゾキシストロビン（AZX），ピリメタニル（PYR）およびプロピコナゾール（PRP））を，アセトニト

リルで抽出し，塩化ナトリウム飽和の0.5 mol/Lクエン酸緩衝液（pH 5.0）により塩析した後，C18/PSA

連結カートリッジにより精製して，LC-MS/MSとHPLC-FLにより分析する手法を開発した．選択性，

真度および併行精度はいずれも良好であった．この方法を用いて，市販の輸入果実51試料（かんきつ

類43試料，バナナ8試料）に含まれる残留防カビ剤の実態調査を行ったところ，TBZを34試料から，

AZX を 3試料から，PYR を 1 試料から，IMZを 36試料から，OPP を 2試料から，FLU を 7 試料か

ら検出した．DP を検出した試料はなく，全ての試料が厚生労働省の食品，添加物等の規格基準に適

合していた．また，その他にもかんきつ類に高い頻度で残留する農薬として，2,4-D とピラクロスト

ロビンがあることが分かった．かんきつ類の果皮と果実の防カビ剤の分布を調査したところ，防カビ

剤は果皮に偏在しており，果皮を除去することで防カビ剤への曝露量を抑えられると考えられた． 

 

キーワード：かんきつ類，バナナ，防カビ剤，液体クロマトグラフタンデム質量分析計（LC-MS/MS）， 

蛍光光度型検出器付き高速液体クロマトグラフ（HPLC-FL） 

 

１ はじめに 

輸入かんきつ類などの果実を輸送する際に発生す

るカビ（糸状菌）を防ぐ目的で使用される防カビ剤と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して，2019年9月現在，図１に示す8種類が認められ

ている．防カビ剤は農産物の収穫後に使用する殺菌剤

であり，ポストハーベスト農薬の一種である．ポスト

ハーベスト農薬は，アメリカ等では使用が認められて

いるが，わが国では使用が認められていない．そのた

め，わが国では食品安全委員会においてリスク評価が

行われた防カビ剤が，薬事・食品衛生審議会の審議を

経た上で食品添加物として指定され，その使用基準が

定められている． 

 防カビ剤は，食品・添加物等の規格基準において，

他の農薬と同様に食品ごとに残留基準が定められてお

り，検疫所が定める輸入食品監視指導計画に基づくモ

ニタリング検査が実施されている．地方衛生研究所で

も，都道府県等監視指導計画に基づく流通食品等の収

去検査が実施されており，岐阜県においては，残留農

薬の一斉試験のために収去される年間156検体の農産

物のうち，かんきつ類とバナナ年間10検体を対象とし

て，防カビ剤の検査を追加して実施している． 

防カビ剤の食品添加物への指定は，1971年のジフェ

ニル（DP）にはじまり，オルトフェニルフェノール

（OPP），チアベンダゾール（TBZ），イマザリル（IMZ）

と続き，近年フルジオキソニル（FLU），アゾキシスト

ロビン（AZX），ピリメタニル（PYR）が指定された

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 

Diphenyl (DP) 

(1971.2.26) 

図１ 防カビ剤の化学構造 

2019年9月現在，食品衛生法施行規則において，食品添加物に指

定されている8種類の防カビ剤．化合物名の右かっこ内に略称，

下かっこ内に指定年月日（施行日）を示した． 
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（図１）．われわれは2014年度に7種の防カビ剤を対

象として，液体クロマトグラフタンデム質量分析計

（LC-MS/MS）と蛍光光度型検出器付き高速液体クロ

マトグラフ（HPLC-FL）を用いた試験法を整備し，2015

年度から運用を開始した． 

今回，試験法開発時に得られた知見を報告するとと

もに，2015-2018 年度の 4 年間に実施した輸入かんき

つ類とバナナに含まれる7種防カビ剤の実態調査の結

果を報告する．2018年7月に食品添加物として新規に

指定された PRP は，本法により分析可能であること

が分かったが，実態調査の対象に含まれていなかった．

そのため，防カビ剤の検査と併行して実施した残留農

薬の一斉試験から結果を抽出した．かんきつ類の検出

率が高かった 2,4-D とピラクロストロビンについて，

残留農薬の一斉試験から抽出した結果と併せて報告す

る．最後に，果皮と果実に含まれる防カビ剤の分布に

ついて調査し，防カビ剤の摂取リスクについて論じた． 

 

２ 実験方法 

2.1 試料 

 添加回収試験，定量下限の推定および試料マトリッ

クスの測定への影響の確認には，和歌山県産のオレン

ジ，広島県産のレモンおよびフィリピン産のバナナを

用いた．いずれも分析対象の防カビ剤が含まれていな

いことを確認した（以下，ブランク試料）． 

2.2 標準品および試薬等 

AZXおよび IMZはDr. Ehrenstorfer GmbH製の残留

農薬試験用（純度99.2%，99.7%），OPP，FLUおよび

DP は同社製の残留農薬試験用（純度 99%以上）を用

いた．TBZは和光純薬工業（株）製の食品添加物試験

用（純度 99.0%），PYR は同社製の Tracesure（純度

98.9%），PRPは同社製の残留農薬試験用（純度98.0%

以上，異性体混合物）を用いた．標準原液は，各標準

品20 mgを精密に量り採り，メタノールにて20 mLに

定容して1000 g/mLの濃度に調製した．これを混合し

て，メタノールにより希釈し，10 g/mLの混合標準溶

液を調製して試験に用いた． 

メタノールは和光純薬工業（株）製の LC/MS 用，

アセトニトリル，塩化ナトリウムは同社製の残留農薬

試験用，水酸化ナトリウム，リン酸水素二カリウムは

同社製の特級，クエン酸水素二ナトリウム 1.5 水和物

は同社製の一級，セライトは同社製のNo.545を用いた．

酢酸アンモニウム，n-ブタノールは関東化学（株）製

の特級を用いた． 

試験溶液の調製に用いた 0.5 mol/L クエン酸緩衝液

（pH 5.0）は，クエン酸二ナトリウム1.5水和物131.5 g

を正確に量り採り，水 900 mL に溶解したのち，20%

水酸化ナトリウム溶液でpHを5.0に調整し，水で正確

に 1 L にして調製した．HPLC-FL の移動相に用いた

0.01 mol/L リン酸二水素カリウム溶液は，リン酸二水

素カリウム0.68 gを正確に量り採り，水に溶解して正

確に500 mLにして調製した． 

試験溶液の調製に用いたオクタデシルシリル化シ

リカゲル（C18）カートリッジカラムはAgilent社製Bond 

Elut LRC-C18（500 mg），エチレンジアミン-N-プロピ

ルシリル化シリカゲル（PSA）カートリッジカラムは

同社製のBond Elut Jr-PSA（500 mg）を用い，2つのカ

ートリッジカラムをこの順に連結して用いた（以下，

C18/PSA連結カートリッジ）． 

2.3 装置 

フードカッターは Retsch 社製グラインドミックス

GM200，ホモジナイザーは（株）マイクロテック・ニ

チオン製のヒスコトロンNS-50を用いた．LC-MS/MS

装置は Agilent 社製 1200LC システムに SCIEX 社製

4000QTRAP MS/MS システムを接続して用いた．

HPLC-FLは島津製作所（株）製LC-10Avpシステムを

用いた． 

2.4 試験溶液の調製 

2.4.1 抽出 

かんきつ類は果皮と果肉を分離し，果皮は細断し，

適当な大きさに切断した果肉とともにフードプロセッ

サーにより粉砕，均質化して20.0 gを正確に量り採っ

た．バナナは果皮ごと適当な大きさに切断後，かんき

つ類と同様に処理して20.0 gを正確に量り採った．こ

れにアセトニトリル60 mLを加えて2分間ホモジナイ

ズした後，セライトを約1 cmの厚さに敷いたろ紙を用

いて吸引ろ過した．残留物に約 2 mLの水とアセトニ

トリル20 mLを加えて混和後，ホモジナイズし，吸引

ろ過した．得られたろ液を合せて，アセトニトリルで

正確に100 mLとした． 

抽出液4 mLを採り，塩化ナトリウム5 g，0.5 mol/L

クエン酸緩衝液（pH 5.0）10 mLおよびアセトニトリ

ル5 mLを加え，5分間振とうした．静置した後，分離

した水層を捨てアセトニトリル層を採った（以下，塩

析）． 

2.4.2 精製 

あらかじめアセトニトリル10 mLを流してコンディ

ショニングしたC18/PSA 連結カートリッジに，上記で

得られた溶液を負荷し，さらにアセトニトリル 5 mL

を注入して，全溶出液を採った．これにn -ブタノール

1 mLを加えて，40℃以下で濃縮し，溶媒を除去した後，

メタノールにより正確に4 mLとして，HPLC-FL測定

用試験溶液とした（0.2 g試料/mL）．この溶液をさらに

メタノールにより10倍希釈したものをLC-MS/MS用 
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表１ LC-MS/MS分析の保持時間とSRM条件 

Compound 

Name 

tRa)
 

(min) 

Precursor 

ion 

(m/z) 

Product 

ion 

(m/z) 

DPb) 

(V) 

CEc) 

(V) 

TBZ 

 

12.8 

 

202 

202 

175 

131 

36 

36 

37 

47 

AZX 

 

PYR 

 

IMZ 

 

PRP 

 

OPP 

 

FLU 

 

15.7 

 

16.6 

 

17.7 

 

17.8 

 

15.6 

 

16.1 

 

404 

404 

200 

200 

297 

297 

342 

342 

-169 

-169 

-247 

-247 

372 

344 

107 

82 

159 

69 

159 

69 

-115 

-169 

-180 

-180 

71 

71 

36 

36 

61 

61 

101 

101 

-50 

-50 

-75 

-75 

19 

35 

35 

37 

31 

45 

37 

37 

-42 

-5 

-40 

-44 

a) tR: Retention time; b) DP: Declustering potential; c) CE: 

Collision energy 

 

試験溶液とした（0.02 g試料/mL）． 

2.5 測定条件 

2.5.1 LC-MS/MS 

DP以外の7種の防カビ剤はLC-MS/MSを用いて定 

量した． LC分離は Inertsil ODS-4（内径2.1 mm，長さ

150 mm， 粒子径3 m，ジーエルサイエンス（株）製） 

を用いた．LCの移動相は5 mM酢酸アンモニウム（A

液）および5 mM酢酸アンモニウム含有メタノール溶

液（B液）を用いた．グラジエントはB液組成15%か

ら40％まで1分間で上昇させ，さらに14分間でB液 

の組成を 95%に上昇させ，5 分間保持した後，B 液組

成を 15%に戻して 10 分間平衡化した．流速は 0.2 

mL/min，注入量は5 Lとした．MS/MS測定は，TBZ，

AZX，PYR，IMZ および PRP の 5 種の防カビ剤をエ

レクトロスプレーイオン化法のポジティブモード

（ESI(＋)）により，OPP および FLU をESI 法のネガ

ティブモード（ESI(－)）により行った．イオンスプレ

ー電圧は，ESI(＋)を5.5 kV，ESI(－)を-4.5 kVとし，イ

オンソース温度は両極性とも 400℃として，選択反応

モニタリング（SRM）モードにより測定した．測定に

用いたSRMトランジション条件を表１に示した． 

2.5.2 HPLC-FL 

 DP の測定は河原らの報告 1)に従って行った．LC 分

離はL-column ODS（内径4.6 mm，長さ150 mm， 粒

子径5 m，（一財）化学物質評価研究機構製）を用い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た．移動相はメタノール・0.01 mol/L リン酸二水素カ

リウム溶液（75:25）混液を用いた．流速は1 mL/min，

注入量は10 Lとした．検出は蛍光光度計により，励

起波長は248 nm，蛍光波長は313 nmとした． 

2.6 定量 

定量は絶対検量線法により行った．LC-MS/MSで測

定した7種の防カビ剤は，混合標準溶液をメタノール

で希釈し，1，2.5，5，10，25 ng/mLの5点を調製して

検量線を作成した．HPLC-FLで測定したDPも，標準

溶液をメタノールで希釈し，0.1，0.2，0.5，1 g/mLの

4点を調製して検量線を作成した． 

2.7 添加回収試験 

 オレンジ，レモンおよびバナナのブランク試料に 1 

mg/kgと10 mg/kgの濃度となるように添加し，それぞ

れの濃度で5併行（PRPはオレンジで1回のみ実施）

の試験を行い，真度と併行精度を求めた．試験は防カ

ビ剤の標準溶液を添加し，30 分間放置後，2.4 試験

溶液の調製に従い行った． 

2.8 定量下限の推定および試料マトリックスの測定

への影響の確認 

 オレンジ，レモン，バナナのブランク試料を，2.4 

試験溶液の調製に従い調製し，試料中 0.1 mg/kg に相

当する濃度（HPLC-FL測定は0.2 g/mL，LC-MS/MS

図２ 操作のフローチャート 
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測定は 2 ng/mL）となるように標準溶液を添加して，

定量下限推定用のマトリックス標準溶液とし，クロマ

トグラムにおいてS/Nを求めた． 

 マトリックス標準溶液は，添加回収試験における回

収率 100%に相当する濃度（添加濃度 1 mg/kg は 20 

ng/mL，10 mg/kgは200 ng/mL）となるように，オレン

ジ，レモン，バナナのブランク試料の精製後の溶液に

標準溶液を添加して調製した．同濃度の溶媒標準溶液

のピーク面積に対するマトリックス標準溶液のピーク

面積の比を求め，試料マトリックスの測定への影響を

評価した．なお，10 mg/kg相当のマトリックス標準溶

液は，メタノールでさらに10倍希釈（0.002 g試料/mL）

して回収率100%に相当する濃度が20 ng/mLになるよ

うに調製した． 

2.9 抽出条件の検討 

2.9.1 pHによる抽出効率の比較 

 TBZ，IMZ，FLU，AZXの使用表示があったアメリ

カ産のレモンを粉砕，均質化後，20%(w/v)水酸化ナト

リウム溶液を加えて中和（pH 7）した試料とpH 10超

（> pH 10）とした試料を調製し，水酸化ナトリウム溶

液無添加の試料（pH 4未満（< pH 4））の定量値と比較

してpHの違いによる防カビ剤の抽出効率を検証した． 

2.9.2 塩析とPSAカートリッジの精製効果の検証 

 オレンジのブランク試料を用い，2.4.2 精製の工程

において塩析の有無と PSA カートリッジカラムの有

無の組み合わせによる合計4通りの操作フローにより

試験溶液を調製し，ESI(＋)および(－)のm/z 50-1000に

おける Q1 スキャンのクロマトグラムを比較して，塩

析とPSAカートリッジの精製効果を検証した． 

2.10 防カビ剤の実態調査 

 2015-2018 年度に岐阜県内の小売店から収去された

輸入かんきつ類とバナナ 45 試料および岐阜県内の小

売店で購入した輸入かんきつ類6試料の合計51試料に

含まれる防カビ剤の残留量を調査した．51試料の内訳

は，オレンジが20試料，グレープフルーツが11試料，

レモンが10試料，スウィーティーが1試料，ライムが

1試料，バナナが8試料であった．調査品目はPRPを

除く 7 種の防カビ剤で，定量下限値は 0.1 mg/kg とし

た． 

2.11 その他の残留農薬の実態調査 

 2.10 防カビ剤の実態調査の 51 試料のうち岐阜県

内の小売店から収去された45試料について，防カビ剤

の検査と同時に行った残留農薬の一斉試験の検査結果

から，防カビ剤の PRP および検出率が高かった 2,4-D

とピラクロストロビンの結果を抽出した．残留農薬の

一斉試験は既報 2)により行い，定量下限値は PRP が

0.003 mg/kg，その他の2農薬は0.005 mg/kgとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 添加回収試験の結果 

Compound 

Name 

Orange(%) Lemon(%) Banana(%) 

1ppma) 10ppm 1ppm 10ppm 1ppm 10ppm 

TBZ 

AZX 

PYR 

IMZ 

PRP 

OPP 

FLU 

DP 

85(2)b) 

94(3) 

98(2) 

86(3) 

79c) 

98(3) 

97(1) 

90(1) 

93(2) 

98(2) 

99(1) 

95(1) 

100 

99(3) 

97(2) 

91(1) 

84(2) 

95(2) 

96(2) 

90(2) 

- 

98(4) 

97(3) 

91(1) 

88(3) 

93(3) 

94(4) 

89(3) 

- 

92(5) 

94(3) 

90(3) 

94(1) 

102(3) 

103(2) 

92(3) 

- 

90(3) 

96(2) 

87(1) 

90(3) 

99(2) 

97(4) 

96(2) 

- 

90(2) 

94(2) 

84(2) 

a) 添加濃度．ppm=mg/kg ;  b) 数字は真度．かっこ内の数字は相対

標準偏差．n=5 の併行試験の平均値と相対標準偏差を%で表示;  

c) 単回の測定の結果． 

 

2.12 かんきつ類の果皮と果実の防カビ剤の分布 

 TBZ，IMZの使用表示があったアメリカ産のオレン

ジとイスラエル産のグレープフルーツおよび TBZ，

IMZ，FLU，AZXの使用表示があったアメリカ産のレ

モンを用い，果実全体，果皮および果肉のそれぞれに

含まれる防カビ剤を定量し，果皮と果実の防カビ剤の

分布状況を検証した．定量下限値は0.01 mg/kgとした． 

 

図３ 分析クロマトグラム 

(a) LC-MS/MS(溶媒標準溶液(20 ng/mL));  

(b) HPLC-FL(溶媒標準溶液(200 ng/mL)) 

 

(a) 

(b) 
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表３ 溶媒標準に対するマトリックス標準の比 

a) 試料中の濃度に換算した添加濃度．ppm=mg/kg; b) HPLC-FLの

結果． 

 

３ 結  果 

3.1 測定結果 

試料中濃度1 mg/kgに相当する各防カビ剤の分析ク 

ロマトグラムを図３に示した． 

3.2 添加回収試験 

 オレンジ，レモン，バナナのブランク試料を用いた

添加回収試験（添加濃度1 mg/kg, 10 mg/kg）の結果を 

表２に示した． 

3.3 定量下限の推定および試料マトリックスの影響 

オレンジのブランク試料および添加濃度 0.1 mg/kg

に相当するマトリックス標準のクロマトグラムを図４

に示した．また，オレンジ，レモン，バナナのマトリ

ックス標準の溶媒標準に対する面積の比を百分率で示

した（表３）． 

 

  

表４ 防カビ剤の使用表示があったレモンの pH によ

る抽出効率の違い 

 

3.4 pHによる抽出効率の違い 

 防カビ剤の使用表示があったレモンを用い，抽出時

のpHを変えて定量値を比較した結果を表４に示した． 

3.5 塩析とPSAカートリッジの精製効果 

 オレンジのブランク試料を用いて，2.4.2 精製の工

程において塩析の有無と PSA カートリッジカラムの

有無の組み合わせによる合計4通りの操作フローによ 

り調製した試験溶液を，LC-MS/MS の ESI(＋)および

(－)の両極性において Q1 スキャンで分析したクロマ

トグラムを図５に示した． 

3.6 防カビ剤の実態調査の結果（2015-2018年度） 

 輸入かんきつ類の防カビ剤残留調査の結果を，オレ

ンジとその他のかんきつ類に分けて図６に示した．デ

ータは収去（購入）した順に示した．  

 オレンジ20試料の産地の内訳は，オーストラリア産

が 18 試料，アメリカ産が 2 試料であった．20 試料全

てからTBZ（0.1～4.1 mg/kg）と IMZ（0.4～3.9 mg/kg）

の2種の防カビ剤が検出され，FLUが2試料から検出

された（1.0, 1.2 mg/kg）． 

  

Compound 

Name 

Orange(%) Lemon(%) Banana(%) 

1ppma) 10ppm 1ppm 10ppm 1ppm 10ppm 

TBZ 

AZX 

PYR 

IMZ 

PRP 

OPP 

FLU 

DPb) 

109 

105 

113 

101 

80 

103 

101 

102 

103 

111 

111 

120 

97 

98 

98 

102 

105 

108 

107 

109 

- 

102 

101 

104 

105 

114 

110 

120 

- 

105 

101 

102 

110 

110 

112 

109 

- 

94 

100 

101 

103 

116 

112 

126 

- 

109 

103 

104 

Compound 

Name 

< pH 4 

(mg/kg) 

pH 7 

(mg/kg) 

> pH 10 

(mg/kg) 

TBZ 

AZX 

IMZ 

FLU 

0.44 

0.010 

0.22 

0.72 

0.58 

0.009 

0.24 

0.72 

0.52 

0.005 

0.29 

0.62 

図４ オレンジのブランク試料と定量下限相当濃度のマトリックス標準溶液の分析クロマトグラム 

(a) ブランク試料; (b) マトリックス標準溶液(0.1 mg/kg) 
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図５ オレンジのブランク試料のQ1スキャン分析のクロマトグラム 

上段：C18のみ，中上段：C18およびPSA，中下段：塩析およびC18，下段：塩析，C18およびPSA 

図６ 実態調査の結果（2015-2018年度） 

上段:オレンジ; 下段:その他のかんきつ類 

O: オレンジ, G: グレープフルーツ, L: レモン, Sw: スウィーティー, Lim: ライム 
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 グレープフルーツ11試料の産地の内訳は，南アフリ

カ産が7試料，アメリカ産が2試料，オーストラリア

産とメキシコ産がそれぞれ1試料であった．10試料か

ら防カビ剤が検出され，TBZが7試料（0.3～2.6 mg/kg）

から，PYRが1試料（0.6 mg/kg）から，IMZが9試料

（0.8～3.3 mg/kg）から，OPPが2試料（0.3, 1.9 mg/kg）

から検出された． 

 レモン10試料の産地の内訳は，アメリカ産が5試料，

チリ産が3試料，ニュージーランド産と南アフリカ産

がそれぞれ 1 試料ずつであった．8 試料から防カビ剤

が検出され，TBZ が 5 試料（0.2～2.4 mg/kg）から，

AZXが3試料（0.4～0.5 mg/kg）から，IMZが5試料

（0.9～2.5 mg/kg）から，FLUが5試料（0.4～1.9 mg/kg）

から検出された． 

  

 

 

 スウィーティー1試料はイスラエル産で，TBZが0.7 

mg/kg，IMZが0.7 mg/kg検出された．ライムはメキシ 

コ産で，TBZが0.2 mg/kg，IMZが1.4 mg/kg検出され

た． 

 バナナ8試料の産地の内訳は，フィリピン産が7試

料，エクアドル産が1試料であった．防カビ剤は検出

されなかった． 

 DP は，かんきつ類およびバナナのいずれの試料か

らも検出されなかった． 

3.7 PRP，2,4-D およびピラクロストロビンの実態調

査の結果（2015-2018年度）  

 PRP は，今回調査した収去検体 45 試料から検出さ

れたものはなかった． 

 2,4-D は，オレンジ 18 試料中 3 試料（0.008～0.066 

mg/kg）から，グレープフルーツ10試料中2試料（0.009

～0.023 mg/kg）から，レモン9試料中5試料（0.007～

0.039 mg/kg）から検出され，バナナ8試料からは検出

されなかった． 

 ピラクロストロビンは，グレープフルーツ10試料中

8試料から0.013～0.046 mg/kgの濃度で検出され，オレ

ンジ，レモンおよびバナナの収去検体35試料からは検

出されなかった． 

3.8 かんきつ類の果皮と果実の防カビ剤の分布 

 防カビ剤の使用表示があったかんきつ類の果皮と果

実の防カビ剤を定量し，分布状況を調べた結果を図７

に示した．定量下限値（0.01 mg/kg）未満で防カビ剤

が検出された場合は図中Tr.と記載した． 

 

４ 考  察 

4.1 分析法の開発  

4.1.1 測定条件の検討 

 1972年，林らがかんきつ類中のDPを水素炎イオン

化検出器付きガスクロマトグラフ（GC-FID）により定

量する方法を開発 3)して以来，クロマトグラフィーを

分離手段とする防かび剤の分析法がいくつも報告され

てきた．特に1978年のTBZの指定以後は，DPとOPP

に加えて，TBZをはじめとする塩基性の防カビ剤を同

時に分析する手法が数多く報告されてきた．機器は

GC-FID3), 4)をはじめ，アルカリ熱イオン化検出器付き

ガスクロマトグラフ（GC-FTD）5)，ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC-MS）6)-10)などのガスクロマトグラ

フを用いるものと，紫外分光光度型検出器付き HPLC

（HPLC-UV）6),7), 11)-23)，HPLC-FL11), 13)-15), 19)-28), 33), 36), 39)，

液体クロマトグラフ質量分析計（LC-MS）29)-33)，

LC-MS/MS9), 34)-39)などの高速液体クロマトグラフを用

いるものの2つに大別される．測定時間の短縮のため，

クロマトグラフィーではなく，安定同位体標識化合物

図７ かんきつ類の果皮と果実の防カビ剤の分布 

上段：オレンジ，中段：グレープフルーツ，下段：レモン 
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を内部標準として用いたフローインジェクション

MS/MS を用いた分析例 40)もあるが，近年の主流は

LC-MS/MSを用いた方法である．今回われわれは，ESI

プローブ付きLC-MS/MS を用いて，DP以外の7種の

防カビ剤を分析することとし，ESI 法でイオン化しな

いDPをHPLC-FLを用いて分析することとした． 

 LC-MS/MSのSRMトランジション条件は，10 ng/mL

または100 ng/mLの標準溶液をインフュージョン法に

よりイオン化させて最適化した．その結果，TBZ，AZX，

PYR，IMZ，PRPの5種はESI(＋)が，OPP，FLUの2

種はESI(－)が適していた（表１）．OPPは検出イオン

の強度が低く，試料中0.1 mg/kgに相当するオレンジ，

レモン，バナナの各種マトリックス標準溶液のS/Nは，

41，59，34 であった（図３）．その他の 6 種の防カビ

剤は，同濃度でのマトリックス標準溶液の S/N が 200

～9700となり，各種マトリックスの存在下（PRPはオ

レンジのみ），LC-MS/MS により測定した 7 種全ての

防カビ剤で，定量下限値を 0.1 mg/kg に設定すること

が可能であった（図４(b)）．また，クロマトグラム上，

試料由来のマトリックスによる妨害ピークは認められ

ず，選択性が高かった（図４(a)）． 

 HPLC-FLにより測定したDPは，クロマトグラム上

に妨害ピークが見られた（tR=9.8 min）が，DPと分離

しており定量に影響はなかった（図４(a)，(b)）．試料

中 0.1 mg/kg に相当するオレンジ，レモン，バナナの

各種マトリックス標準溶液のS/Nは，16，19，13とな

り，S/Nが10以上となっていたため，LC-MS/MS測定

と同様に定量下限値を 0.1 mg/kg に設定することが可

能であった（図４(b)）． 

 定量に用いた検量線は，LC-MS/MSで1～25 ng/mL

の5点，HPLC-FLで0.1～1 g/mLの4点とした．検

量線の決定係数（r2）は，いずれの防カビ剤も 0.995

以上となり，良好な結果が得られた． 

4.1.2 抽出溶媒について 

 防カビ剤の分析に使用される抽出溶媒には，酢酸エ

チル，アセトン，アセトニトリルなどがある． 

 酢酸エチルは防カビ剤の溶解性が優れている一方で，

試料由来のマトリックスの抽出が抑えられることから，

特にGC-FID やHPLC-UV といった選択性の低い測定

機器を用いる分析で広く使用されてきた 1), 4), 5), 11)-13), 16), 

18)-20), 22)．抽出に酢酸エチルを用いると，試料が酸性状

態となるかんきつ類の場合，TBZ や IMZ などの塩基

性の防カビ剤の抽出効率が低下する．そのため，抽出

前の試料に水酸化ナトリウム溶液や酢酸ナトリウムな

どの塩基を添加して，試料を中性～塩基性に調整する

ことが定法とされてきた 4), 13)．一方で，アセトンを用

いる場合は，酸性状態でもTBZ や IMZ の抽出効率は

変化しないとの報告があり 14)，試料の pH 調整を必要

としないと考えられるが，試料由来の多くのマトリッ

クスが同時に抽出されるため，精製において工夫が必

要となる． 

 アセトニトリルを抽出溶媒とする代表的な残留農薬

の分析法にQuEChERS法がある 41)．抽出液から塩析に

よって水層を分離した後，アセトニトリル層の一部を

バルク状の PSA などを用いた分散固相抽出（dSPE）

により精製する方法であり，簡易迅速な分析法として

近年防カビ剤の分析法にも採用されている 33), 35), 37), 38)．

アセトニトリルを使用してTBZ や IMZ を抽出する場

合，試料に水酸化ナトリウム溶液などを加えて pH 調

整を行う報告がある一方で 15), 33), 36)，pH調整しなくて

も良好な回収率が得られている報告もある 9), 10), 37)-39)． 

 今回われわれは，厚生労働省通知の「LC/MSによる

農薬等の一斉試験法（通知一斉試験法）ⅠおよびⅡ［農

産物］」と同様に抽出を行った 42)．すなわち，試料20 g

にアセトニトリルを加えてホモジナイザーによる粉砕

抽出を2回実施し，ろ液を100 mLに定容してから，

その一部を分液ろうとを用いて塩析した．抽出時のpH

調整は行わなかったが，添加回収試験の真度が79%以

上，相対標準偏差が 5%以内と良好な結果が得られた

（表２）．しかし，実際に防カビ剤が使用されたレモン

を用いてpH調整の効果を検証したところ，pH調整を

しなかった場合（< pH 4）の定量値は，TBZがpH 7

に対して76%，IMZが> pH 10に対して76%にとどま

った．一方で，AZXとFLUは，> pH10とするとpH 7

に対して定量値がそれぞれ50%，86%と低下した．今

回の検証では，pHを中性付近にすることが最適である

との結果が得られたが，他の防カビ剤を含めてさらに

検証が必要である（表４）． 

 塩析は塩化ナトリウム飽和の 0.5 mol/L クエン酸緩

衝液（pH 5.0）と混合して行った．液-液抽出の際の水

層のpHも回収率に影響することが知られているが39)，

溶媒標準溶液を用いた検討において，全ての防カビ剤

で良好な回収率となった． 

4.1.3 精製カートリッジの検討 

 TBZ や IMZ などの塩基性の防カビ剤は，酢酸エチ

ルで抽出した後，酸塩基分配により精製するのが一般

的な方法であったが 1), 12), 13)，これに代わりシリカゲル

カートリッジや陽イオン交換カートリッジなどの固相

抽出（SPE）による精製法が主流となり 5), 16), 17), 19), 20), 22), 

24), 25), 27), 28), 31)，近年はdSPEを使用して簡易，迅速に精

製を行う方法が報告されている 8), 33), 35), 37), 38)． 

 今回われわれは，C18/PSA 連結カートリッジを用い

たSPEによる精製を採用した．オレンジ，レモン，バ

ナナの抽出液を精製したところ，C18カートリッジの上
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部は黄色，PSAカートリッジの上部は黄色～褐色とな

り，試料由来の色素成分を除去する効果があった．し

かし，オレンジやレモンでは試験溶液がわずかに黄色

となり，色素を完全に除去することはできなかった． 

 LC-MS/MSによる定量においては，色素の除去より

も，HPLC の分離後に共溶出する試料由来のマトリッ

クスによるイオン化促進やイオン化抑制が問題となる．

これを検証するため，マトリックス標準溶液と溶媒標

準溶液との面積値の比を求めた（表３）．PRP 以外の

防カビ剤は，1 mg/kgの添加濃度において，94～112%

と良好な結果となった（表３）．10 mg/kg の添加濃度

では，IMZ が 120%以上となったが，その他の防カビ

剤は97～116%と良好な結果となった．1 mg/kgの添加

濃度の試験溶液（0.02 g試料/mL）に対して10 mg/kg

の添加濃度の試験溶液は，試料マトリックスの濃度が

1/10（0.002 g 試料/mL）であり，試料マトリックスの

影響は1 mg/kg添加の試験溶液よりも小さいため，IMZ

で120%以上となったのは，偶然誤差と考えられる． 

 塩析と PSA カートリッジの精製効果を確かめるた

め，これらの有無による 4 通りの操作フローでQ1 ス

キャン測定を行い，それぞれの精製効果を確かめた．

塩析を行うことで，ESI(＋)のQ1 スキャンクロマトグ

ラムのベースラインは低下した．PSAカートリッジに

より，ESI(＋)のQ1 スキャンクロマトグラムの tR=5～

10分のピーク強度が低下し，ESI(－)の tR=20～23分の

ピークの一部が消失した．塩析とPSAカートリッジに

よる精製を両方行うことにより，ESI(＋)と ESI(－)の

両極性のクロマトグラムにおいて，tR=10～11分および

13分のピークが消失した（図５）．塩析とPSAカート

リッジによる精製を両方行うことにより，オレンジに

おいては高い精製効果が認められた．しかし，

LC-MS/MS の測定対象とした防カビ剤のうち TBZ 以

外の 6 種が溶出する tR=15～18 分に溶出する夾雑成分

の除去が十分とは言えない． 

 実際PRPは，オレンジのみの結果であるが，1 mg/kg

の添加回収試験の真度が79%と低く，同濃度のマトリ

ックス標準の真度も 80%と低かった．このことから，

添加回収試験の真度の低下は，試料マトリックスによ

るイオン化抑制によるものと推測された（表２，表３）．

PRPの保持時間（tR）は17.8分であった．試料マトリ

ックスの網羅的な分析結果であるESI(＋)のQ1スキャ

ンのクロマトグラムにおいて，tR=17.8 分付近に強度の

高いピークが見られ，この成分がPRPのイオン化抑制

の原因であると考えられた（図５下段）．イオン化抑制

を回避するためにはさらに効果的な精製工程が望まれ

る． 

 精製後の溶媒の除去は，n-ブタノールを加えた．溶

媒標準をアセトニトリル溶液として，減圧濃縮と窒素

吹付けにより溶媒を除去したところ，n-ブタノールを

加えない場合にDP が 51%，OPP が 0%となり，回収

率が低下した． DPとOPPは蒸気圧が高く（DP：4000 

mPa(20℃)，OPP：900 mPa（140℃））43)，減圧濃縮や

窒素の吹付けにより揮発することが知られている 7), 21)．

これを防ぐため，中里らの報告 13)に従い，n-ブタノー

ルをキーパーとして加え，40℃以下で減圧濃縮を行う

ことで良好な回収率が得られた． 

4.2 近年の防カビ剤の検出状況と摂取リスク 

4.2.1 近年の防カビ剤の検出状況 

 今回実施した全51試料の実態調査の結果，分析対象

とした7種の防カビ剤はいずれも厚生労働省が定める

残留基準に適合していた． 

 TBZと IMZの 2種は，20 試料のオレンジ全てから

検出された．グレープフルーツでは，TBZの検出率は

64%（7/11），IMZ の検出率は 82%（9/11）となった．

レモンでは，TBZ の検出率は 50%（5/10），IMZ の検

出率は50%（5/10）となった．TBZと IMZはオレンジ

でそれぞれ最大4.1 mg/kg，3.9 mg/kg検出され，他の

防カビ剤に比べて高かった．検出率と残留濃度の高さ

から，TBZ と IMZ は，わが国で近年輸入かんきつ類

に使用される主な防カビ剤であると言える（図６）． 

 食品添加物に最初に指定された DP は，今回調査し

た 51 試料のいずれからも検出されなかった．また，

OPPはグレープフルーツの2試料（検出率18%（2/11））

のみからの検出にとどまった． 

 その他，2011年以降に新たに指定された4種の防カ

ビ剤のうち，分析対象とした AZX，PYR，FLU の 3

種の防カビ剤で，検出率，残留濃度ともに高かったの

は，FLU（オレンジ検出率10%（2/20），レモン検出率

50%（5/10））であった．続いて検出率が高かったAZX

は，レモン3試料から検出された（検出率30%（3/10））．

PYRはグレープフルーツ1試料のみからの検出にとど

まった（検出率9%（1/11））．レモンでは，3種類以上

の防カビ剤が残留した試料が4試料となり，他のかん

きつ類より多かった（図６）． 

 一色らが 1980 年に報告した北九州市内の輸入かん

きつ類の実態調査結果（オレンジ43試料，グレープフ

ルーツ 51 試料，レモン 42 試料）によると，DP の検

出率は，オレンジ，グレープフルーツ，レモンいずれ

も85%以上で，OPPの検出率は，オレンジで57%，グ

レープフルーツで44%，レモンで65%であった．また，

TBZの検出率は，オレンジが44%，グレープフルーツ

が37%，レモンが9%であった 4)．茶谷らが1996年に

報告した 1993～1994 年の京都府内の輸入かんきつ類

33試料の防カビ剤の残留実態調査によると，TBZの検
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出率は 48%，IMZ の検出率は 64%，OPP の検出率は

52%で，DPは検出されていない 14)．瀧野らが2006年

に報告した2004年の滋賀県内の輸入かんきつ類18試

料の防カビ剤の残留実態調査においても，DP は検出

されておらず，TBZとOPPの検出率はそれぞれ72%，

50%であった 28)．岡本らが 2007 年に報告した 1993～

2006 年度の大阪府内の輸入かんきつ類の防カビ剤の

残留実態調査によると，TBZの検出率は，オレンジが

64%，グレープフルーツが78%，レモンが15%，IMZ

の検出率は，オレンジが74%，グレープフルーツが86%，

レモンが64%，OPPの検出率は，オレンジが18%，グ

レープフルーツが 26%，レモンが 30%で，DP はオレ

ンジ 56試料中1試料のみ（検出率 1.8%）から検出さ

れた 44)．その続報で，福井らが2017年に報告した2007

～2016年度の大阪府内の輸入かんきつ類140試料の防

カビ剤の残留実態調査によると，TBZの検出率は46%，

IMZの検出率は96%で，OPPが検出された試料はなく，

DPも全28試料から検出されたものはなかった 45)． 

 以上の結果から，近年においては，かんきつ類の防

カビ剤としてTBZと IMZが主に使用され，DPが防カ

ビ剤として使用されることはほとんどなく，OPPは使

用頻度が大幅に減少しているものと推測される． 

 今回分析したバナナ8試料からは，防カビ剤が検出

されなかった．輸入国の偏りがあるため断定はできな

いが，バナナからの防カビ剤の摂取リスクは低いと言

える．また，収去検体 45 試料の PRP については，食

品添加物に指定される以前からの残留農薬のモニタリ

ングの検査結果において，検出された試料はなかった． 

4.2.2 輸入かんきつ類に使用されるその他の農薬  

 輸入かんきつ類に残留することが多い殺菌剤として，

TBZ や IMZ の他に，ベノミル，チオファネートメチ

ル，カルベンダジム，プロクロラズ，ピラクロストロ

ビンなどが知られている 6), 29), 32), 34), 35), 46)．また，除草剤

の2,4-Dは，植物調整剤として，ヘタの落下を防いで，

保存期間を延ばすことを目的に使用されるとの報告も

ある 6), 47)． 

 今回，残留農薬の一斉試験の結果から，2,4-D とピ

ラクロストロビンの結果を抽出した．2,4-D は，オレ

ンジの検出率が17%（3/18），グレープフルーツの検出

率が 20%（2/10），レモンの検出率が 56%（5/9）で，

バナナの収去検体8試料からは検出されなかった．ピ

ラクロストロビンは，グレープフルーツの検出率が

80%（8/10）であったが，オレンジ，レモンおよびバ

ナナの収去検体35試料からは検出されなかった． 

 茶谷らが1996年に報告した1993～1994年の京都府

内の輸入かんきつ類 33 試料の農薬の残留実態調査に

よると，2,4-D は輸入かんきつ類 33 試料中 10 試料か

ら，0.02～0.32 mg/kgの濃度で検出された（検出率30%）

とある 14)．2,4-Dは少なくとも1990年代から輸入かん

きつ類に高い頻度で検出される農薬であると考えられ，

われわれの調査の結果から，近年においても依然とし

て輸入かんきつ類から高い頻度で検出される農薬であ

ることが示唆された． 

 また，増田らは，2014年度に報告した残留農薬の実

態調査おいて，ピラクロストロビンは2012年度から主

に南アフリカ産のかんきつ類からの検出が増加してい

ることを報告している 48)．今回の調査において，ピラ

クロストロビンが検出されたグレープフルーツ8試料

の産地の内訳は，7試料が南アフリカ産，1試料がアメ

リカ産であり，不検出となったグレープフルーツはア

メリカ産，メキシコ産，オーストラリア産がそれぞれ

1試料であり，増田らの報告を裏付ける結果となった． 

4.2.3 輸入かんきつ類の果皮と果実に分布する防カ

ビ剤と摂取リスク 

 今回われわれは，複数の防カビ剤の使用表示があっ

たかんきつ類を用いて，果皮と果実に分布する防カビ

剤の濃度を調査した．その結果，オレンジでは，TBZ

と IMZの果皮中濃度に対する果肉中濃度の割合（果肉

/果皮濃度比）は1%未満（定量下限値未満（Tr.））であ

った．グレープフルーツの果肉/果皮濃度比は，TBZが

1%未満（Tr.），IMZ が 1.1%であった．レモンの果肉/

果皮濃度比は，IMZ が 3.7%，TBZ が 0.9%，AZX と

FLU が 1%未満（Tr.）であった．どのかんきつ類も防

カビ剤は果皮に偏在していることが分かった（図７）． 

 永山らの報告 49)において，レモン 10 試料の果肉/果

皮濃度比は，IMZが1.3〜14%の範囲内であったが，今

回の調査においては，オレンジとグレープフルーツの

IMZはこの範囲よりも小さくなった．これは，今回用

いたレモンの果皮と果実の重量の比率が34：66で，オ

レンジ（果皮：果実＝22：78）やグレープフルーツ（果

皮：果実＝20：80）に比べて果皮の割合が高かったこ

とが一因であると考えられる． 

 その他，松本ら，木村ら，金内らが IMZとその代謝

物について調査した報告 50)-52)においても，同様の結果

となっている．また，田中らがグレープフルーツの実

試料と模擬試料を用いて，OPPとDPの果肉/果皮濃度

比を求めたところ，OPP が3.3%，DP が0.04%であっ

たとしている 53)．今回われわれの調査の結果，TBZ，

AZX，FLUで果肉/果皮濃度比は1%未満となったこと

で，既報も含め，多くの防かび剤が果皮に偏在してい

る状況を確認できた． 

果皮を除去すれば，防カビ剤に曝露される量はかな

り抑えられると考えられるが，オレンジやグレープフ

ルーツでは果皮ごと切ったものを食用とすることが多
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く，レモンも果皮がついた状態で料理に添えられるこ

とがあり，果皮からの汚染による摂取量の増加も否定

できない．実際，防カビ剤が使用されたグレープフル

ーツを半分に切断して，絞り器により手作業で果汁を

しぼり，搾り汁を分析したところ，果皮と同程度の防

カビ剤が検出された（果皮：TBZ 0.27 mg/kg，IMZ 0.04 

mg/kg，絞り汁：TBZ 0.25 mg/kg，IMZ 0.02 mg/kg）．こ

のことから，摂取時の果皮から可食部への防カビ剤の

汚染には注意が必要である． 

 

５ まとめ 

 食品添加物の8種の防カビ剤を，アセトニトリルで

抽出し，塩化ナトリウム飽和の0.5 mol/Lクエン酸緩衝

液（pH 5.0）により塩析した後，C18/PSA連結カート

リッジにより精製して調製した試験溶液を，

LC-MS/MS と HPLC-FL により分析する手法を開発し

た．各防カビ剤のクロマトグラム上に定量を妨害する

ピークはなく，真度および併行精度ともに良好であっ

た． 

 この方法を用いて，2015-2018 年度に岐阜県内で販

売されていた輸入かんきつ類43試料とバナナ8試料の

合計 51試料に残留するPRP以外の 7種の防カビ剤の

検査を実施したところ，TBZを34試料から，AZXを

3試料から，PYRを1試料から，IMZを36試料から，

OPP を2試料から，FLU を7試料から検出し，DPを

検出した試料はなかった．また，51試料のうち収去検

体 45 試料について PRP の残留農薬の一斉試験の結果

を調査したところ，全て不検出であった．食品添加物

として指定されているもの以外に，近年輸入かんきつ

類において高い頻度で検出される農薬として，2,4-D

やピラクロストロビンがあることが分かった． 

 実際に防カビ剤の使用の履歴があったかんきつ類の

果皮と果実の防カビ剤の分布を調査したところ，既報

で報じられている通り，防カビ剤は果皮に偏在してお

り，果皮を除去すれば防カビ剤に曝露される量を抑え

られると考えられたが，果皮から可食部への汚染の可

能性があり注意が必要である． 
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Fungicide Residues Analysis and Survey in Citrus Fruits and Bananas (2015-2018) 
 

Tomiaki MINATANI, Tomoko HIROSAWA, Mina JOHO, Akane YOKOYAMA and Kotaro GOTO 

Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences: 

1-1, Naka-fudogaoka, Kakamigahara, Gifu 504-0838, Japan 

 

Summary 

A method has been developed for the simultaneous analysis of 8 fungicide residues in citrus fruits and bananas.: 

diphenyl(DP), o-phenylphenol(OPP), thiabendazole(TBZ), imazalil(IMZ), fludioxonil(FLU), azoxystrobin(AZX), 

pyrimethanil(PYR) and propiconazole(PRP). Samples were extracted with acetonitrile and salted out by 0.5 mol/L 

citrate buffer (pH 5.0) with saturated NaCl, followed by solid-phase extraction using C18 and PSA tandem cartridge 

(C18/PSA). Purified solutions were analyzed by LC-MS/MS and HPLC-FL. Each fungicide was analyzed with high 

selectivity and the trueness and accuracy were good. The developed method was applied to analysis of fungicide 

residues in 51 imported retail samples: 43 citrus fruits and 8 bananas. TBZ was detected from 34 samples, AZX from 3 

samples, PYR from 1 sample, IMZ from 36 samples, OPP from 2 samples and FLU from 7 samples. DP was not 

detected in any sample and all of the samples were compliant with the specifications and standards for Food, Food 

Additives, Etc of Ministry of Health and Wealth Notification. Except for these fungicides, 2,4-D and pyraclostrobin 

were also frequently detected from citrus fruits. In citrus fruits, fungicides are distributed almost in peel and removal of 

peel is effective for the reduction of the exposure to fungicides. 

Keywords: citrus fruit, banana, fungicide, LC-MS/MS, HPLC-FL 
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 論  文  

美濃地方の微小粒子状物質（PM2.5）の特徴について 

金森信厚，北将大，高島輝男 

要  旨 

平成27年度から平成29年度までの3年間に岐阜県美濃地方で実施した微小粒子状物質（PM2.5）の成分

分析の結果についてとりまとめた．成分分析実施期間における年度平均値は，平成27年度の羽島測定局で

は環境基準値の15 μg/m3を超過し，平成 28年度，平成29年度では基準値を超過した測定局はなかった． 

また，美濃地方の PM2.5 の成分のうちイオン成分，及び炭素成分については，測定局ごとに差が認めら

れなかったが，無機成分については，測定局により一部の項目で差が認められた．  

キーワード：微小粒子状物質（PM2.5），成分分析，PMF，発生源，美濃地方 

 

１ はじめに 

大気中の微小粒子状物質（PM2.5） は，粒径が2.5 μm

以下の極めて微小な粒子であり，呼吸器系や循環器系

等への健康影響が懸念されることから 1)，平成21年9

月に，大気環境基準に「1年平均値が15 μg/m3以下で

あり，かつ1日平均値が35 μg/m3以下」と定められた．

また，平成22年3月には「大気汚染防止法第22条の

規定に基づく大気汚染の状況の常時監視に関する事務

処理基準」2)が改正され，常時監視測定局でのPM2.5質

量濃度の測定，及び成分分析の実施が規定された．そ

こで岐阜県(岐阜市を除く)では，平成23年度からPM2.5

自動測定機を配備するとともに，平成26年度から常時

監視測定局の中から2地点ずつ成分分析を実施し，県

内の調査を行っている 3)． 

 今回，平成27年度から平成29年度まで美濃地方で

PM2.5の状況調査を実施したところ，調査地点ごとに特

徴が認められたので報告する． 

  

２ 方法 

2.1 成分分析 

2.1.1 調査地点 

PM2.5質量濃度を測定している常時監視測定局の敷

地内で調査した． 

・毎年度実施した調査地点 

  羽島測定局（羽島市竹鼻町86，以下「羽島」と

表記する） 

・平成27年度 

各務原測定局（各務原市蘇原中央町2-1-2，以下 

「各務原」と表記する） 

・平成28年度 

大垣中央測定局（大垣市西外側町2-49，以下「大 

垣中央」と表記する） 

・平成29年度 

笠原測定局（多治見市笠原町1194-1，以下「笠

原」と表記する） 

2.1.2 調査期間 

調査期間は，環境省が統一採取期間として定めた年

4季（各季節14日間）に準じ，朝10時から翌朝10時

までの24時間毎に試料を採取した． 

・平成27年度 

春季：5月7日～5月20日 

夏季：7月22日～8月4日 

秋季：10月21日～11月3日（欠測：11月1日） 

冬季：1月20日～2月2日（欠測：1月24日） 

・平成28年度 

春季：5月6日～5月19日 

夏季：7月19日～8月1日 

秋季：10月20日～11月2日 

冬季：1月19日～2月1日（欠測：1月19日， 

1月23日） 

・平成29年度 

春季：5月10日～5月23日 

夏季：7月20日～8月2日 

秋季：10月19日～11月1日 

冬季：1月18日～1月24日及び 

 1月29日～2月4日 

2.1.3 PM2.5粒子捕集方法 

1 地点あたり 2 台のシーケンシャルサンプラー

（Thermo Fisher Scientific社製FRM-2025i）を設置し，

石英繊維製フィルター（PALLFLEX社製2500QAT-UP）

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 
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及び，PTFE製フィルター（PALLFLEX社製Teflo）を

用い，流量16.7 L/minで24時間捕集した．なお石英繊

維製フィルターはブランク値の低減のため，事前に

450℃で6時間の加熱処理を行った． 

2.1.4 質量濃度測定 

 環境大気常時監視マニュアル 2)に従い，捕集前後の

PTFE製フィルターを温度21.5±1.5℃，相対湿度35±5％

に制御した恒温恒湿チャンバー（東京ダイレック社製

PWS・PM2.5SE）で 24 時間以上コンディショニング

し，ウルトラミクロ天秤（ザルトリウス社製

MSA6.6S-000DF）を用いて秤量した． 

2.1.5 調査項目 

大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分測定マニュアル

に従い，イオン成分，炭素成分及び無機元素成分を測

定した． 

イオン成分は石英繊維製フィルターを超音波処理

して超純水に抽出し，フィルターカセット

（HLC-DISK25 0.45 μm）でろ過してイオンクロマトグ

ラフ（島津製作所社製 HIC-SP）により，SO4
2⁻，NO3

-，

Cl-，Na+，K+，Ca2+，Mg2+及びNH4
+の8項目を測定し

た． 

炭素成分は，石英繊維製フィルターをカーボンアラ

イザー（Sunset Laboratory社製 Model 4L）を用いて，

元素状炭素（以下，「EC」という．）及び有機性炭素（以

下，「OC」という．）を測定した． 

無機元素成分は，PEFE 製フィルターを圧力容器分

解装置（Millestone社製 MLS-1200Mega）で酸分解し，

ICP-MS（Agilent 社製7500ce）を用いて，Na，Al，K，

Ca，NiSc，Ti，V，Cr，Mn，Fe，Co，Ni，Cu，Zn，

As，Se，Rb，Mo，Sb，Cs，Ba，La，Ce，Sm，Hf，

W，Ta，Th，Pb及びCdの30項目を測定した． 

 

2.2 大気汚染常時監視 

 PM2.5質量濃度の常時監視は，環境大気常時監視マニ

ュアル 2)に基づき実施した．なおPM2.5成分分析結果と

比較するため，24時間値は午前10時から翌日10時ま

での平均値とし，測定期間は平成 27 年 3 月 1 日午前

10時から平成30年3月1日午前10時までとした．ま

た，各季節の平均値は，春季は3月1日午前10時から

6 月 1 日午前 10 時までの 24 時間値の平均，夏季は 6

月1日午前10時から9月1日午前10時までの24時間

値の平均，秋季は9月1日午前10時から12月1日午

前10時までの24時間値の平均，冬季は12月1日午前

10時から3月1日午前10時までの24時間値の平均と

した．なお，20時間未満の24時間値は，欠測とした． 

 

 

３ 結果及び考察 

3.1 質量濃度 

3.1.1 成分分析期間のPM2.5質量濃度 

 成分分析調査期間における各年度の質量濃度の平均

値を表1に示す．大垣中央，笠原では季節によって差

異はあるが年間値は概ね羽島と同レベル，各務原では

どの季節も羽島より低い傾向が認められた．また，3

年間調査した羽島での質量濃度は，平成28年度は平成

27 年度より 4.6 μg/m3低く，平成 29 年度は平成 28年

度より0.1 μg/m3低かった．同様に，季節ごとに比較す

ると，平成27年度は夏季に高く，冬季に低い傾向が，

平成 28 年度は春季に高く，冬季に低い傾向が，平成

29年度は，春季に高く，秋季に低い傾向が認められた． 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.2 常時監視のPM2.5質量濃度 

 常時監視のPM2.5質量濃度について，季節ごとの平

均値を図1に示す．羽島と各測定局を比較すると各季

節とも，各務原では羽島より低い傾向が，大垣中央及

び笠原では，羽島と同じ傾向が認められた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 PM2.5成分分析の実施期間は各季節 14 日間であるた

め，3 年間成分調査を実施した羽島において，成分分

析期間の質量濃度と常時監視の質量濃度との季節ごと

の平均値を図2に示す．その結果，平成27年度夏季と 
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平成29年度冬季では，30％以上の差が認められたが，

その他の季節での差は10％前後であり，おおむね常時

監視の質量濃度から成分分析の質量濃度についての特

徴を類推できるものと考えられた． 

 

3.2 成分分析 

3.2.1 羽島の成分分析結果 

3 年間調査を実施した羽島における PM2.5 の成分に

ついて，検出下限値以上の割合が90％以上の項目の年

度別平均値を表2に，イオン成分，炭素成分，無機元

素成分についての，各年度，各季節の平均値の積み上

げグラフを図3に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イオン成分について季節ごとに比較すると，平成27 

年度は夏季が高く，秋季が低かったが，平成28年度と

平成29年度は春季が高く，秋季が低かった．3年間を

通じてどの季節もSO4
2-の割合が一番高く，夏季は全イ

オン成分の7割程度を占めていた．NO3
-は夏季にはほ

とんど検出されないが，冬季には全イオン成分の2割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上占めていた．またイオン成分の年度平均値は，平

成27年度と比較して平成28年度は3.1 μg/m3，平成29

年度は2.6 μg/m3低い傾向が認められた．これは，全イ

オン成分における SO4
2-の割合が 3 年間で 63％から

56％に低下したことが要因と推察された． 

次に炭素成分について季節ごとに比較すると，3 年

間を通じて冬季が一番低かった．これは炭素成分の生

成機構には，春季・夏季・秋季に共通する要因がある，

若しくは複合的な要因があるものと推察された．また

炭素成分の年度平均値は，平成28年度は平成27年度

より1.1 μg/m3低かったが，平成29年度は平成28年度

と同じで，質量濃度に対する炭素成分の割合が32％か

ら35％へ微増した． 

 最後に無機元素成分について季節ごとに比較すると，

3 年間を通じて春季，秋季に高い傾向が認められた．

また各年度の無機元素成分の平均濃度は，0.32 μg/m3

～0.38 μg/m3で PM2.5質量濃度に占める割合は 2～3％

だった．また，どの年度も土壌粒子や海塩粒子等の自

然界に多く存在する Na，Al，K，Ca，Fe が多く，こ

の5項目で無機元素成分全体の8割を占めた． 

3.2.2 各地点の特徴 

3.2.2.1 各年度の平均濃度及び羽島との相関係数 

羽島以外の測定局における PM2.5 中の成分濃度につ

いて，検出率が90％以上の項目の年度濃度及び，羽島

との相関係数を表3に示す． 

羽島と比較して濃度差が小さい場合や，強い相関が

認められる項目については，共通又は同種の発生源の

可能性が推察された．一方，羽島と比較して濃度差が 
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大きい場合や，相関が認められない場合は，その測定

局特有の特徴を現しているものと推察された． 

3.2.2.2 各務原測定局 

 ほとんどの項目で相関が認められたが，Cl-と Pb に

ついては相関が認められなかった．そこで、Pbの濃度

を図 4 に示す．その結果，10 月 26 日に顕著な濃度差

が認められ，Cl-についても Pb と同じ傾向が認められ

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで，各務原の平成27年10月26日午前10時か

ら10月27日午前10時までの試料について，羽島の成

分濃度との比較を表4に示す．その結果，SO4
2-，NH4

+，

OCなどの主要な成分はほぼ同じ濃度だったが，ECが

羽島より 2 倍以上高く，Cl-，Cu，Zn，Sb，Pb が羽島

より 5 倍以上高い結果を示した．要因として 10 月 27

日未明に各務原から直線距離で 3.5 km 離れた場所で

家電やプラスチックが燃える火災が発生したため，家

電中の金属部品やプラスチックの難燃助剤の成分が多

く検出されたものと推察された．なお，両地点の 10

月26日のデータを除いて相関係数を比較したところ，

相関が認められたため，この日の大気環境は，一過性

の局所的な発生源によるものであると推察された．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2.3 大垣中央測定局 

ほとんどの項目で強い相関が認められたが，Se につ

いては相関が認められなかった．そこで，Seの濃度を

1日ごとに比較したグラフを図5に示す．その結果， 全

体に高濃度の傾向が認められ，特に濃度差が大きい日

も認められた．要因を調べるため大垣中央の風向を図

6に示す．その結果，全調査期間でW（西）が多く， 

特にSe濃度が8 ng/m3を超える高濃度日では，顕著に

確認された．このことから，大垣中央の西にSeの発生

源が存在する可能性が示唆された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2.4 笠原測定局 

 羽島との比較では，Cr，Cu，Zn，Mo，Sb，Baにつ

いて，相関が認められなかった．そこでこの6成分に

ついて，曜日別平均濃度を図7に示す．その結果，Ba

を除く成分については，全体的に高い傾向が認められ

た．Znは平日に特に高く，Cuは金曜日に，Moは月，

水，金曜日に高いことから，平日を活動の中心とする

この地域特有の産業活動が発生源の１つであること可

能性が示唆された．一方 Cr，Sb については，どの曜

日も高いことから，笠原に定常的に存在する成分であ

ることが示唆された．特に，Cr，Cu，Zn，Mo，Sbは

釉薬として使用される成分でもあることから，窯業由

来の発生源である可能性が推察される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 発生源寄与解析 

3.3.1  PMF（Positive Matrix Factorization）解析 

PMF（Positive Matrix Factorization）解析は多変量解析

の一種で，多数組の観測データセットをいくつかの因
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子に分解し，因子寄与及び因子プロファイルを同時に

導入することができる手法であり，大気エアロゾル等

の発生源解析に広く活用されている 4)．今回の解析で

は，Ⅱ型共同研究第 5 期報告書 5)を参考に，アメリカ

合衆国環境保護庁（United States Environmental 

Protection Agency;EPA）が開発したEPA PMF5.0を使用

した． 

 解析は，2.1.5により測定した成分のうち検出下限値

の割合が 10％未満である，イオン成分 6 項目（SO4
2⁻，

NO3
-，Cl-，Na+，K+，NH4

+），炭素成分 2 項目（EC，

OC）及び無機元素成分19項目（Na，Al，K，Ca，Ti，

V，Cr，Mn，Fe，Ni，Cu，Zn，As，Se，Rb，Mo，Sb，

Ba，Pb）のうち，重複する Na+，K+を除き，PM2.5 質

量濃度を加えた26項目を解析の対象とした．また，検

出下限値未満の値は，検出下限値の 1/2 値に置き換え

た．なお，PM2.5質量濃度及び検出下限値の割合が5％

を超えるNO3
-，Cr、As、Se、Rb、Moについては，カ

テゴリーを“Weak”とし，その他の項目は“Strong”とし

て解析した．各成分にかかる不確実性（Uncertainty）

を20％とし，因子数を4～12に変えて検討した． 

3.3.2 成分分析結果の妥当性評価 

 PMF法を適用するにあたり，PM2.5中の陰イオン（Cl-，

NO3
-，SO4

2-）の当量濃度の合計と陽イオン（Na+，NH4
+，

K+，Ca2+，Mg2+）の当量濃度の合計との比から評価す

るイオンバランス法及び，次式で求める推定質量濃度

と 2.1.3 で測定した質量濃度の比から評価するマスク

ロージャ―モデルにより，測定結果の妥当性を図8に

示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欠測を除く全328測定点のうち，イオンバランス法

では，ほとんどの測定点が陽イオンに対する陰イオン

の許容比率（0.8～1.2）の範囲にあったが，5測定点で

許容比率を外れた．次に，マスクロージャ―モデルで

も，同じく全328測定点のうち，多くの測定点がPM2.5

の推定質量濃度に対する実測の質量濃度の許容比率

(0.8～1.2)の範囲にあったが，低質量の測定点を中心に

26 測定点で許容比率を外れた．そのため，PMF 法に

は，イオンバランス法及びマスクロージャ―モデルと

もに許容比率を満たした合計301測定点を用いて解析

を行った． 

3.3.3 因子数の決定 

3.3.1に従い因子数の検討を行った(図9)．その結果，

Q（theory）値に対するQ（Robust）値及びQ（Robust）

値の変動率（％）を考慮し，因子数9を最適と判断し

た．この条件下で100回の繰り返し計算とともに，Error 

Estimation，Bootstrap計算を実施し，解の安全性を確認

し，最終解とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.4 因子プロファイルの推定 

 最終解とした9つの因子プロファイルを図10に示す．

図中第1軸の棒グラフは，成分濃度（μg/m3）を，第2

軸の◇印は，その因子に配分された成分の割合（％）

である． 

 PM2.5の発生源の推定は既報 6～10)を元に，それぞれの

因子プロファイルに特徴的な成分から推定した． 

因子1は，Al，Ti，Ca，Feなど地殻含有成分の割合

が高いため土壌由来の発生源とした． 

因子2は，Naの割合が高いため海塩由来の発生源と

した． 

因子 3 は SO4
2-，NH4

+の濃度が比較的高く，重油の

成分とされるV，Niの割合が高いため重油由来の硫酸

塩の発生源とした． 

因子4は，SO4
2-，NH4

+の濃度が最も高く，石炭の成

分とされる As，Pb の割合が高いため石炭由来の硫酸

塩の発生源とした． 

因子5は，Mn，Fe，Cu，ECの割合が高いため道路

交通由来の発生源とした． 

因子 6 は，K，OC，EC の割合が高いためバイオマ

ス燃焼を含む廃棄物焼却由来の発生源とした． 

因子7は，Cl-，NO3
-の割合が高いため硝酸塩の発生

源とした． 

因子8は，Zn，Cr，Pb，Sbなど釉薬として使用され

る成分の割合が高いため窯業等製造業由来の発生源と

した． 
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因子 9 はBa，Cu など炎色剤として使用される成分

の割合が高いため煙火由来の発生源とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.5 発生源寄与割合の推定 

 次に各測定局について，発生源の寄与割合を季節ご

とに平均したグラフ図11に示す．  

 羽島では，発生源として硫酸塩（重油・石炭）が 3

年間を通じ，春季・夏季・冬季に大きく寄与している

ことが分かった．その他，秋季ではバイオマス燃焼を

含めた焼却炉由来の発生源が，冬季では硝酸塩由来の 

発生源が寄与していることが分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に測定局の特徴を羽島と比較した．各務原では，

年間を通じて重油由来の硫酸塩及び道路交通由来の発

生源の割合が高く，夏季では煙火由来の発生源，秋季

ではバイオマス燃焼由来の発生源，冬季では硝酸塩由

来の発生源の寄与割合が高い傾向が認められた．大垣

中央では，羽島と大きな違いは認められなかったが，

冬季において硝酸塩由来及びバイオマス燃焼由来の発

生源の寄与割合が高い傾向が認められた．笠原では，

年間を通じて製造業由来の発生源の寄与が認められ，

道路交通由来の発生源の寄与が高いことが認められた．

また，夏季では煙火由来の発生源，冬季では硝酸塩由

来の発生源の寄与割合が高い傾向が認められた． 

 

４ まとめ 

 平成27年度から平成29年度までの3年間に岐阜県

美濃地方で実施した微小粒子状物質（PM2.5）の成分分

析の結果，成分分析実施期間における年度平均値では

あるが，平成27年度の羽島測定局では環境基準値であ

る15 μg/m3を超過したが，平成28年度，平成29年度

では基準値を超過した測定局はなかった．イオン成分，

炭素成分については，測定局ごとに大きな違いが認め

られなかったが，無機成分については，測定局により

一部の項目で差が認められた．その成分の内訳から，

産業活動など地域での特徴が認められた． 
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 また，PMF解析から得られた結果でも，硫酸塩（重

油・石灰）由来と考えられる発生源の寄与については，

測定局間に差は認められなかった．しかし，道路交通

由来や窯業等製造業由来の発生源については，地域で

の特徴が認められた． 
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The Characteristics of Component Analysis of Fine Particulate Matter (PM2.5) in Mino 

Nobuatsu KANAMORI, Masahiro KITA, Teruo TAKASHIMA 

Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences: 

1-1, Naka-fudogaoka, Kakamigahara, Gifu 504-0838, Japan 

 

 

Summary 

The results of component analysis of microparticulate matter (PM2.5) conducted in the Mino region of Gifu 

Prefecture during the three years from 2015 to 2017 are summarized. Although it is the annual average during the 

component analysis implementation period, the Hashima station in 2015 exceeded the environmental standard value of 

15 μg/m3, but there were no stations that exceeded 15 μg/m3 in 2016 and 2017.  

In addition, there was no difference between the measurement stations for ionic and carbon components among 

PM2.5 components in the Mino region, but for inorganic components, there were differences in some items by the 

measurement station. 

Keywords: Fine particulate matter (PM2.5), component analysis, PMF，Source, Mino region 
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 資  料  

岐阜県下の浴槽水及びシャワー水における 

レジオネラ属菌汚染状況調査（2016-2018年度） 

門倉由紀子，越勝男，野田万希子，酢谷奈津，亀山芳彦 

要  旨 

2016 年から 2018 年の 3 年間のレジオネラ属菌汚染状況調査の調査成績をまとめた．検査対象は浴槽水

とシャワー水で，浴槽水218検体のうち56検体からレジオネラ属菌が検出され（検出率25.7 %），シャワ

ー水82検体のうち18検体からレジオネラ属菌が検出された（検出率22.0 %）．浴槽水52検体について同

定検査を実施したところ，菌種別ではL．pneumophilaが50検体から検出され（96.2 %），血清群（serogroup

以下，「SG」と略す）については，SG 1とSG 6がそれぞれ38.5 %，36.5 %と高率に検出された．シャワー

水については，18検体について同定検査を実施し，L. pneumophilaが16検体から検出された（88.9 %）．

血清群は，SG 6とSG 5の検出頻度が高く，ともに38.9 %検出された．施設の構造設備と衛生管理ついて

調べたところ，循環式ろ過装置を使用している浴槽水のレジオネラ属菌検出率は23.7 %，使用していない

浴槽水は55.6 %であった．また，調節箱を有する施設のシャワー水でレジオネラ属菌検出率が高く，シャ

ワーの洗浄消毒を実施している施設では検出率が低い傾向がみられた．塩素消毒効果については，浴槽水

は0.2 mg/L以上，シャワー水は0.1 mg/L以上の残留塩素濃度でレジオネラ属菌検出率が低下した． 

キーワード：レジオネラ属菌，浴槽水，シャワー水，残留塩素濃度 

 

１ はじめに 

レジオネラ属菌は土壌や湖沼などに生息する環境

細菌である．レジオネラ属菌は，空調設備の冷却塔水

や循環式浴槽などの人工環境中で増殖し，レジオネラ

属菌を含む水しぶき（エアロゾル）や粉塵の吸入によ

り感染を起こす．レジオネラ属菌を起因菌とするレジ

オネラ症は近年患者報告数が増加しており，2017年に

は全国で 1,733 例の報告があった 1）．感染源としては

入浴施設や冷却塔が多く，岐阜県においても2009年に

ホテルの循環式浴槽を原因とする集団感染があった 2）．

しかし，届出の約半数は推定される感染源が不明であ

り，浴室や道路沿いのエアロゾルなど感染源となりう

る生活環境についてレジオネラ属菌の実態調査が行わ

れている 3）． 

岐阜県ではレジオネラ属菌の汚染実態を調査し，そ

の結果を施設指導に反映させ，衛生管理の改善につな

げることを目的に 1999 年からレジオネラ属菌汚染状

況調査を実施している．レジオネラ属菌検出率は年々

低くなってきているものの，前回の報告 4）では浴槽水

の26.8 %からレジオネラ属菌が検出され，依然として

一部の県内施設の浴槽水が広くレジオネラ属菌に汚染

されている実態が明らかとなった．2016年からは，エ

アロゾルの発生しやすいシャワーの汚染実態を調査す

るため，シャワー水を調査対象に追加した．今回，2016

年から2018年までの3年間の浴槽水とシャワー水のレ

ジオネラ属菌汚染状況調査の成績をまとめた． 

 

２ 材料と方法 

2.1 検査対象 

調査は，2016年9月から2018年11月の3年間実施

した．県内の社会福祉施設，旅館，ゴルフ場，その他

の公衆浴場の浴槽水（以下，「浴槽水」）及びそれらの

施設の浴室シャワーから採取した水（以下，「シャワー

水」）から300検体を採取し調査した．検体採取時に施

設の構造設備及び衛生管理状況について聞き取りを行

い，温度，pH，残留塩素濃度，レジオネラ属菌数等に

ついて検査した． 

2.2 検査方法 

温度及び残留塩素濃度は採水時に測定した．浴槽水

は滅菌ビーカーまたは消毒した柄杓等を用いて 500 

mL を採取した．シャワー水については，給湯温度を

約40 °Cに設定し，10秒程度放水後500 mLを採取し

た．試料採取後，検体を保冷し当所または管轄の保健

所の生活衛生課試験検査係において速やかに検査を実

施した． 

レジオネラ属菌の分離はフィルター濃縮法により

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 
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実施した．すなわち，試料500 mLを孔径0.2 μmのポ

リカーボネートフィルター（ADVANTEC）で 100 倍

に濃縮後，pH 2.2の酸処理液（極東製薬工業）により

室温で5分間酸処理を行い，原液と滅菌蒸留水による

10倍希釈液をそれぞれ0.1 mLずつ2枚の選択分離培

地（GVPC培地，WYOα寒天培地，MWY寒天培地の

いずれか）に塗布し，36 °C で 7 日間培養した．レジ

オネラ属菌様集落を血液寒天培地と BCYEα 寒天培地

に接種し，L - システイン要求性を確認した． 

レジオネラ属菌と推定された菌株の一部について

同定試験を行った．同定はPCR法及びスライド凝集反

応（デンカ生研）を用いた．菌種を決定できなかった

株については，シークエンス（レジオネラmip遺伝子）

により菌種を決定した． 

 

３ 結果 

3.1 浴槽水のレジオネラ属菌の検出状況 

2016 年から 2018 年の 3 年間に採取した浴槽水 218

検体のうち，56 検体からレジオネラ属菌が検出され，

検出率は25.7 %であった．年度別にみると，2016年度

が28.4 %と最も高く，2018年度が 20.5 %と低かった

（表1）．最高菌数は7.0×104 CFU/100 mLで，陽性検

体における菌数の平均値は2.1 log CFU/100mL（標準偏

差0.9）であった． 

レジオネラ属菌陽性検体のうち，52検体について同

定検査を行ったところ，50検体からL. pneumophilaが

50 (96.2) 16 (88.9)

SG  1 20 (38.5) 2 (11.1)

SG  2 4 (7.7) 1 (5.6)

SG  3 7 (13.5) 1 (5.6)

SG  4 9 (17.3) 2 (11.1)

SG  5 10 (19.2) 7 (38.9)

SG  6 19 (36.5) 7 (38.9)

SG  7 1 (1.9) 1 (5.6)

SG  8 1 (1.9)

SG  9 5 (9.6) 2 (11.1)

SG 10 2 (3.8)

SG 12 2 (11.1)

SG UT 4 (7.7)

L. micdadei 1 (1.9)

L. cherrii 1 (1.9) 1 (5.6)

L. rubrilucens 1 (1.9) 1 (5.6)

L. anisa 1 (5.6)

L. gormanii 1 (1.9)

L. maceachernii 1 (1.9)

L. sainthelensi 1 (1.9)

L. santicrucis 1 (1.9)

52 (100) 18 (100)

表２　レジオネラ属菌種別および群別検出状況

L. pneumophila

同定検査実施検体数

菌種 検出検体数（検出検体割合 %） 検出検体数（検出検体割合 %）

浴槽水 シャワー水

検体数 検体数

2016.9 - 11 74 21 (28.4) 26 8 (30.8)

2017.9 - 11 71 20 (28.2) 29 5 (17.2)

2018.9 - 11 73 15 (20.5) 27 5 (18.5)

計 218 56 (25.7) 82 18 (22.0)

表１　年度別レジオネラ属菌検出状況

採水年月

浴槽水 シャワー水

レジオネラ属菌検出
検体数（検出率 %）

レジオネラ属菌検出
検体数（検出率 %）
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検出された．血清群は，SG 1（38.5 %）及びSG 6（36.5 %）

が高率に検出された．L. pneumophila の他には，L. 

micdadei，L. cherriiなどが検出された（表2）．複数の

菌種及び血清群が検出された検体が 26 検体みとめら

れた． 

水源別のレジオネラ属菌検出状況を表 3 に示した．

単一水源での検出率は温泉水が30.0 %と最も高く，次

いで地下水22.7 %，水道水19.3 %であった．また，温

泉水と地下水の両方を水源とする検体の検出率が

28.6 %と高かった．単一水源別の pH の平均値は，温

泉水 8.6，地下水 7.7，水道水 7.6 であり，温泉水を単

一水源とする検体のpHが高い傾向がみられた． 

残留塩素濃度の結果が得られた 218 検体について，

残留塩素濃度を4階級に分け，階級別のレジオネラ属

菌検出率を示した（図1）．平成15年7月25日厚生労

働省告示第264号「レジオネラ症を予防するために必

要な措置に関する技術上の指針」において適切な濃度

とされる残留塩素濃度0.2 mg/L以上0.4 mg/L未満であ

った検体は22検体で全体の10.1 %であった．0.2 mg/L

未満の検体は37検体（17.0 %），0.4 mg/L以上1.0 mg/L

未満の検体は75検体（34.4 %），1.0 mg/L以上の検体

は 84 検体（38.5 %）であり，残留塩素濃度 0.4 mg/L

以上の検体が7割を占めた．残留塩素濃度0.2 mg/L未

満ではレジオネラ属菌検出率64.9 %であり，残留塩素

濃度が高くなるにつれ，レジオネラ属菌検出率はそれ

ぞれ31.8 %，22.7 %，9.5 %と低下した． 

浴槽水の構造設備について，循環ろ過装置と貯湯槽

の有無でレジオネラ属菌の検出状況を調べた（図 2）．

循環ろ過装置について，情報が得られた216検体のう

ち循環ろ過装置を使用している浴槽水のレジオネラ属

菌検出率は23.7 %であった．循環ろ過装置を使用して

いない浴槽水は 9 検体と少なかったが，5 検体からレ

ジオネラ属菌が検出され，検出率は55.6 %と高値であ

った．循環ろ過装置を使用しておらずレジオネラ属菌

陽性となった5検体の内訳は，温泉水を水源とする公

衆浴場又は旅館の浴槽水が4検体，水道水を原水とす

るデイサービスの浴槽水が1検体であった． 

貯湯槽については，設置している施設のレジオネラ

属菌検出率は24.5 %，設置していない施設は27.8 %で

あった．貯湯槽を設置している施設の管理状況につい

て調べたところ，60 °C 以上の適切な温度管理を実施

していたのは，情報が得られた109検体のうち93検体

（85.3 %）であった．温度管理未実施であった16検体

のうち 7 検体は貯湯槽の消毒を行っており，109 検体

のうち100検体（91.7 %）が温度管理又は消毒を実施

していた． 

 

3.2 シャワー水のレジオネラ属菌の検出状況 

2016年から2018年の3年間に採取した82検体のう

ち，18検体からレジオネラ属菌が検出され，検出率は

22.0 %であった．年度別にみると，2016年度が30.8 %

と最も高く，2017 年度が 17.2 %と低かった（表 1）．

最高菌数は1. 9×103 CFU/100 mLで，陽性検体におけ

水源

温泉水 21/70 (30.0)

地下水 10/44 (22.7)

水道水 11/57 (19.3)

温泉水＋地下水 4/14 (28.6)

温泉水＋水道水 3/14 (21.4)

温泉水＋地下水＋水道水 0/2 ( 0.0)

計 49/201 (24.4)

表3　浴槽水の水源別レジオネラ属菌検出状況

レジオネラ属菌検出
検体数/検体数（%）
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る菌数の平均値は2.0 log CFU/100 mL（標準偏差0.7）

であった． 

レジオネラ属菌が検出された検体のうち，18検体に

ついて同定検査を行った．16検体からL. pneumophila

が検出された．血清群は，SG 5とSG 6が高率に検出

された（ともに38.9 %）．L. pneumophilaの他には，L. 

cherrii，L. rubrilucens，L. anisaが検出された（表2）．

複数の菌種及び血清群が検出された検体が6検体みと

められた． 

残留塩素濃度の結果が得られた 80 検体について，

残留塩素濃度を4階級に分け，階級別のレジオネラ属

菌検出率を示した（図3）．各階級の検体数は，残留塩

素濃度0.1 mg/L未満は22検体（27.5 %），0.1 mg/L以

上0.2 mg/L未満は20検体（25.0 %），0.2 mg/L以上0.4  

mg/L未満は20検体（25.0 %），0.4 mg/L以上は18検

体（22.5 %）で，約半数の検体が残留塩素濃度0.2 mg/L

未満であった．残留塩素濃度0.1 mg/L未満ではレジオ

ネラ属菌検出率50.0 %，0.1 mg/L以上ではレジオネラ

属菌検出率8.6 %となった． 

シャワーの設備及び管理状況についてレジオネラ

属菌との関係を調べた（図4）．洗い場の湯栓やシャワ

ーへ送る湯の温度を調節するための調節箱について，

情報が得られた 59 検体のうち調節箱を設置している

シャワー水は11検体（18.6 %）であった．このうち9

検体が閉鎖型，2 検体は開閉型不明であった．レジオ

ネラ属菌検出率は調節箱ありが54.5 %，調節箱なしが

18.8 %であり，調節箱を設置している検体で検出率が

高かった． 

シャワー水の衛生管理について，「循環式浴槽にお

けるレジオネラ症防止対策マニュアル」5）に記載の管

理概要を参考に，滞留水の放流，設備の点検，清掃消

毒の3つの項目について調査した．情報が得られた78

検体についてレジオネラ属菌検出率を比較したところ，

シャワー内部に水が滞留しないよう排水を実施してい

る施設は18.6 %，していない施設は36.8 %であった．

また，シャワーヘッドとホースの点検を実施している

施設は20.8 %，していない施設は26.7 %であった．さ

らに，シャワー内部の汚れとスケールの洗浄消毒を実

施している施設は9.8 %，していない施設は37.8 %で

あった． 

 

４ 考察 

2016 年から 2018 年までの県内の浴槽水のレジオネ

ラ属菌検出率は25.7 %であり，1999年以降の調査では

最も低い検出率であった．今回，初めてシャワー水に

ついて調査を行ったところ，レジオネラ属菌検出率は

22.0 %で浴槽水と同程度であった．レジオネラ属菌の

水質基準は検出されないこと（10 CFU/100 mL未満）

であるが，浴槽水の陽性検体の平均菌数は 2.1 log 

CFU/100 mL であり基準値を大きく超過した検体もみ

られた．シャワー水についても陽性検体の平均菌数は

2.0 log CFU/100 mLであり，浴槽水と同じ傾向がみら

れた． 

菌種別では，浴槽水の96.2 %からL. pneumophilaが

検出された．血清群はSG 1，SG 6，SG 5が多く，前
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回の調査結果と同様であった．シャワー水においても

88.9 %の検体からL. pneumophilaが検出された．血清

群はSG 6とSG 5が多かったが，レジオネラ症患者か

ら分離されることの多い SG 1 も 2 検体から分離され

た．レジオネラ属菌は60を超える菌種が報告されてお

り，今回の調査でもL. pneumophila以外に様々な菌種

が検出された． 

水源別レジオネラ属菌検出状況では，温泉水を水源

とする検体において高い検出率を示し，これまでの調

査と同様の結果が得られた．単一水源別の pH を調べ

たところ，温泉水を水源とする検体の平均は 8.6 でア

ルカリ性の検体が多かった．アルカリ性単純温泉でレ

ジオネラ属菌汚染率が高いとの報告 6）もあり，原湯の

pHが高い場合には塩素系薬剤の減弱を考慮するなど，

泉質に応じた衛生管理する必要がある． 

塩素消毒効果について，浴槽水は0.2 mg/L以上でレ

ジオネラ属菌検出率は低下した．しかし，残留塩素濃

度1.0 mg/L以上の検体についても8検体からレジオネ

ラ属菌が検出されており，塩素濃度を保つのみではレ

ジオネラ属菌汚染防止対策として不十分である可能性

が示された．シャワー水については0.1 mg/L以上の残

留塩素濃度でレジオネラ属菌検出率が低下した．「第4

版レジオネラ症防止指針」7）によると，給湯設備にお

けるレジオネラ汚染の防止策として，給湯末端の遊離

残留塩素濃度を0.1 mg/L以上に保つとある．今回の結

果からシャワー水の残留塩素濃度を0.1 mg/L以上に保

つことが衛生管理の一つの目安と考えられた．しかし，

残留塩素濃度1.0 mg/Lでレジオネラ属菌100 CFU/100 

mLが検出された検体もみとめられた．この施設では，

前年の調査においても同じくシャワー水から 1,200 

CFU/100 mL のレジオネラ属菌が検出されており，同

定された菌種も前年と同じ L. pneumophila SG 6 及び

SG 12であったため，バイオフィルムの定着により塩

素消毒の効果が不十分だったのではないかと推察され

た． 

構造設備とレジオネラ属菌との関連について，浴槽

水は循環ろ過装置と貯湯槽の有無，シャワー水は調節

箱の有無について調べた．循環ろ過装置はバイオフィ

ルムが定着しやすくレジオネラ属菌汚染リスクが高い

といわれているが，今回の調査では循環ろ過装置を使

用していない検体の方が使用している検体よりレジオ

ネラ属菌検出率が高かった．循環装置を有しない浴槽

であってもレジオネラ属菌汚染の可能性は十分ありう

ることに留意する必要がある．一方，貯湯槽の設置有

無ではレジオネラ属菌検出率に大きな差はみられなか

った．貯湯槽を有する施設の91.7 %が温度管理又は消

毒を実施していたことから，今回の調査では貯湯槽が

レジオネラ属菌の温床となっている施設は少なかった

のではないかと思われた． 

シャワー水の温度を調節する調節箱は，レジオネラ

属菌の増殖に適した温度となるため，リスクが高いと

の報告がある 8）．特に開放型の調節箱はレジオネラ属

菌が入り込むリスクが指摘されている．今回の調査で

も調節箱を有する検体の検出率が高かった．調節箱は

高温で保持することが難しいため，定期的な清掃と消

毒を行う必要がある． 

シャワー水の管理状況についての聞き取りでは，滞

留水の放流，設備の点検，清掃消毒の3つの項目につ

いて調査した．その結果，すべての項目について対策

を実施している施設でレジオネラ属菌検出率が低かっ

た．特に清掃消毒を実施している施設の検体で検出率

が低かった．滞留水は塩素が消失しシャワー内部で生

物膜が形成されやすい状態となる．また，シャワーヘ

ッドは円形の金属がネジ止めされ物理的に清掃が難し

い構造をしているものが多い．このようなシャワーの

特徴を理解しながら，定期的にシャワーヘッド及びホ

ースの点検と洗浄消毒を行うことが望まれる． 

今回の調査では，シャワー水を調査対象に追加した

ことで，浴槽水と同程度シャワー水もレジオネラ属菌

に汚染されている実態が明らかとなった．構造設備や

衛生管理状況との関連を調査したところ，これまでの

報告と同様のリスク要因が示唆された．同時に，適切

な衛生管理を実施すればレジオネラ属菌の汚染リスク

を抑えられると考えられた．今後も引き続きレジオネ

ラ属菌の汚染状況を把握し，調査項目や検査方法を検

証しながら衛生管理の改善につなげたい． 
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 資  料  

岐阜県における反復配列多型（VNTR）分析法を用いた結核菌の遺伝子型別 

（2014-2018年度） 

越勝男，亀山芳彦 

要  旨 

岐阜県では，平成27 年度から結核菌の分子型別による分子疫学調査事業を開始し，平成30 年度までに

搬入された 397 株の結核菌株についてVNTR 分析法による遺伝子型別を行った．その結果，VNTR 型別

が完全に一致した菌株が16のクラスタ（内因性再燃を含む）を形成し，44株検出された．またそのうち3 

クラスタ，9 株では家族などの疫学的関連が確認された．遺伝系統の推定において若年層で，非北京型お

よび北京型（新興型）の検出が多く，特に外国籍患者で若年層患者の割合と非北京型および北京型（新興

型）の検出が多いことが確認された．非北京型と推定された株のVNTR型別について系統樹解析を行った

結果，外国籍患者由来株の一部に集積と地域性が認められた．このことから，本調査事業は，実地疫学調

査による疫学的関連性を科学的に裏付けることだけでなく，地域における結核発生動向の把握に有用であ

ると考えられた． 

キーワード：結核菌，VNTR，外国籍患者 

 

1 はじめに 

結核は，結核菌（Mycobacterium tuberculosis）によっ

て引き起こされる感染症で感染症の予防および感染症

の患者に対する医療に関する法律において，二類感染

症に指定されている． 

結核の国内患者数および罹患率（人口 10 万人に対

する新登録結核患者数）は減少傾向にあるものの，平

成 30 年の新登録結核患者数は 15,590 人，罹患率（人

口10 万対）は12.3であり国際的には結核中蔓延国に

位置付けられている 1)．岐阜県における平成30年の新

登録結核患者数は279人（前年313人），罹患率は14.6

（前年15.6）であり減少傾向にあるが全国値を上回っ

ている． 

都道府県などは，結核に関する特定感染症予防指針

により，積極的疫学調査および発生動向の把握などへ

の活用のため，分子疫学的手法からなる病原体サーベ

イランスの構築に努める必要があり，分子疫学的手法

として，結核菌の遺伝子型別法の一つである反復配列

多型（Variable Numbers of Tandem Repeats（VNTR））解

析による結核菌の遺伝子型別が，各地方衛生研究所を

中心に行われている． 

岐阜県では，結核の発生動向の把握およびその発生

対策に資すると共に，感染源の究明と感染経路の調査

を行う際のデータ集積を目的とし，結核菌の分子型別

による分子疫学調査事業要領を定め，平成27 年6 月

から調査事業を開始した． 

本報告では，事業の開始から平成 31 年 3 月までに

当所に搬入された結核菌の VNTR 分析状況について

その概要を報告する． 

 

2 材料と方法 

2.1 供試菌株 

平成27 年6 月から平成31 年3 月までに，保健所

から結核菌の分子型別による分子疫学調査事業実施要

領に基づき VNTR 型別のため当所に搬入された結核

菌株397 株を対象とした．なお，これらの調査・分析

は，岐阜県保健所等倫理審査委員会の承認を得て実施

した（承認番号：岐保倫016）． 

2.2  DNA抽出 

 2 % 小川培地（S）（極東製薬工業）に培養された結

核菌をマイクロループでかきとり，300 μlの滅菌蒸留

水に浮遊し，100℃で 10 分間加熱処理後，10 分間遠

心分離（10,000×g）を行い，その上清をDNA抽出液

とした． 

2.3  VNTR分析法 

VNTR 領域は Japan Anti-Tuberculosis Association 

（JATA）（12）-VNTR 分析法 2)に用いられている 12

領域に，識別能を高めるために 3 領域（JATA（15）

-VNTR 分析法 3) と超多変（hypervariable，HV 領域 4)

に属する3領域を加え，計18 領域を対象とした． 

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 
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得られたPCR産物はアガロース電気泳動を行い，各

領域の反復数を算定した． 

2.4 遺伝系統の推定 

遺伝子系統の推定には「結核菌反復配列多型

（VNTR）パターンから遺伝系統を推定するための最

大事後確率（MAP）推定法マクロプログラム」5）を用

いた．また系統樹は，西森らの方法 6)によりに変化し

たVNTRの領域数による距離計算を行い作成した． 

 

3 結果と考察 

3.1 検体内訳 

菌株数の内訳を表 1 に示した．平成 27 年度～平成

30 年度に保健所から当所に搬入された患者由来の結

核菌株397株を対象とした． 

 

患者の年齢は，80 歳以上が 222 名（56.0％），60～

79 歳が92 名（23.2％），40～59 歳が39 名（9.8％） お

よび39 歳以下が44 名（11.1％）であった． 

表2 患者年齢階級別推定遺伝系統（平成27～30年度） 

  非北京型 ST11/26 STK ST3 ST25/19 新興型 計 

80歳～ 67 (30.2) 6 (2.7) 37 (16.7) 55 (24.8) 44 (19.8) 13 (5.9)  222 

70歳～79歳 14 (21.5) 1 (1.5) 9 (13.8) 21 (32.3) 16 (24.6) 4 (6.2)  65 

60歳～69歳 8 (29.6) 1 (3.7) 3 (11.1) 6 (22.2) 7 (25.9) 2 (7.4)  27 

50歳～59歳 5 (27.8) 1 (5.6) 0 2 (11.1) 6 (33.3) 4 (22.2)  18 

40歳～49歳 7 (33.3) 0 1 (4.8) 1 (4.8) 2 (9.5) 10 (47.6)  21 

～39歳 24 (54.5) 0 1 (2.3) 1 (2.3) 6 (13.6) 12 (27.3)  44 

計 125 9 51 86 81 45  397 

  ※ 括弧内は年齢階級別の各遺伝子系統のパーセンテージを示す． 

 

表3 クラスタ形成株の内訳（平成27～30年度） 

※ 保健所の追加疫学情報 

No 遺伝子型 株数 管轄保健所 疫学情報 クラスタ形成株 

1 非北京型 5 
岐阜市，東濃，可茂，

飛騨 
疫学関連不明 28kamo-9, 28city-14, 28tono-14, 30city-6, 30hida-3 

2 非北京型 4 西濃，東濃，恵那 疫学関連不明 28tono-7, 28tono-10, 29ena-1, 30seino-18 

3 非北京型 2 西濃 疫学関連不明 28seino-4, 28seino-15 

4 非北京型 2 岐阜，可茂 疫学関連不明 29kamo-3, 30gifu-5 

5 非北京型 2 岐阜市，岐阜 疫学関連不明 30gifu-3, 30city-24 

6 非北京型 4 東濃 同居家族 28tono-6, 28tono-15, 28tono-16, 29tono-11 

7 北京型（ST25/19）  2 可茂 同一人物（再燃） 30kamo-4, 30kamo-6 

8 北京型（ST25/19）  2 岐阜，飛騨 疫学関連不明 27hida-1, 29gifu-3 

9 北京型（ST25/19）  4 岐阜市，西濃，可茂 一部同居家族 28city-7, 28seino-5, 28kamo-13,28kamo-17 

10 北京型（ST25/19）  2 西濃，可茂 疫学関連不明 30seino-8, 30kamo-8 

11 北京型（ST25/19）  2 関 疫学関連不明 29seki-5, 30seki-1 

12 北京型（ST25/19）  2 西濃 同一人物（再燃） 28seino-20, 30seino-15 

13 北京型（ST25/19）  2 岐阜，西濃 疫学関連不明 28gifu-16, 28seino-11 

14 北京型（新興型）  4 岐阜市，西濃 疫学関連不明 29city-7, 29city-13, 29seino-6, 29seino-7 

15 北京型（新興型）  2 岐阜，可茂 疫学関連不明 28gifu-7, 28kamo-6 

16 北京型（新興型）  3 岐阜市 外国人と同一住所※の日本人 29city-18,29city-19, 30city-22 
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図1  JATA（15）およびHV（3）領域のVNTR型別による系統樹解析 

 太線は外国籍患者由来株の集積部位，細線は可茂地域および隣接市町村，点線は外国籍患者由来株（29city-15（カンボ

ジア国籍）以外はフィリピン国籍）を示す． 
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3.2 VNTR型別と遺伝系統の推定 

結核菌 397株の 18領域VNTR 型別と遺伝系統の推

定の結果，非北京型と推定された株が125株（31.5％），

北京型が272株（68.5％）であった． 

また北京型（新興型）が45株（11.3％）であり，全

国 7）での報告とほぼ同様の傾向であった．北京型の内，

諸外国では新興型の分離率が高いのに対し，わが国で

は逆に祖先型の分離比率が高いことが知られている．

北京型（新興型）は，感染伝播性および病原性が高く，

特に若年層に多いことが報告されているが，当県にお

いても，若い年齢群ほど北京型（新興型）の割合が高

率であった（表2）． 

結核菌 397 株の 18 領域 VNTR 型別の結果，44 株

（11.1%）が16 クラスタを形成した．各クラスタ内の

構成菌株数は，2 株が最も多く10 クラスタであった．

次いで，4 株が4 クラスタ，3 株と5株がそれぞれ1 ク

ラスタであった．また，クラスタ形成株について，遺

伝系統を推定したところ，16クラスタの内，非北京型

の株により構成されるものが6クラスタ，北京型が10

クラスタ（祖先型（ST25/19）が7クラスタ，新興型が

3クラスタ）であった（表3）．クラスタ番号1～5，8，

10，11，13，14，15は実地疫学調査でクラスタ内の患

者間について接触歴は確認できなかった．クラスタ番

号6は同居家族およびその接触者で構成されている事

例であった．またクラスタ番号7，12は同一人物の再

燃によるものであった．クラスタ番号 14 の一部（夫

婦：29city-7, 29city-13, 同一人物：29seino-6, 29seino-7）

と16（外国人と同一住所の日本人）にそれぞれ疫学的

関連が認められた． 

3.3 外国籍患者 

菌株の遺伝系統を患者年齢階級別に検討すると（表

2），非北京型と北京型（新興型）の若年層での検出割

合が高いことがわかった． 

 

また，国籍別に遺伝子系統を比較すると（表4），外

国籍の患者由来株は日本国籍と比較し，39歳以下の患

者由来の株が多く，非北京型および北京型（新興型）

の遺伝系統の検出が多いことが確認された． 

このことから，当県の若年層における非北京型と北

京型（新興型）の高い検出割合に，外国籍患者由来株

が寄与していることが示唆された． 

非北京型と推定された125株について系統樹解析を

行った結果（図1），外国籍患者由来菌株19株の内16

株（フィリピン国籍患者由来 15 株，カンボジア国籍

患者由来1株）は，日本国籍患者由来株を含むグルー

プ（21株）を形成した．当該グループにはクラスタの

形成が確認できないため，これらの外国籍患者の感染

は，居住地域ではなく出身国で生じたものであること

が推察された． 

また当該グループ 21 株の内，10 株は可茂地域，4

株は隣接市町村に居住する患者由来のものであった．  

これは当県の中南部に位置する可茂地域（2 市 7 町 1

村，可茂保健所管轄）が外国籍の住民割合が6.1％と高

く（岐阜県2.6％，全国2.1％），結核新登録中外国出生

者割合も高い（平成29年度29.0%，平成30年度20.0%）
8)，9)ことを反映したものであると考えられる．また今

後，社会情勢やコミュニティの変化に伴う感染機会の

増加も想定されることから，本調査事業を通じたこれ

らの菌株の地域拡散について，継続的なモニタリング

がより必要になってくるものと考える． 

 本県においては平成 27 年度から結核菌の分子型別

による分子疫学調査事業が開始された．本調査より，

網羅的な結核菌のVNTR分析は，実地疫学調査による

患者間の関連性を科学的に裏付けることのみでなく，

新たなリスク集団の探知に寄与することが示された．  

VNTR 分析を有効に活用ために，結核菌株および

VNTR型別データの継続的な収集が重要であると考え

る． 
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Ěæ�;(�:0Ȅ²Âŝ-Ãæ*ĿǑǀ©,Ĉƭ*�;:ŁŖÇ-Ġ�.~´§)
9Ȅ®-(łË§

ķ,7:ŝŢ²ãūZyU,ǧ�:čÔ0~ǈ9(�:ȆĲŰŻ).ȄBw\ytţ-1�,brftF
viwPtÓ>ę']f[BtBw\ytÒ-ÂđGw]d`B\ FUB-JWH-018>íǁ*9(ȄfXƈ
-ƋÂ�Ǝ-Ũ+:Ũċ�-ǀ©,'�(Ľƶ9#Ȇ 

SA?A9wcq9>87rupnErelR@:<;49r=8eBg`NC 
 

s� -(M+ 
ÂđGw]d`B\ȂSCsȃ.�Ĺ�ť>ę'ÄŽƈ
ƫƈţ²Âŝ)
9ȄÂđGW`wǺ**5,�ť0

ĐĊ�;(�: 1)ȆĲǙ).ƎĝÓ-Ûŀċ>ę'SCs
,í9(Ěæơŝ«þ-}Ȅ±ĘĚæ,79ƍƏū+

ơŝƯ«0ƣ=;#ȆzĤ)ÄŽƈƫƈţ-ÙĪȄÄ

fXƈƎĝÓ-î¡ſ,79Ȅ�+�Ÿ�ǰÛ-SCs0
ŋƯ«-ƍ-Ŭ>�9Ė4(øÕ)ōǏ�:ȆSCs.Ȅ
�Æ�ü 9 ĬıĨŚ)Ěæơŝ*9(Ư«�;:¢
2,375²Âŝ-Ɔ3­>·4:ȆĂē).ȄòǨŮ,�
4:¸ǭ\rXLíƁ-zţ*9(ȄHQKvk[L

rfǆǡ§ķƵȂGC-MSȃ>.�4*�:§ķłË>
ť�(¸ǭ\rXLƪÇ-Ľĺ>ƣ&(�:Ȇ9�9

+08ȄĚæơŝ*9(Ư«�;: SCs ,.Ư«íǁ
Ú-Ũċ�0µ{śǡ,áÑ9ȄǏú-ơŝĽĺ)�

ť�:§ķłË-2).Ũċ�Ǧ-ǀ©0Ìǲ+ÕÂ

0
:Ȇûđ25üþ�ǪȄòǨŮ¥Ǆ|5Ľ�,��
(Ȅ12��Ľ¦�;#SCs-zŸ)
: 5F-QUPIC>
�,ě5:*ȄGC-MS»/ǿǐŎ�Kvk[Lrfǆ
ǡ§ķƵȂLC-MSȃ�8ć8;#čÔ�8.Ũċ�*-
ǀ©.Ìǲ)
&#Ȇ5F-QUPIC*ŁŖÇ0¡Ĕ¿Ɠ)

&#Ũċ� 10 Ÿ*-ǀ©.ȄGC-MS/MS >Ä4#
Ÿ�-§ķłË,7:œæ>Ɗ(ȄLC-MS/MS �8ć
8;#čÔ,7&(Ǖđ�;# 2)Ȇ 
ǌüȄBw\ytţ»/BwVTytţ,ftFv

iwPtÓ0 C-N ƋÂ,79î¡�;# SCsȂFUB-
JWH-018 Ȅ FDU-PB-22, AB-FUBINACA Ȅ MMB-
FUBINACAſȃ0Ěæơŝ,Ěæ�;(�:Ȇ6-7
�+fXƈƎĝ�.�ƎŨċ�-ŝċ0Ǻ��:#4Ȅ

zƙ,ÁŸKvk[Lrf»/ǆǡ§ķ,��(ǀ©

)1:÷Ũ>Ʈ�$�6*0Ìǲ*�;(�:Ȇ6;

1),ȄzǛ-SCsȄGW`wƅ²Âŝ»/fD_Wt
@lwǺ-fXƈ�ƎŨċ�-ĿǑǀ©0ƣ=;(1

#0Ȅ6;8.ƛǼţ,fXƈºà0Ǝĝ9#Ư«ơ

ŝ-zƲ,ǔ2+� 3)ȆĲŰŻǥßĨ,��(ȄSCs-
fXƈ�ƎŨċ�-ǀ©,ǧ�:ŰŻ.ƣ=;(6+

�&#Ȇ�+=%ȄƽÃæ,.ŌĎ0Ĉƭ)
:*ƻǀ

�;+085ȄÃƅ²Âŝ-�ƎŨċ�-ŁŖÇ.Ü

Ǜ§0øǂ�;(�8�ȄĿǑǀ©ŰŻ-Ǔÿ>ė�

(1#Ȇ 
!6)Ē�.ȄĚæơŝ-ƽÃæǩŅ,ǅ�:#4

-ÓŲŰŻ-zţ*9(ȄfXƈƎĝ²Âŝ,ŌŬ9

(oZt²Âŝ-Âđ*ĿǑǀ©-#4-§ķŋ-ǥ

ũ>ǒ4(1# 4-6)ȆĲŹ).ȄĚæơŝFUB-JWH-018
»/Ũċ�-ĿǑǀ©ŋ,'�(Ǎ0:Ȇ 
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Æ Ƈơöľƪ-LC/MSť>ť�#Ȇ 
���� Yy][Imj�

ŁŖÇ6Ÿ.ȄnU`yt,ŗƳ9Ȅ100 ppmŁŖº
Ŏ>ƾƪ9−20℃,(�Ƃ9#Ȇ6;8>�ťĨ,nU
`yt>ť�(Ǘçùǟ9ȄŁŖŗŎ*9#Ȇ 
��	� aspZ�

GC-MS� ƧƎȌTRACE 1310GC/ISQ LTȂThermo Fisher 
ScientificsŴƪȃȄGrmȌDB-5MSȂ0.25 mm i.d.×30 mȄ
ƕ¹0.25 μmȄAgilent TechnologiesŴƪȃȄGrmŒþȌ 
80℃Ȃ1§�ęȃȅ10℃/§ȅ310℃Ȃ12§�ęȃȄIp
s@HQȌHeȂ1.0 mL/§ȃȄƹĢŌ¡ǡȌ1 μLȄƹĢŌ
¡ȌQhsX[uQȄŌ¡½ŒþȌ250℃Ȅ[rwQ
f?yrBwŒþȌ280℃ȄBFwŕŒþȌ250℃ȄBF
w²ŋȌǳàBFw²ȂEI (+)ȃȄ²ãBFw²ȂCI (+)ȃȄ
ƹơHQȌnUwȄœæoy\ȌQIpw 
GC-MS/MS� ƧƎȌ7890A/7000 GC/MS Triple Quad
ȂAgilent TechnologiesŴƪȃȄGrmȌDB-5MS+DGȂ0.25 
mm i.d.×30 m + 10 mȄƕ¹0.25 μmȄAgilent Technologies
ŴƪȃȄœæoy\ȌhvVK[BFwQIpwȄMs

PqwHQȌN2ȄMsPqwE_tJyȂCEȃȌ5, 15, 25, 
35 eVȄ!-�-Ĵ�.GC-MS*Ã�Ȇ 
LC-MS� ƧƎȌ1100 Series LC/MSDȂAgilent Technologies
ŴƪȃȄGrmȌDiscovery HS F5Ȃ2.1×150 mmȄ3 µmȄ
SupelcoŴƪȃȄŷ¯ŭȌ0.1 % JǞ / 0.1 % JǞ@R[
^[stŏŎȂ58 : 42ȃȄōǐȌ0.4 mL/minȄGrmŒþȌ
40℃ȄŌ¡ǡȌ5 µLȄBFw²oy\ȌEuK[vQh
uyBFw²ȂESI (+)ȃȄScanƃÍȌm/z 50-450 
LC-MS/MS� ƧƎȌ1200 Series / 6460 Triple Quadrupole 
MSȂAgilent TechnologiesŴƪȃȄGrmȌZORBAX Eclipse 

Plus C8Ȃ2.1×150 mmȄ3.5 µmȄAgilent TechnologiesŴƪȃȄ
ŷ¯ŭȌ0.1 % JǞ / 0.1 % JǞ@R[^[stŏŎ
Ȃ20 : 80ȃȄōǐȌ0.18 mL/minȄ!-�-Ĵ�.LC-MS
*Ãŀ)
:Ȇ 
 

Îȇ� FUB-JWH-018»/!-Ũċ�-²ãĿǑ*GC-MS,7:EIkQQjK[tȆġŠ4>ĞÙȆ 

ÎȈ� ǳàBFw²»/ƥżƼǇƳǱQjK[t
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ŁŖÇ6Ÿ-ŏÂŗŎ>GC-MS)§ķ9#ƋĸȄ1-
]f[BtƼî�Ȃ1−3ȃ.2-]f[BtƼî�Ȃ4−6ȃ
79Ā��ę>ų9#Ȇ1#Ȅbr−ftFviwPt
Ó>ĭ�:Ũċ�Ȃ3, 6ȃ.¶ş-eyK*9(Ʊì�
;#0ȄFt[�»/nU�,fXƈºà0Ǝĝ9#

Ũċ�Ȃ1, 2»/4, 5ȃ.�ęĨǦ0Ǡƫ9#Ȇ6-6
*�8ȄFt[−ftFviwPtÓ>ĭ�:Ũċ�*
nU−ftFviwPtÓ>ĭ�:Ũċ�-�ęŞċ
,÷0+�6*0Ħ8�*+&#Ȇ 

EI ,79ć8;#kQQjK[t-Ƌĸ>Îȇ,ų
�Ȇ1-]f[BtƼî�Ȃ1−3ȃ.Ȅ§àBFwM+Ȃm/z 
379ȃ�/,frLnw[BFwȂm/z 378, 362, 270, 252, 
241, 240, 127, 109»/83ȃ>�-#Ȇ2-]f[BtƼî
�Ȃ4−6ȃ.Ȅm/z 379, 362»/ 270-ŭíāþ0ï�
�&#6*>Ǭ1Ȅ1−3*Ǻ�-QjK[t>�-#Ȇ
6;8-�%ȄFt[�»/nU�,fXƈºà0Ǝ

ĝ9#Ũċ�Ȃ1, 2»/4, 5ȃ-kQQjK[t.ǝ�
9#Ȇ�+=% 1−6-ĿǑǀ©,��(ȄEIkQQj
K[t.]f[BtÓ-�ƎŨċ�ǀ©Ȃ1 vs 4, 2 vs 5
»/3 vs 6ȃ,Ǘ�:0ȄBw\ytţ-Žƈºà,f
tFviwPtÓ>ę'²Âŝ-Ãæ»/ǀ©Ȃ1 vs 2 
vs 3»/4 vs 5 vs 6ȃ,Ǘ�+�6*0§�&#Ȇ1#Ȅ
CI kQQjK[t.Ȅ6 ²Âŝ*5ǵú,Ǻ�9(�
9Ȅǀ©~Ɠ)
&#Ȇ 
ƥżƼǇƳǱ,79ć8;:hvVK[BFwQj

K[t.ȄŞæ- m/z �>ę'BFw-Ȅ²ãƋÂ-
ǥƦ*ǳà-ŷ¯,79Ť�:hvVK[BFw>œ

æ9(ć8;:5-)
9ȄĿǑǀ©>ƣ�|)Ǡƭ

+čÔ*+:ȆĆ&(Ȅ1−6-ĿǑǀ©,��(.Ȅh
vVK[BFwQjK[tœæ,�4:hsGyNy

BFw,ȄĜæ²ãĿǑ,ftFviwPtÓ>Ä3

5->Ʒæ9#Ȇ6-Ĵ�>Ŕ#�5-.§àBFw

M Ȑ +Ȃm/z 379, [C26H18FNO] Ȑ +ȃȄ[M−H]+Ȃm/z 378, 
C26H17FNO+ȃȄ[M−OH]+Ȃm/z 362, C26H17FN+ȃ»/ 
[M−C10H7]+Ȃm/z 252, C16H11FNO+ȃ)
:Ȇ6;8.2Ÿ
-ƊǉȂÎȈ, ƊǉA»/Bȃ,79Ťđ�:*Ĝæ�
;:Ȇ 

CE>5−35eV-ƃÍ,��( 10 eV7*,Ù²� 
(œæ>ƣ&#ƋĸȄm/z 379Ȃ1−6; CE 25 eVȃ, 378Ȃ1−6; 
CE 15 eVȃ»/m/z 362Ȃ1−3; CE 25 eVȃ-hvVK[
BFwQjK[t,��(ȄŨċ�ǀ©,ǅ�:÷Ũ

0Ʊì�;#ȂÎȉA−CȃȆm/z 252-hvVK[BFw
QjK[t.Ȅǀ©,ǅ�:÷Ũ>�-+�&#Ȇ 
§àBFwȂm/z 379ȃ>hsGyNyBFw*9#*
1Ȅ1−6.¤Ǐ-hvVK[BFw*9(m/z 378, 362, 

270, 269, 252»/109>�-#ȂÎȉAȃȆ1-]f[Bt
Ƽî�Ȃ1−3ȃ.2-]f[BtƼî�Ȃ4−6ȃ*Ňǋ9(
m/z 378, 362, 270»/269,ǿ�ŭíāþ>ų9#6*
�8ȄÃ�ftFviwPtÓ>ę'Ũċ�Ȃ1 vs 4, 2 
vs 5»/3 vs 6ȃ.ȄĦű,ǀ©0¿Ɠ)
&#Ȇ1-]
f[BtƼî�Ȃ1−3ȃ79ć8;#hvVK[BFw
-āþ>Ňǋ9#*6<Ȅ�}-ůƮ0ć8;#Ȇ(i) n
U−ftFviwPtÓ>ę' 2. 1 »/ 3*Ňǋ9
(Ȅm/z 378, 362, 269»/252,ǿ�ŭíāþ>ų9#Ȇ
(ii) CE 15eV,��(hvVK[BFwm/z 109-ŭí
āþ,Ħű+÷0ƻ48;Ȅ!-ŤđþÂ. 3 > 1 > 2 
)
&#Ȇ6;8*Ãŀ-QjK[tŞċ. 2-]f[
BtƼî�Ȃ4−6ȃ,��(5ų�;#Ȇ1−6-Ɣc\
s\§àȂm/z 378ȃ�8ć8;#hvVK[BFwQj
K[t).ȄhsGyNyBFw**5,Ȅ¤Ǐ-hv

VK[BFwȂm/z 269»/ 109ȃ0Ʊì�;#ȂÎȉ
BȃȆÃQjK[t).Ȅ]f[BtÓ-�ƎŨċ�ǀ
©Ȃ1 vs 4, 2 vs 5»/3 vs 6ȃ*fXƈ�ƎŨċ�ǀ©
Ȃ1 vs 2 vs 3»/4 vs 5 vs 6ȃ-�Ĥ,��(Ȅ�BFw
-ŭíāþ,Ħű+ǖ�0ų�;#Ȇ1−3-Ɣc\vI
Ot²BFwȂm/z 362ȃ�8.ȄhsGyNyBFw*
*5,Ȅm/z 253»/109,ā�ŭíāþ>ų�hvV
K[BFw0Ʊì�;#ȂÎȉCȃȆ�BFw-Ũċ�
Ǧ-BFwŇ-ǖ�.ǹƟ)
&#Ȃm/z 109/253: 3Ȃ6.67ȃ
> 1Ȃ1.43ȃ> 2Ȃ0.47ȃȃȆ6-7�,ȄĜæ²ãĿǑ,f
tFviwPtÓ>Ä3BFw>hsGyNyBFw

*9Ȅć8;:�ƭ+hvVK[BFw-ŭíāþ>

Ňǋ�:6*,79ȄŨċ�Ǧ-ǀ©0¿Ɠ)
:6

*0Ħ8�*+&#ȆĲǀ©ŋ-ĭťċ>űƻ�:#

4ȄFUB-JWH-018>Äĭ�:aygăď-¸ǭ\rX
LƪÇ>ÃĴ�)§ķ9#*6<ȄFUB-JWH-018ŁŖ
Ç*zƘ�:hvVK[BFwQjK[t0űƻ�;

#Ȇ 
ń,ȄhvVK[BFw-ĿǑ»/ĜæŤđłĿ,'

�(Ǎ0:Ȇ1�Ȅ3Ÿ-hsGyNyBFwm/z 379, 
378 »/ 252 79ć8;#hvVK[BFwQjK[
t�8.ȄƊǉAȂÎȈȃ,ų�frLnwYyOqw
-áÑ0Ĝœ�;:Ȇ6-�)Ȅ�0(-hsGyNy

BFwȂm/z 379, 378»/252ȃ�8Ť�:�ƭfrLn
w[)
:m/z 109.ȄBw\ytţ-Žƈºà*nW
uwřƈ-¤ĭƋÂ-ǥƦ�8Ťđ9#ftFviw

PtGWFwȂC7H6F+ȃ)
9Ȅ[vesCmGWFw

-ăđ,79ÃBFw-äæ²,ë��:*ƒ-8;

:Ȇm/z 270ȂC19H12NO+ȃ»/m/z 269ȂC19H11NO･+ȃ.Ȅ!
;";m/z 379 »/378>hsGyNyBFw*9Ȅf
tFviwPtÓ-ƔǱ,79Ť�:*Ĝæ�;:Ȇ

zĤȄ5�z'-hsGyN−BFwm/z 362.ȄƊǉ
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BȃÏȉȄ-Ŵ9<;¨áCGxȃm/z 379Ȅ09ȅCx
]zuŤŚƉ-2 �+^g\CuÔŚƉ-8�.¥ĮƌÃ
.ťĒ+ƕd]wJPsQHu?Ƌ)ť ;+Ɠ�9

<;ȇm/z 362/ȅŇǴƞ.ǶñÒ³+¥ȁ-8:åç
³�$ƜǽĦHXGx?ĄĒ�;+Ɠ�9<ȅ1−3-�
�)".ťĒ/Į«-ǓƤ�;ȇ7.¥ąƜǽĦHX

Gx-/ȅ1,3-d]t]ǋ�?Ƌ$ƜǽĦHXGx+
PYg×Ô1Å2<)�;ȇ7.7+1ȅm/z 36209
.ÜŁ*şũ,iwWL\CGx.ťĒ-ì��)�

;+ĝç9<;ȇ 
	��� /
��2d./
��2��2+12nE� )��

ÂŹHsn?Ŧ�$Ź
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１ 他誌掲載論文 
 原 著  

 

Liquid chromatography–mass spectrometry studies on the isomeric 

1-fluorobenzyl-3-naphthoyl-indoles: FUB-JWH-018 and five isomers 
 

Takao Chikumoto1, Ryoichi Furukawa1, 2, Erina Kohyama1, Koichi Suenami3, Hiroyuki Nagai1, Hiroyuki Tada1,  

Hidenobu Kawashima1, 2, Natsuki Kadomura1, 2, Midori Soda2, Kiyoyuki Kitaichi2, and Tetsuro Ito1, 2 

 

1 Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences 

2 Gifu Pharmaceutical University 

3 Forensic Science Laboratory, Gifu Prefectural Police Headquarters 

 

Forensic Toxicol., 37, 113-120 (2019) 

 

The purpose of this study is to elucidate liquid chromatographic and mass spectrometric conditions applicable to the 

differentiation of halogen positional isomers of newly-emerging synthetic cannabinoids. High-performance liquid 

chromatography (HPLC) coupled with triple quadrupole mass spectrometry (QqQ-MS) and linear ion trap time-of-flight mass 

spectrometry (IT-TOF-MS) using electrospray ionization (ESI) in its positive ion mode were utilized to analyze six model 

compounds, FUB-JWH-018 and five positional isomers having structures of 1- or 2-naphthoyl-substituted 

1H-indole-3-carboxylates with N-substituted positional isomeric fluorobenzyl groups (2-fluorobenzyl, 3-fluorobenzyl, and 

4-fluorobenzyl). The chromatographic separation of the six isomers was successfully achieved by HPLC using a 

pentafluorophenylpropyl-bonded reversed-phase adsorbent. The positive ESI-QqQ-MS could discriminate fluorobenzyl isomers 

having a same naphthoyl structure via the relative abundance of the two product ions in the collision-induced dissociation reaction. 

ESI-IT-TOF-MS in its positive ion mode successfully distinguished three ring positional isomers in both naphthoyl scaffolds on 

the basis of the differences in the abundance of oxomethylium ion.  

 

 原 著  
 

Resveratrol oligomer C-glucosides and anti-viral resveratrol tetramers  
isolated from the stem bark of Shorea uliginosa 

 

Tetsuro Ito1, 2, Kyoko Hayashi3, Masataka Nishiguchi1, Toshimitsu Hayashi3, and Munekazu Iinuma1 

 

1 Gifu Pharmaceutical University 

2 Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences 

3 Graduate School of Medicine and Pharmaceutical Sciences, University of Toyama 

 

Phytochemistry Lett., 28, 1-7 (2018) 

 

A new resveratrol dimer C-glucoside [uliginosides D] was isolated from the stem bark of Shorea uliginosa, along with 21 

resveratrol derivatives. The absolute configurations of six compounds were determined using NMR and circular dichroism. The 

antiviral effects of the main oligostilbenoids in this plant and representative oligostilbenoids from other Dipterocarpaceaeous 

plants were evaluated. Five resveratrol derivatives ((-)-hopeaphenol, shoreaketone, (+)--viniferin, and vaticanols B and G) were 

found to inhibit the replication of the herpes simplex virus types 1 and 2 with selectivity indices (SIs) ranging from 31 to 290. Two 

resveratrol tetramers ((-)-hopeaphenol and shoreaketone) also showed an inhibitory effect on influenza A virus replication with SIs 

ranging from 21 to 66. 
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 原 著  

 

Escherichia coli H-Genotyping PCR:  

a Complete and Practical Platform for Molecular H Typing 

 

Masaya Banjo1, Atsushi Iguchi2, Kazuko Seto3, Taisei Kikuchi4, Tetsuya Harada5, Flemming Scheutz 6, 7, 

 Sunao Iyoda8, Pathogenic E. coli Working Group in Japan9 

 

1 International Course of Agriculture, Graduate School of Agriculture, University of Miyazaki, Miyazaki, Japan 

2 Department of Animal and Grassland Sciences, Faculty of Agriculture, University of Miyazaki, Miyazaki, Japan 

3 Division of Planning, Osaka Institute of Public Health, Osaka, Japan 

4 Department of Infectious Diseases, Faculty of Medicine, University of Miyazaki, Miyazaki, Japan 

5 Division of Microbiology, Osaka Institute of Public Health, Osaka, Japan 

6 Department of Bacteria, Parasites and Fungi, Statens Serum Institut, Copenhagen, Denmark 

7The International Centre for Reference and Research on Escherichia and Klebsiella, Statens Serum Institut, Copenhagen, 

Denmark 

8 Department of Bacteriology I, National Institute of Infectious Diseases, Tokyo, Japan 

9 Members of Pathogenic E. coli Working Group in Japan include Gifu Prefectural Research Institute for Health and 

Environmental Science, Kakamigahara, Japan 

 

Journal of Clinical Microbiology, 56 (6), e00190-18 (2018) 

 

In Escherichia coli, more than 180 O groups and 53 H types have been recognized. The O:H serotyping of E. coli strains is 

an effective method for identifying strains with pathogenic potential and classifying them into clonal groups. In particular, the 

serotyping of Shiga toxin-producing E. coli (STEC) strains provides valuable information to evaluate the routes, sources, and 

prevalence of agents in outbreak investigations and surveillance. Here, we present a complete and practical PCR-based 

H-typing system, E. coli H-genotyping PCR, consisting of 10 multiplex PCR kits with 51 single PCR primer pairs. Primers 

were designed based on a detailed comparative analysis of sequences from all H-antigen (flagellin)-encoding genes, fliC and 

its homologs. The specificity of this system was confirmed by using all H type reference strains. Additionally, 362 serotyped 

wild strains were also used to evaluate its practicality. All 277 H-type-identified isolates gave PCR products that corresponded 

to the results of serological H typing. Moreover, 76 nonmotile and nine untypeable strains could be successfully subtyped into 

any H type by the PCR system. The E. coli H-genotyping PCR developed here allows broader, rapid, and low-cost subtyping 

of H types and will assist epidemiological studies as well as surveillance of pathogenic E. coli. 

 

 

 原 著  
 

Legionella pneumophila and Other Legionella Species Isolated 
from Legionellosis Patients in Japan between 2008 and 2016 

 

Junko Amemura-Maekawa1, Fumiaki Kura1, Kyoko Chida2, Hitomi Ohya3, Jun-ichi Kanatani4, Junko Isobe4,  

Shinobu Tanaka5, Hiroshi Nakajima6, Takahiro Hiratsuka7, Shuji Yoshino8, Miho Sakata9, Miyo Murai9, Makoto Ohnishi1, 

Working Group for Legionella in Japan10 

 

1 Department of Bacteriology I, National Institute of Infectious Diseases, Tokyo, Japan 

2 Sendai City Institute of Public Health, Miyagi, Japan 

3 Kanagawa Prefectural Institute of Public Health, Kanagawa, Japan 
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4 Toyama Institute of Health, Toyama, Japan 

5 Kobe Institute of Health, Hyogo, Japan 

6 Okayama Prefectural Institute for Environmental Science and Public Health, Okayama, Japan 

7 Hiroshima Prefectural Technology Research Institute, Public Health and Environment Center, Hiroshima, Japan 

8 Miyazaki Prefectural Institute for Public Health and Environment, Miyazaki, Japan 

9 Department of Health Sciences, Saitama Prefectural University, Saitama, Japan 

10 Members of Legionella Working Group in Japan include Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental 

Science, Kakamigahara, Japan 

 

Applied and Environmental Microbiology, 84 (18), e00721-18 (2018) 

 

The Legionella Reference Center in Japan collected 427 Legionella clinical isolates between 2008 and 2016, including 7 

representative isolates from corresponding outbreaks. The collection included 419 Legionella pneumophila isolates, of which 372 

belonged to serogroup 1 (SG1) (87%) and the others belonged to SG2 to SG15 except for SG7 and SG11, and 8 isolates of other 

Legionella species (Legionella bozemanae, Legionella dumoffii, Legionella feeleii, Legionella longbeachae, Legionella 

londiniensis, and Legionella rubrilucens). L. pneumophila isolates were genotyped by sequence-based typing (SBT) and 

represented 187 sequence types (STs), of which 126 occurred in a single isolate (index of discrimination of 0.984). These STs 

were analyzed using minimum spanning tree analysis, resulting in the formation of 18 groups. The pattern of overall ST 

distribution among L. pneumophila isolates was diverse. In particular, some STs were frequently isolated and were suggested to be 

related to the infection sources. The major STs were ST23 (35 isolates), ST120 (20 isolates), and ST138 (16 isolates). ST23 was 

the most prevalent and most causative ST for outbreaks in Japan and Europe. ST138 has been observed only in Japan, where it 

has caused small-scale outbreaks; 81% of those strains (13 isolates) were suspected or confirmed to infect humans through bath 

water sources. On the other hand, 11 ST23 strains (31%) and 5 ST120 strains (25%) were suspected or confirmed to infect 

humans through bath water. These findings suggest that some ST strains frequently cause legionellosis in Japan and are found 

under different environmental conditions.   

 

 

 原 著  

 

カンピロバクター食中毒における疫学調査情報と遺伝子スクリーニングの有用性 

 

水野卓也，小山由美子，奥田智子，亀山芳彦，野田万希子，後藤黄太郎 
 

岐阜県保健環境研究所 

 

日本食品微生物学会雑誌，35(3)，127‒133 (2018) 

 

カンピロバクターを対象とした「疫学情報を用いた遺伝子スクリーニング手法」について検討した．初動

調査で得られる疫学調査情報のうち①飲食店で生食もしくは加熱不足の疑いがある食肉の提供がある，また

は飲食店以外では生肉の取扱いを高校生または大学生等が自ら行っている，②24時間以上の潜伏期間，さら

に③下痢の有症率は 50％以上であり，嘔吐の有症率は 33％以下，といった三つの情報があればカンピロバ

クター食中毒を疑う必要がある．遺伝子スクリーニングは，培養と比較した結果，C. jejuniは，感度88％，

特異度90％，C. coli は，感度 100％，特異度98％であり，良好な結果が得られた．早期に客観的な結果を得

ることができる「疫学情報を用いた遺伝子スクリーニング手法」は，食中毒発生時に迅速な行政指導や検査

方針の決定に役立てることが期待される． 
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フィリピンに帰省した親族の腸チフス集積事例―岐阜県 

 

高橋亜由美 1，道添尚子 1，宮早苗 1，伊藤陽一郎 1，藤嶋優 2，佐合ゆかり 2，渡辺真紀子 2，平岡久子 2， 

門倉由紀子 3，野田万希子 3，亀山芳彦 3，小林香夫 3 
 

1 岐阜県可茂保健所, 2 岐阜県東濃保健所, 3 岐阜県保健環境研究所 

 

病原微生物検出情報, 39 (9), 161-162 (2018) 

 

2018年 1月，岐阜県において渡航帰りの腸チフス患者4名の発生があった．4名の患者は，2017年12月～2018

年 1月にかけて親族間の祝事のため日本在住の複数の家族（患者含め 38名）とフィリピンに滞在していた．今

回の事例は，就労のため日本に長期滞在する外国人が，母国の親族等を訪問する旅行VFR（Visiting Friends and 

Relatives）により国外感染したものと考えられた．VFR関連の輸入感染例は今後も増加する可能性があり，海外

渡航歴のある患者や保菌者を介した感染にも留意していく必要がある．  

 

 

 

平成28年度ポリオ環境水サーベイランス（感染症流行予測調査事業および調査研究）にて 

検出されたエンテロウイルスについて 

 

後藤明子 1，筒井理華 2，高橋雅輝 3，北川和寛 4，堀田千恵美 5，小澤広規 6，板持雅恵 7， 

大沼正行 8，西澤佳奈子 9，葛口剛 10，伊藤雅 11，中田恵子 12，三好龍也 13，中野守 14，濱島洋介 15， 

磯田美穂子 16，吉冨秀亮 17，諸石早苗 18，吉田弘 19 

 

1 北海道立衛生研究所，2 青森県環境保健センター，3 岩手県環境保健研究センター，4 福島県衛生研究所， 

5 千葉県衛生研究所，6 横浜市衛生研究所，7 富山県衛生研究所，8 山梨県衛生環境研究所，9 長野県環境保全研究所，
10 岐阜県保健環境研究所，11 愛知県衛生研究所，12 大阪健康安全基盤研究所，13 堺市衛生研究所， 

14奈良県保健研究センター，15 和歌山県環境衛生研究センター，16 岡山県環境保健センター， 

17 福岡県保健環境研究所，18 佐賀県衛生薬業センター，19 国立感染症研究所 

 

病原微生物検出情報, 39 (4), 67-69 (2018) 

 

わが国で平成25（2013）年度より開始したポリオ環境水サーベイランスは4年目を迎えた．この間，世界ポリオ根

絶計画は順調に推移し，2016年には3価生ワクチン（tOPV）から2価生ワクチン（bOPV:1型，3型）への切り替えが

世界中で一斉に行われた1）．これにより2型ポリオウイルスの封じ込め強化が求められると同時に，根絶計画の最終

段階におけるポリオウイルス監視の重要性が高まっている．わが国では平成24（2012）年9月より不活化ポリオワク

チン（IPV）導入に伴い，翌年度より感染症流行予測調査事業，および各地方衛生研究所（地衛研）による調査研

究として環境水サーベイランスを実施することとなった．環境水サーベイランスではポリオウイルスを検出するこ

とを目的としているが，①同時に検出される他のエンテロウイルスの動向，②事業対象期間外（事業は通知発出後6

カ月を想定）の調査，に関しては各地衛研独自の調査研究である．今般，調査期間中に検出されたエンテロウイル

スについて取りまとめを行ったので概要を報告する．
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２ 学会等発表 

○ LCMS-IT-TOF を用いた危険ドラッグ成分

ATHPINACA の位置異性体識別および代謝物

の推定 

首村菜月 1,2，古川諒一 1,2，川島英頌 1,2，松

久貴哉 1,2，曽田翠 1，神山恵理奈 2，筑本貴

郎 2，永井宏幸 2，伊藤哲朗 1,2，北市清幸 1

（1岐阜薬科大学，2岐阜県保健環境研究所）  

第 64 回日本薬学会東海支部大会，2018 年 6

月，愛知県 

 

○ ノロウイルス胃腸炎集団発生事例における

分子疫学的解析手法の検討 

水野卓也，小山由美子，奥田智子，後藤黄太

郎（岐阜県保健保環境研究所）第 39 回日本

食品微生物学会学術総会，2018 年 9 月，大

阪府 

 

○ 危険ドラッグ蔓延防止に向けた岐阜県にお

ける取り組み(3)：合成カンナビノイド代謝

物の同定と異性体の構造識別 

伊藤哲朗 1,2，首村菜月 1,2，松久貴哉 1,2，川

島英頌 1,2，神山恵理奈 1，曽田翠 2，筑本貴

郎 1，永井宏幸 1，舩田正彦 3，北市清幸 2 

（1岐阜県保健環境研究所，2岐阜薬科大学，
3国立精神・神経医療研究センター 精神保

健研究所） 

第 53 回日本アルコール・アディクション医

学会学術総会，2018 年 9 月，京都府 

 

○ 県民栄養調査から見た岐阜県二次医療圏別

での栄養摂取状況について 

岡隆史（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東海

北陸支部保健情報疫学部会，2018 年 10 月，

名古屋市 

 

○ 岐阜県感染症情報センターにおける情報発

信のあり方について 

酢谷奈津（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東海

北陸支部保健情報疫学部会，2018 年 10 月，

名古屋市 

 

○ 特定健康診査データを活用した岐阜県内に

おける生活習慣病有病者の分布状況の調査 

岡隆史（岐阜県保健環境研究所） 

第 77 回日本公衆衛生学会総会，2018 年 10

月，福島県 

 

○ 品種判別をも可能とする甲殻類アレルゲン

の LC-MS/MS 分析法 

永井宏幸 1，穐山浩 2，筑本貴郎 1，伊藤哲朗 1

（1岐阜県保健環境研究所，2国立医薬品食品

衛生研究所） 

日本食品衛生学会第 114 回学術講演会，2018

年 11 月，広島県 

 

○ LC-MS を用いた危険ドラッグの異性体識別

‐FUB-JWH-018について‐ 

筑本貴郎 1，首村菜月 1,2，古川諒一 1,2，川島

英頌 1,2，松久貴哉 1,2，神山恵理奈 1，永井宏

幸 1，曽田翠 2，北市清幸 2，伊藤哲朗 1,2（1

岐阜県保健環境研究所，2岐阜薬科大学） 

第 55 回全国衛生化学技術協議会年会，2018

年 11 月，神奈川県 

 

○ 岐阜県における健康食品の試買検査につい

て 

高橋朱美 1，亀井英子 1，筑本貴郎 2，伊藤哲

朗 2，細井紀也 1（1岐阜県健康福祉部薬務水

道課，2岐阜県保健環境研究所） 

第 51回東海薬剤師学術大会，2018年 12月，

静岡県 

 

○ 岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会の取

り組みについて（第三報） 

伊藤哲朗 1,2，神山恵理奈 1，川島英頌 1,2，首

村菜月 1,2，松下貴哉 1,2，曽田翠 2，筑本貴郎
1，永井宏幸 1，松永俊之 2，原英彰 2，北市清

幸 2（1岐阜県保健環境研究所，2岐阜薬科大

学） 

第 51回東海薬剤師学術大会，2018年 12月，

静岡県 

 

○ 指定薬物の同定を目指した官学連携による

基礎研究について 

伊藤哲朗 1，神山恵理奈 1，筑本貴郎 1，永井

宏幸1，川島英頌1,2，首村菜月1,2，松久貴哉1,2，

曽田翠 2，北市清幸 2（1岐阜県保健環境研究

所，2岐阜薬科大学） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部衛生化学部会，2019 年 1 月，

岐阜市 

 

○ 農薬類の脂肪細胞へ与える影響について 

永井宏幸 1，楠堂達也 2，後藤剛 3，河田照雄 3，

筑本貴郎 1，伊藤哲朗 1（1岐阜県保健環境研

究所，2帝塚山学院大学，3京都大学） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部衛生化学部会，2019 年 1 月，
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岐阜市 

 

○ 緊急時を想定した GC/MSによる河川水中の

化学物質の網羅的分析に関する研究 

北将大，佐々木正人，藤井堅亘，岡正人（岐

阜県保健環境研究所） 

第 33 回全国環境研協議会東海・近畿北陸支

部支部研究会，2019 年 1 月，愛知県 

 

○ The isomeric discrimination and 

investigation of the metabolic profiles 

of synthetic cannabinoids 

Natsuki Kadomura1,2, Hidenobu Kawashima1,2, 

Takaya Matsuhisa1,2, Midori Soda1, Erina 

Kohyama2, Takao Chikumoto2, Hiroyuki Nagai2, 

Tetsuro Ito2, Kiyoyuki Kitaichi1 （ 1Gifu 

Pharmaceutical University, 2Gifu Prefectural 

Research Institute for Health and Environmental 

Sciences） 

AsCNP-ASEAN International Congress of 

Neuropsychopharmacology, Feb. 2019, 

Yogyakarta, Indonesia. 

 

○ 高等植物による食中毒事例に対応するため

の一斉試験法の検討 

南谷臣昭 1，谷口賢 2，登田美桜 3（1岐阜県

保健環境研究所，2名古屋市衛生研究所，3国

立医薬品食品衛生研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部衛生化学部会，2019 年 2 月，

岐阜市 

 

○ 岐阜県における食品中の異物検査法の構築 

遠藤利加，丸山友美，後藤黄太郎（岐阜県保

健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部衛生化学部会，2019 年 2 月，

岐阜市 

 

○ 岐阜県における 2018年感染症発生動向調査

について 

丸山友美（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部微生物部会，2019 年 3 月，福

井県 

 

○ 岐阜県における平成 30年 CRE感染症発生状

況と院内感染対策を目的とした耐性菌検査

について 

野田万希子（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部微生物部会，2019 年 3 月，福

井市 

 

○ 東海・北陸におけるウイルス性胃腸炎報告 

水野卓也（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部微生物部会，2019 年 3 月，福

井県 

 

○ 岐阜県におけるインフルエンザの流行状況

（2018/2019シーズン） 

葛口剛（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部微生物部会，2019 年 3 月，福

井市 

 

○ 岐阜県における平成 30年食中毒発生状況お

よび腸管系病原細菌検出検出状況 

越勝男（岐阜県保健環境研究所） 

平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会東

海・北陸支部微生物部会，2019 年 3 月，福

井市 

 

【寄稿】会員の声-培養- レジオネラの行政検

査について思うこと 

門倉由紀子（岐阜県保健環境研究所） 

日本防菌防黴学会誌，46(6)，248(2018) 

 

【寄稿】保育園で発生した腸管出血性大腸菌

O103の集団感染事例 

門倉由紀子（岐阜県保健環境研究所） 

国立保健医療科学院健康被害危機管理事例

データベース，No.18002，(2019) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

Ⅲ 業務概要 
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１  沿  革 
 

昭和 23 年 3 月  衛生研究所開設（岐阜市司町 県庁内） 

26 年 8 月  衛生研究所新築移転（岐阜市八ツ梅町） 

40 年 4 月  衛生研究所に公害研究センターを新設 

43 年 4 月  衛生研究所に公害研究所を付置 

45 年 3 月  衛生研究所新築移転（岐阜市野一色） 

45 年 4 月  公害研究所，衛生部より企画開発部へ所管換 

47 年 4 月  公害研究所，企画開発部より環境局へ所管換 

48 年 4 月  衛生研究所に薬事指導所を付置 

49 年 12 月  公害研究所移転（岐阜市薮田） 

57 年 4 月  公害研究所，環境部より生活環境部へ所管換 

58 年 4 月  衛生研究所は衛生部より，公害研究所は生活環境部より衛生環境部へ所管換 

平成  5 年 4 月  衛生研究所と公害研究所が組織統合により保健環境研究所に改称 

8 年 4 月  保健環境研究所，衛生環境部より総務部に所管換 

10 年 4 月  保健環境研究所，総務部より知事公室に所管換 

11 年 4 月  薬事指導所を廃止 

11 年 8 月  保健環境研究所新築移転（各務原市那加不動丘 1－1 健康科学センター内） 

18 年 4 月  保健環境研究所，知事公室より総合企画部に所管換 

19 年 4 月  健康科学担当を廃止 

20 年 4 月  食品安全検査センターを新設 

22 年 4 月  保健環境研究所，総合企画部より健康福祉部に所管換 

25 年 4 月  岐阜県感染症情報センターを健康福祉部保健医療課から保健環境研究所へ移管 

26 年 4 月  岐阜保健所の試験検査部門を食品安全検査センターへ移管 

28 年 4 月  疫学情報部を新設，感染症情報センターを同部へ移管 

 

２  運営概要 

 

2.1  組 織 

 

 
総務課 

 
管理調整係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疫学情報部 

感染症情報センター 

保健科学部 

 

 

 

 

 

所 長 
 

生活科学部 
 

 

 

 

環境科学部 

  

理化学第一係 

理化学第二係 

 

微生物係 

 

 

 

 

 

食品安全検査センター 
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2.2  職 員 数 

（平成 30 年 6月 1日現在） 

区 分 定 数 実人員 
実 人 員 内 訳 

所 長 総 務 課 疫学情報部 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査センター 

事 務 4 5  5      

技 術 33 33 1  2 7 4 9 10 

非常勤専門職  5    1  2 2 

計 37 43 1 5 2 8 4 11   12 

 

2.3  分掌事務 

 総 務 課 

 ・予算の編成，執行及び決算に関すること． 

 ・岐阜県健康科学センターの管理、活用に関すること． 

 ・県有財産及び物品の維持管理に関すること． 

 

 疫学情報部 

 ・岐阜県感染症情報センター及び感染症発生動向の調査研究に関すること． 

 ・感染症･食中毒疫学研修会及び保健所試験検査担当者研修会に関すること． 

 ・県民健康実態調査及び調査研究に関すること． 

 ・検査の精度管理（信頼性確保）に関すること． 

 

 保健科学部 

 ・感染症発生動向調査事業（ウイルス及び細菌）の検査及び調査研究に関すること． 

 ・インフルエンザの検査及び調査研究に関すること． 

 ・ウイルス性食中毒の検査及び調査研究に関すること． 

 ・感染症流行予測調査に関すること． 

 ・つつが虫病等リケッチア感染症の血清学的検査及び調査研究に関すること． 

 ・三類感染症の検査及び調査研究に関すること． 

 ・浴槽水から検出されるレジオネラ属菌の検査及び調査研究に関すること． 

 ・動物由来感染症（ウイルス及び細菌）の検査及び調査研究に関すること． 

 ・結核菌の検査及び調査研究に関すること． 

 ・薬剤耐性菌の検査及び調査研究に関すること． 

 ・薬品の細菌学的検査に関すること． 

 ・クリプトスポリジウムの検査に関すること． 

 ・バイオテロに関する検査に関すること． 

 ・不明疾患の検査及び調査研究に関すること． 

 ・保健所検査担当者の技術研修に関すること． 

 

 生活科学部 

 ・医薬品等の公的認定試験検査機関運営の任務に関すること． 

 ・医薬品に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・医薬部外品に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・化粧品に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・医療機器に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・医薬品等の生産技術及びＧＭＰバリデーションに関すること． 

 ・薬物乱用防止に係る検査及び調査研究に関すること． 
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 ・いわゆる健康食品中の違法医薬品成分に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・家庭用品の検査及び調査研究に関すること． 

 ・衛生動物及び昆虫の同定・駆除に係る検査に関すること． 

 ・特定外来生物の同定及び検査技術研修に関すること． 

 ・感染症媒介蚊の同定及び保健所担当者の技術研修に関すること． 

 ・指定薬物データベースの構築と類似化合物の識別に関すること． 

 ・岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会に関すること． 

 ・連携大学院の運営及び活用に関すること． 

 

 環境科学部 

 ・大気汚染状況常時監視テレメータシステムの管理運営に関すること． 

 ・大気環境測定車による環境大気の測定調査に関すること． 

 ・微小粒子状物質(ＰＭ2.5)成分分析及び調査研究に関すること． 

 ・国設酸性雨測定所の管理に関すること． 

 ・東アジア酸性雨モニタリング調査（陸水）に関すること． 

 ・地下水の水質概況調査及びモニタリング調査に関すること． 

 ・公共用水域の水質検査及び調査研究に関すること． 

 ・公害発生源立入調査及び産業廃棄物最終処分場に係る水質検査に関すること． 

 ・未規制化学物質の実態調査に関すること． 

 ・ダイオキシン類等微量化学物質の測定及び調査研究に関すること． 

 ・廃棄物及びリサイクル認定製品の検査及び調査研究に関すること． 

 ・環境放射能の測定及び調査研究に関すること． 

 ・水道水の放射性物質モニタリング検査に関すること． 

 

 食品安全検査センター 

 ・食品中の残留農薬・残留抗菌剤等に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・農薬の新規検査法の確立に関すること． 

 ・食品添加物の検査及び調査研究に関すること． 

 ・食品中のＰＣＢ・重金属に係る検査に関すること． 

 ・食品中のアフラトキシンの検査に関すること． 

 ・食品用器具及び容器包装の検査に関すること． 

 ・食品に係る健康危機事案及び苦情食品の検査に関すること． 

 ・保健所検査担当者の技術研修に関すること． 

 ・未規制農薬の新規検査法の開発に関すること． 

 ・自然毒（カビ毒，植物毒等）の検査・調査研究に関すること． 

 ・食品等の放射性物質に係る検査・調査研究に関すること． 

 ・食品中のアレルギー物質の検査及び調査研究に関すること． 

 ・遺伝子組み換え食品に係る検査・調査研究に関すること． 

 ・食品中の異物の検査及び調査研究に関すること． 

 ・食品中の細菌検査に関すること． 

 ・食中毒関係の検査・調査研究に関すること． 
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2.4  歳入及び歳出 

 ［歳 入］                                                                         単位：円 

名 称 収 入 額 備 考 

健康科学センター使用料 

家屋貸付料 

労働保険料等納付金 

雑入（目的外使用料管理費外） 

64,693 

32,400 

58,559 

133,642 

 

計 289,294  

 

 ［歳 出］                                                                         単位：円 

款 項 目 節 決 算 額 備 考 

一般管理費 

財産管理費 

医務総務費 

医務費 

健康増進対策費 

保健環境研究費 

保健所費 

食品衛生指導費 

生活衛生指導費 

感染症予防費 

薬務費 

水道費 

環境管理推進費 

公害対策費 

農業振興費 

家畜保健衛生費 

185,640 

4,005,680 

773,993 

156,000 

43,144 

137,469,021 

674,340 

45,627,541 

1,721,601 

10,381,662 

13,894,793 

129,475 

1,444,846 

67,413,013 

66,000 

100,890 

 

計 284,087,639  
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2.5  土地建物・施設 

 

1)  土 地 

所在地：各務原市那加不動丘 1-1 

面 積： 12,320.63ｍ２ 

 

2)  建 物 

 

 室 名 面積（ｍ２） 

屋上機械室 61.86 

５ Ｆ 

 

 

 遺伝子解析実験室・安全実験室・血清研究室・無菌室 

 ウイルス研究室・培地調製室・細菌研究室・低温機器室 

 暗室・滅菌洗浄室・カンファレンスルーム 

985.55 

 

 

４ Ｆ 

 

 

 

 抗菌剤自然毒研究室・食品添加物研究室・薬品研究室 

 残留農薬研究室・バイオサイエンス研究室・遮光実験室 

 生活衛生研究室・生薬鑑定種子保存室・共通機器室 

 低温機器室・低温保存室・カンファレンスルーム 

985.55 

 

 

 

３ Ｆ 

 

 

 地球環境研究室・廃棄物研究室・蒸留水電気炉室 

 大気研究室・官能試験室・臭気研究室・共通機器室 

 恒温恒湿実験室・ドラフト実験室・カンファレンスルーム 

985.55 

 

 

２ Ｆ 

 

 水質研究室・揮発性物質前処理室・低温保存室 

 動物実験室・共通機器室・食品添加物第２研究室 

異物検査室・細菌検査室・理化学検査室 

1,861.89 

 

１ Ｆ 

 

 

 所長室・テレメーター室・微量化学物質分析室・疫学情報室 

 環境放射能研究室・総務課事務室・会議室・図書室・書庫 

 食品安全検査センター第１・２執務室 

1,837.71 

 

 

小 計 (6,718.11) 

共通部分 研修室・レファレンスホール 1,243.91 

保健所棟 1,877.57 

別棟（車庫） 135.22 

小 計 (3,256.70) 

合 計 9,974.81 
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３  部門別業務概要 

 

3.1  疫学情報部 

3.1.1  調査研究 

特定健診データの解析による県民健康実態調査 

（平成 29 年度～令和 2年度） 

平成 20 年 4月から開始された特定健康診査（特定健診）はメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に

着目した健診であり，40 歳から 74 歳までがその受診対象とされている． 

本研究では，この特定健診データを統計解析して生活習慣病発症リスクの比較的高い地域を割出すとともに，

当該地域における食生活，習慣的喫煙及び飲酒の影響，保健指導の未受診など，発症率を高めると考えられる要

因との関連性について調査を行う． 

 

3.1.2  感染症情報センター（感染症発生動向調査事業） 

岐阜県感染症発生動向調査事業実施要領に基づき，全数把握対象疾患については県内全医療機関から，定点把

握対象疾患については県内延べ 171 の定点医療機関から各保健所及び岐阜市保健所に報告されたデータを集

計・解析し，その結果を岐阜県感染症発生動向調査週報としてホームページに公開した．また，医療機関等から

当所及び岐阜市衛生試験所に提供された検体の病原体検査情報について，毎週とりまとめ，ホームページに掲載

した． 

その他，保育所，福祉施設及び一般県民向けに感染症の流行状況や予防方法をわかりやすくまとめた「ぎふ感

染症かわら版」（15 回）及び医療関係者向けに専門的な情報をまとめた「感染症疫学情報」（2回）を発行した． 

また，岐阜県感染症予防対策協議会 感染症発生動向調査部会を毎月 1回開催し，専門家による解析評価を受

けた．  

 

3.1.3 感染症･食中毒疫学研修会の開催 

保健所の感染症・食中毒担当者等を対象に，3回の研修会（基礎研修，事例検討研修，報告会･講義）を開催

した．事例検討研修は，国立感染症研究所感染症疫学センターに腸管出血性大腸菌感染症のアウトブレイク対応

に関する講義とケーススタディを依頼した．  

 

3.1.4 保健所試験検査担当者研修会の開催 

 保健所等の試験検査担当者を対象に，食中毒菌検査，環境水検査等に関する技術研修会を 2回開催した． 

 

3.1.5  県民健康実態調査 

県民健康実態調査システムを用いて，医療保険者から提供された平成 28 年度の特定健診データ（約 30 万人分）

を分析し，県民健康実態調査報告書としてまとめた．また県内の保健師及び管理栄養士を対象として、同報告書

にまとめた結果の読み方についての研修会を各圏域で開催した． 

 

3.1.6  検査の精度管理 

病原体検査及び食品衛生検査における精度管理のため，検査記録の点検，精度管理結果の確認を行った．必要

な事項について改善を求め，検査結果の信頼性確保に努めた． 

 

 

3.2  保健科学部 

3.2.1  調査研究 

1） 岐阜県におけるマダニ媒介性感染症のリスク評価 

（平成 29 年度～平成 31 年度） 

岐阜県におけるマダニ媒介性感染症（重症熱性血小板減少症候群（SFTS），日本紅斑熱等）のリスクを評価す

るため，県内のマダニ分布相の調査及びマダニの病原体保有状況調査を実施する．また，マダニが保有する病原
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体はウイルス，細菌，リケッチアと多様であり，検出対象とする病原体によって異なる前処理法が利用されてい

ることから，同一個体から RNA 及び DNA を同時に抽出した場合の感度・特異度について評価を行う． 

平成 30 年度は 29 年度に引き続き，主に郡上市及び高山市でフランネル法によるマダニ採取を行った．キチマ

ダニ，フタトゲチマダニ，オオトゲチマダニ，ヒゲナガチマダニ等，SFTS ウイルスの保有が報告されているマ

ダニが採取されたが，SFTS ウイルス遺伝子は検出されなかった．また，標高が高い採取地点ではライム病等の

媒介種であるシュルツェマダニが採取され，岐阜県内にも各種マダニ媒介性感染症の媒介マダニが存在している

ことが示された． 

 

 

2） レジオネラ対策における ATP 測定方法の実用化に関する研究 

（平成 30 年度～令和 2年度） 

レジオネラ属菌検査の基本は培養法であるが，培養には特殊な培地を必要とし，判定まで 1週間以上を要する

ことから，培養法を日常的な衛生管理に用いることは難しい．ATP 測定法は，ハンディタイプの測定器を用いて

酵素反応により ATP 量を測定することで，現場で迅速に汚染度を数値化することができる．本研究では，ATP 値

を指標とする衛生管理によりレジオネラ属菌の増殖を抑えることを目的とし，入浴施設における自主的な衛生管

理法として ATP 測定法の活用を検討する． 

平成 30 年度までに，県内 2施設の浴槽水の ATP 値，レジオネラ属菌数，一般細菌数及び従属栄養細菌数を 6

か月間経時的に調査した．その結果，ATP 値と一般細菌数及び従属栄養細菌数は同じ挙動を示し，ATP 値の測定

は浴槽水の微生物汚染のモニタリングに利用可能と考えられた． 

 

3） 厚生労働科学研究費補助金による研究事業 

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業「食品由来感染症の病原体情報の解析及び共有化システムの

構築に関する研究」に研究協力者として参加し，調査研究を行った． 

 

3.2.2  行政検査 

［ウイルス関係］ 

1） 感染症流行予測調査 

1. ポリオ感染源調査（環境水） 

平成 24 年 9月にポリオワクチンがこれまでの経口生ワクチン（OPV）から不活化ワクチン（IPV）に変更さ

れたことに伴い，平成 25 年度からポリオ感染源調査の調査方法として環境水調査が 7月から 12 月まで行われ

ることとなった．平成 30 年度からは 4月から翌年 3月までの通年検査となり，月 1回県内の公共下水道終末

処理場の協力のもと，流入下水を採取し，濃縮後，RD-A 細胞，VeroE6 細胞，HEp-2 細胞，A549 細胞及び L20b

細胞によるウイルス分離を実施した．年間を通して，何れの検体からもポリオウイルスは検出されなかったが，

全ての検体から非ポリオウイルス（エンテロウイルス，アデノウイルスなど）が分離された． 

2. インフルエンザ感染源調査 

県内で肥育されたブタ鼻腔拭い 100 検体について，MDCK 細胞を用いてインフルエンザウイルス分離を実施

したが，インフルエンザウイルスは分離されなかった． 

3. 日本脳炎感染源調査 

県内で肥育されたブタ血液を採取し，血清分離，アセトン固定後の 60 検体について HI 法による抗日本脳炎

ウイルス抗体価の測定を行った．60 検体全て抗体価 10未満で陰性と判定された． 計画当初は 80 検体の予定

であったが，県内で豚コレラウイルスが発生したことから検査を途中で打ち切った． 

 

2） 不明疾患 

平成 30 年度は当該事業に該当する検査依頼がなかった． 

 

3） 感染症発生動向調査事業等におけるウイルス検査（表１） 

1. 当該事業のうち，ウイルス検査及び検査情報の提供を行った．検査結果は，保健医療課，各保健所，医療機
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関に報告し，ウイルスが分離，同定されたときは国立感染症研究所に報告した． 

2. 四類感染症のうち，A型肝炎（1名）について，厚生労働省の通知に基づき検体の提供を受けて検査を実施

し，A型肝炎ウイルスを検出した．海外渡航歴のある蚊媒介性感染症疑い患者 1名について，デングウイルス，

ジカウイルス及びチクングニアウイルスの検査を実施し，デングウイルス 3型を検出した．リケッチア等ダニ

媒介性疾患疑いの 3名について遺伝子検査を実施し，3名中 1名からつつがむし病リケッチア Kawasaki 型を

検出した． 

 

表 1 発生動向調査（ウイルス担当分）検査状況 

感染症類型 
症例数 

（検体数） 

病原体検出 

症例数 

検出病原体（検出症例数） 

（同一症例からの複数検出を含む） 

 四類 

A型肝炎 

輸入感染症 

（デング熱,ジカ熱,チクングニア熱等） 

ダニ媒介性疾患 

（つつが虫病,日本紅斑熱等） 

 

1（1） 

1（2） 

 

3（6） 

 

1 

1 

 

1 

 

A型肝炎ウイルス IIIA型（1） 

デングウイルス3型（1） 

 

つつがむし病リケッチア Kawasaki型（1） 

※内2検体検査実施せず． 

 五類全数 

急性脳炎 

（ウエストナイル脳炎，西部ウマ脳炎，ダ

ニ媒介脳炎，東部ウマ脳炎，日本脳炎，

ベネズエラウマ脳炎及びリフトバレー

熱を除く） 

急性弛緩性麻痺 

 

 

 

5（21） 

 

 

 

 

13（83） 

 

3 

 

 

 

 

5 

 

アデノウイルス3型（1） 

ヒトパレコウイルス3型（1） 

ライノウイルス（1） 

 

 

アデノウイルス2型（1） 

エンテロウイルスD68型（2） 

エコーウイルス11型（2） 

コクサッキーウイルスB4型（1） 

※内8検体検査実施せず． 

麻しん 49（136） 8 

 

 

麻疹ウイルス D8型（6） 

風疹ウイルス 1E型（1） 

デングウイルス2型（1） 

風しん 13（33） 4 風疹ウイルス 1E型（4） 

五類定点 

インフルエンザ 

（鳥インフルエンザ及び新型インフルエ

ンザ等感染症を除く） 

 

100（101） 

 

98 

 

インフルエンザウイルスAH1pdm09型 (42) 

インフルエンザウイルスAH3型 (54) 

インフルエンザウイルスB型 (3) 

 （Yamagata系統 (2)，系統不明(1)) 

 

RSウイルス感染症 

 

 

16（16） 

 

15 

 

RSウイルス（14） 

ヒトメタニューモウイルス（1） 

 

咽頭結膜熱 

 

 

 

 

 

19（19） 

 

19 

 

アデノウイルス1型（2） 

アデノウイルス2型（7） 

アデノウイルス3型（8） 

アデノウイルス4型（1） 

アデノウイルス5型（1） 
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感染性胃腸炎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41（41） 

 

19 

 

ノロウイルス GII.2（3） 

ノロウイルス GII.4（6） 

サポウイルス GI（2） 

A群ロタウイルス G3型（2） 

A群ロタウイルス G9型（2） 

アストロウイルス1型（1） 

アデノウイルス3型（1） 

アデノウイルス5型（1） 

アデノウイルス31型（1） 

エコーウイルス11型（1） 

ライノウイルス（1） 

エンテロウイルスNT（1） 

 

手足口病 

 

 

 

 

 

 

 

ヘルパンギーナ 

 

 

 

 

 

 

20（20） 

 

 

 

 

 

 

 

15（15） 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

エンテロウイルス71型（5） 

コクサッキーウイルスA4型（1） 

コクサッキーウイルスA6型（1） 

コクサッキーウイルスA10型（2） 

コクサッキーウイルスA16型（7） 

ライノウイルス（6） 

単純ヘルペスウイルス1型（1） 

 

コクサッキーウイルスA2型（1） 

コクサッキーウイルスA4型（5） 

コクサッキーウイルスA6型（1） 

コクサッキーウイルスA10型（6） 

コクサッキーウイルスB4型（1） 

ライノウイルス（3） 

 

 

 

  ヒトヘルペスウイルス6型（1） 

ヒトヘルペスウイルス7型（1） 

流行性耳下腺炎 

 

流行性角結膜炎 

 

 

4（4） 

 

5（5） 

1 

 

5 

ムンプスウイルス（1） 

 

アデノウイルス19型（2） 

アデノウイルス54型（2） 

アデノウイルス56型（1） 

 

無菌性髄膜炎 

 

 

7（20） 

 

5 

 

アデノウイルス41型（1） 

エコーウイルス6型（1） 

   エコーウイルス11型（2） 

ライノウイルス（1） 

※内1検体検査実施せず． 
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その他 

上気道炎，急性肺炎，心筋炎，新生児

発熱 等 

 

14（35） 

 

9 

 

インフルエンザウイルスAH3型（1） 

アデノウイルス2型（1） 

RSウイルス（1） 

エコーウイルス6型（1） 

ヒトメタニューモウイルス（1） 

ヒトパレコウイルス3型（4） 

※内1検体検査実施せず． 

合 計 326（558） 226  

 

4）  ウイルス性食中毒・集団胃腸炎発生原因検査 

拭き取り，食品及び使用水検体からのノロウイルス遺伝子検出を RT-PCR 法にて実施した．確認検査は 

TaqMan リアルタイム PCR 法を用いた（表 2）． 

 

表 2 ウイルス性食中毒検査状況 

受付 No 受付年月日 管轄保健所 検査材料 

検査 

検体数 

(GI / GⅡ) 

RT-PCR 検出数 

陽性疑い含む 

(GI / GⅡ) 

確認検査 

陽性数 

（GI / GⅡ） 

他ウイルス検索 

実施数（陽性数） 

1 30. 4.28 飛騨保健所 
拭き取り 

食 品 

  9 ( 0/ 8) 

  2 ( 0/ 2) 

2 ( 0/ 2) 

2 ( 0/ 2) 

0 

0 

0 

0 

2 30. 5.10 可茂保健所 拭き取り   8 ( 0/ 8) 2 ( 0/ 2) 0 0 

3 30.12. 3 岐阜保健所 拭き取り  15 (15/15) 4 ( 0/ 4) 0 0 

4 31. 2.27 可茂保健所 拭き取り   9 ( 9/ 0) 1 ( 1/ 0) 1 ( 1/ 0) 0 

小  計 拭き取り 

食 品 

41 (24/31) 

 2 ( 0/ 2) 

9 ( 1/ 8) 

2 ( 0/ 2) 

1 ( 1/ 0) 

0 

0 

0 

合  計  43 (24/33) 11 ( 1/10) 1 ( 1/ 0) 0 

 

5） 新型インフルエンザにおける抗インフルエンザ薬剤耐性検査 

国立感染症研究所からの依頼に基づいた「新型インフルエンザの抗インフルエンザ薬剤耐性スクリーニング検

査」を，平成 30 年度に分離された 38 株のインフルエンザウイルス AH1pdm09 型について行ったところ，全ての

株がオセルタミビル（タミフル）感受性と判定された． 

  

6） 麻しん・風しん遺伝子検査 

厚生労働省の通知に基づき，麻しん・風しん（疑い例を含む）の全数検査を行った．62 名について麻しんウ

イルス及び風しんウイルス遺伝子の検出を行ったところ，6名から麻疹ウイルス D8 型,5 名から風疹ウイルス 1

E 型,1 名からデングウイルス 2型をそれぞれ検出した（表 1）． 

 

7） 動物由来感染症発生動向調査におけるウイルス等検査 

県内で飼養されているイヌ及びネコから採取された血清及び付着ダニについて，岐阜県動物由来感染症情報関

連体制整備検討会で決定された項目（トキソプラズマ抗体検査，SFTS ウイルス抗体検査（血清）及び SFTS ウイ

ルス遺伝子検査，日本紅斑熱リケッチア遺伝子検査（マダニ））について検査を行った． 

血清を用いた抗体検査では，イヌ43検体中1検体，ネコ39検体中3検体でトキソプラズマ抗体陽性であった．

一方，SFTS ウイルス抗体については 82 検体全て抗体陰性であった．また，イヌ及びネコに付着していたダニ 5

8 検体のうち 6検体から紅斑熱群リケッチア遺伝子を検出した．SFTS ウイルス遺伝子及び日本紅斑熱リケッチア

遺伝子は検出されなかった． 
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8） 厚生労働省外部精度管理事業 

国立感染症研究所インフルエンザ研究センターから配布された 6つのブラインド検体について，インフルエン

ザ検出マニュアルに沿ったインフルエンザウイルス遺伝子の検出及び亜型の同定を行った． 

  

9） その他の外部精度管理 

国立感染症研究所インフルエンザ研究センターから配布された 5つのブラインド株について，インフルエンザ

検出マニュアルに沿ったインフルエンザウイルスの分離及び亜型の同定を行った．また国立感染症研究所ウイル

ス第三部から配布された 3つのブラインド検体について，風しんウイルス検出マニュアルに沿ったウイルス遺伝

子の検出及び遺伝子配列の解析を行った． 

 

［細菌関係］ 

1） レジオネラ属菌汚染状況調査 

岐阜（本巣・山県センターを含む），関（郡上センターを含む）保健所管内の入浴施設等の浴槽水及びシャワー

水 25 検体について培養検査を実施した．また，県内入浴施設の浴槽水及びシャワー水 17 検体に由来するレジオ

ネラ属菌 93 株ついて，同定検査及び血清型別検査を実施した．その結果，18 検体から Legionella pneumophil

a が，各 1検体から Legionella londiniensis，Legionella maceachernii が検出された．血清型は，血清群 1

（6検体），血清群 5（5検体）及び血清群 6（5検体）が多かった． 

 

2） レジオネラ症患者発生に伴う検査 

レジオネラ症患者発生時の感染源調査として，入浴施設の浴槽及びシャワー水 11検体（4施設）についてレ

ジオネラ属菌検査（レジオネラ属菌及び pH）を実施した．また，保健所から搬入されたレジオネラ属菌 51 株（1

1 検体，6施設）について同定検査及び血清型別検査を実施した．その結果，16 検体（9施設）から Legionella

 pneumophila が検出され，血清型は血清群 6（8検体），血清群 1（6検体）及び血清群 9（6検体）が多かった．

 また，迅速検査法として浴槽水 54 検体（16 施設）について LAMP 法（栄研化学）を実施した．その結果，28

検体（13 施設）からレジオネラ属菌遺伝子が検出された．このうち 20 検体（11 施設）について，LC EMA-qPCR

法（タカラバイオ）を合わせて実施した． 

 

3） 三類感染症の検査 

赤痢菌 1株について同定検査及び血清型別検査を実施したところ，血清型は S. sonnei であった．コレラ疑い

で依頼のあった 1株について同定検査，血清型別検査及び遺伝子検査を行ったところ，Vibrio chorelae non-O

1＆O139（コレラ毒素遺伝子不検出）であった．腸管出血性大腸菌 75 株について同定検査，血清型別検査及び志

賀毒素検査を実施した．腸管出血性大腸菌の血清型別検査の結果は，O157:H7 が 33 株，O157:H-が 2 株，O26:H1

1 が 16 株，O26:H-が 4 株，O115:H10 が 5 株，O103:H2 が 3 株， O128:H2 が 2 株，O121:H19 が 1 株，O111:H8 が

1 株，O111:H-が 1 株，O91:H14 が 1 株，O55:H12 が 1 株，O5:H-が 1 株，O152:H8 が 1株，O146:H-が 1 株及び OU

T:H21 が 1 株であった．なお，1株は志賀毒素遺伝子不検出であった．血清型 O157 及び O26 については MLVA 解

析を行った． 

 

4） 三類感染症の接触者検便 

岐阜，関両保健所管内の腸管出血性大腸菌感染症の接触者の検便 65 検体の検査を実施した．腸管出血性大腸

菌 O115 及び O55 を各 1検体から検出した． 

 

5） 感染症発生動向調査事業による細菌検査 

県内の感染症の流行状況を把握するための検査を実施した（表 3）．なお，検査の一部は国立感染症研究所へ

依頼した． 
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表 3 発生動向調査（細菌担当分）検査状況 

感染症類型 
症例数 

（検体数） 

病原体検出 

症例数 

検出病原体（遺伝子検出含む） 

()内は検出症例数 

 二類 

結核 

 

115 (115) 

 

115 

 

 結核菌（VNTR検査実施） 

 四類 

レジオネラ症 

 

 

7 (7) 

 

 

6 

 

 

 Legionella pneumophila SG1 (5) 

Legionella pneumophila SG9 (1) 

 五類全数 

カルバペネム耐性腸内細菌科 

細菌感染症 

 

 

 

 

 

21 (25) 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

Enterobacter cloacae  

  IMP-1 メタロ‐β‐ラクタマーゼ産生菌 (2) 

Esherichia coli  

  NDM-5 メタロ‐β‐ラクタマーゼ産生菌 (1) 

Serratia marcescens (5) 

Enterobacter aerogenes (3) 

Enterobacter cloacae (3) 

Klebsiella pneumoniae (3) 

Esherichia coli (2) 

Enterobacter amnigenus (1) 

 Citrobacter freundii (1) 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 

 

 

3 (6) 

 

 

3 

 

 

 Streptococcus pyogenes T1 (2) 

Streptococcus dysgalactiae  

subsp. equisimilis (1) 

侵襲性肺炎球菌感染症 4 (4) 4  Streptococcus pneumoniae 血清型3 (1) 

Streptococcus pneumoniae 血清型14 (1) 

Streptococcus pneumoniae 血清型15A (1) 

Streptococcus pneumoniae 血清型24B (1) 

 五類定点 

感染性胃腸炎 

 

 

38 (38) 

 

 

4 

 

 

 Salmonella O8群 (2) 

 Campylobacter jejuni (2) 

 その他 

ライム病疑い 

百日咳疑い 

急性肺炎 

 

1 (2) 

1 (1) 

1 (1) 

 

0 

0 

0 

 

 

 

合 計 191(199) 153   

 

6） 結核菌の検査 

集団感染の疑いで保健所から分子疫学的検査の依頼があった2件，2株の結核菌についてVNTR法を実施した． 

 

7） 無菌試験 

医療機器一斉監視指導に係わる収去検査として，ソフトコンタクトレンズ 5製品 13 検体，替刃メス 1製品 1

検体の無菌試験を実施した． 
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8） 院内感染対策を目的とした多剤耐性菌検査 

県内の医療機関で検出され院内感染が疑われたカルバペネム耐性腸内細菌科細菌12検体分14株（2医療機関）

と薬剤耐性緑膿菌 5検体分 5株（1医療機関）について，ディスク拡散法による薬剤耐性表現型の確認，耐性遺

伝子の確認検査を行った．また，一部の株については遺伝的同一性の確認（PFGE）検査を行った． 

 

9)  厚生労動省外部精度管理事業 

国立感染症研究所外部精度管理事業事務局から配布された 3つのブラインド検体について，腸管出血性大腸菌

の同定，志賀（ベロ）毒素またはベロ毒素遺伝子の検出，O抗原型の決定を行った． 

 

10）その他の外部精度管理事業 

（公財）結核予防会結核研究所より配布された 5検体について結核菌の VNTR 検査を， 日水製薬株式会社レジ

オネラ属菌検査精度管理サーベイ事務局より送付された 1検体についてレジオネラ属菌の検査を実施した． 

 

 

3.3  生活科学部 

3.3.1  調査研究 

1)  網羅的解析手法を用いた低分子化合物解析技術の開発 

（平成 29 年度～平成 31 年度） 

質量分析計を用いた網羅的解析手法は，代謝物をターゲットとしたメタボロミクスをはじめとした生命科学領

域の研究において活発に利用されている．本研究では，同手法を用いた危険ドラッグ代謝産物の分析方法の開発

に主眼を置き，併せて市中製品からの危険ドラッグ測定系の開発を行うことにより，多様な規制薬物への応用を

目指している．平成 30 年度は，高速液体クロマトグラフ／イオントラップ飛行時間型質量分析計（LCMS-IT-TO

F）を用いて合成カンナビノイドの代謝物分析を行い，質量分析に基づく代謝物の同定と異性体化合物の識別に

ついて検討を行った．また，合成カンナビノイドのフッ素位置異性体に関して，モデル化合物を用いて LCMS-IT

-TOF による構造識別を達成した． 

 

2)  網羅的分析技術を活用した食品検査法の開発 

（平成 29 年度～平成 31 年度） 

本研究では，食品中に含まれるアレルゲンを含めた多成分を網羅的に検出し，有害物質の有無や食材の品種や

産地などを同時に判別できる手法の開発を試みる．平成 30 年度は，これまでに開発した牛乳アレルゲンのマー

カーペプチドの分析手法を元に，安定同位体標識された合成ペプチドを活用して，加工食品を用いた妥当性評価

試験を実施したところ，定量性，再現性ともに比較的良好な結果を得ることができた．検出限界においても基準

値である 10μg/mL の十分の一以下を下回っており，実用的な分析法であることを示すことができた． 

 

3)  岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会 

岐阜薬科大学との連携大学院に関わる研究活動の充実と推進の一環として，「岐阜危険ドラッグ解析技術連携

協議会（平成 26 年 11 月設立）」において危険ドラッグの解析技術に関する連携協力体制を整備してきた．平成

30 年度は，第 6 回岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会を開催した．協議会では，参画機関から研究成果の発

表が行われるとともに，関連行政機関と地域における危険ドラッグ蔓延の抑止力となるための方策について協議

された．また特別講演として，長崎国際大学 山本経之名誉教授による「薬物乱用―今，何が問題なのか？そし

て何をどのように救えるのか？」と題した講演を開催した． 

 

4)  連携大学院 

岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会の実質的な運用面から，岐阜薬科大学大学院生を受け入れ研究指導を

行った．平成 30 年度は， LCMS-IT-TOF による測定系を用い，複数の合成カンナビノイドの in vitro 代謝経路

の解明を継続するとともに，指定薬物及び規制対象外である異性体のカラムによる分離と質量分析による識別法

の開発を行った． 
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3.3.2  行政検査 

［薬品関係］ 

1)  医薬品等一斉取締における規格試験 

モンテルカストナトリウムを含有する医療用医薬品について， 県内の医薬品卸売販売業者から収去した錠剤

28 製品（先発医薬品 2製品，後発医薬品 26 製品）の溶出試験を実施した．その結果，全て規格に適合していた． 

 

 2)  県内医薬品製造業の製造する医薬品収去による規格試験 

県内の医薬品製造業者から収去した医薬品 6製品（内用液 1製品，シロップ剤 2製品，第 2類医薬品 3製品）

66 項目について検査を実施した. 

 

3)  医薬品等の公的認定試験検査機関における品質管理監督システムの確認 

薬務水道課が当所における医薬品等の公的認定試験検査について，ラボツアー及び書面調査により組織，手順

書，取り決め，試験検査，文書管理，マネージメントレビュー等の状況を確認した．試験検体の廃棄方法等につ

いて指導があった． 

 

4)  医療機器一斉監視指導における収去検査 

県内で製造されている医療機器の監視として，ソフトコンタクトレンズ 5製品，手術用メス 1製品の外観試験

を実施した．その結果，全て規格に適合していた． 

 

5)  知事承認医薬品等の審査 

知事に承認権限が委譲された医薬品及び医薬部外品の審査業務のうち，薬務水道課から医薬品 12 件，医薬部

外品 13 件の依頼があり，「規格及び試験方法」及び「試験結果の妥当性」について確認を行った． 

 

6)  健康食品情報受発信・相談応需事業における買い上げ検査 

いわゆる健康食品と称する無承認無許可医薬品の監視として，県内のドラッグストアから買い上げされた痩身

効果を標ぼう，暗示又は印象を与える 10 製品（12 検体）及び男性機能の増強又は回復を標ぼう，暗示又は印象

を与える 10 製品（11 検体）について，液体クロマトグラフタンデム質量分析計（LC-MS/MS）により成分検査を

実施した．痩身効果を標ぼう，暗示又は印象を与える製品については，マジンドール，フェンフルラミン，オリ

スタット，ヒドロクロロチアジド等 18 項目（延べ 216 項目），男性機能の増強又は回復を標ぼう，暗示又は印

象を与える製品については，ヨヒンビン，シルデナフィル，バルデナフィル，タダラフィル等 13 項目（延べ 14

3 項目）の検査を実施した．その結果，全て不検出であった． 

 

7)  大麻草の有毒成分等の試験 

県内大麻草栽培者から種子採取用に残された大麻草 306 検体を収去した．幻覚成分であるΔ9-テトラヒドロカ

ンナビノール及び幻覚作用を有しないカンナビジオール（定量試験等 612 項目）の測定を実施した． 

 

8)  都道府県衛生検査所等における外部精度管理 

ファモチジン錠 1製品について，ファモチジンの定量試験及び純度試験を実施した． 

 

［生活衛生関係］ 

1)  家庭用品試買検査  

県内で販売されている繊維製品，家庭用洗浄剤など家庭用品 42 検体について，有害物質の含有量試験等延べ

54 項目の検査を実施した（表 4）．その結果，全て基準に適合していた． 

 

 

 

 



岐阜県保健環境研究所報 第 27 号(2019) 

- 59 - 

表4 家庭用品検査内訳 

検 体 検体数 検査項目 延べ項目数 

  乳幼児用繊維製品  よだれ掛け 7  ホルムアルデヒド 30 

 下着 5 

 寝衣  2 

 くつした  6 

 中衣  3 

 外衣  1 

 帽子  2 

寝具  4 

  乳幼児用以外の 

繊維製品 

 くつした  3  ホルムアルデヒド 8 

 下着  4 

 寝衣  1 

  家庭用洗浄剤  2 水酸化カリウム又は水酸化ナト

リウム，容器試験（漏水試験，

落下試験，耐アルカリ性試験，

圧縮変形試験） 

10 

  家庭用エアゾル製品  2 メタノール，テトラクロロエチ

レン，トリクロロエチレン 
6 

合 計 42  54 

 

2)  衛生害虫関係の検査 

県内保健所から依頼を受けて衛生害虫等 2検体の同定検査を実施した（表 5）． 

 

表 5 衛生害虫等の同定検査内訳 

分類群名 検体数 同定された種 

 その他の節足動物 

  ダニ目 

 

2 

 

 タカサゴキララマダニ 

 

3)  特定外来生物の同定検査 

  県内で発見された特定外来生物（疑いを含む）13 検体の同定検査を実施した（表 6）． 

 

表 6 特定外来生物の同定検査内訳 

検体 検体数 結果 

 セアカゴケグモ疑い 

 ヒアリ・アカカミアリ疑い 

10 

  3 

 うち2検体がセアカゴケグモである 

 いずれもヒアリ・アカカミアリでない 

 

4)  感染症媒介蚊関係の検査 

デング熱等の蚊媒介感染症対策の一環として，7～9月に県内の各保健所管内の調査地点で，人囮法及びライ

ト／CO2トラップにより採集された蚊 196 検体について，同定検査を実施した．ヒトスジシマカ他，全 8種の蚊

が同定された（表 7）．また，ヒトスジシマカの季節的推移等の発生状況を把握するため，調査地点（当研究所

敷地内）において，5月中旬から 10 月末にかけて 2週間おきにライト／CO2トラップにより蚊を捕獲，計数した

（表 8）． 
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表 7 感染症媒介蚊生息実態調査の結果内訳 

採集方法 
ヒトスジ 

シマカ 

アカイエ

カ群 

コガタ 

アカイエカ 

ヤマダ 

シマカ 

ヤマト 

ヤブカ 

シナ 

ハマダラカ 

カラツ 

イエカ 

キンパラ 

ナガハシカ 

 人囮法 

 ライト／CO2トラップ 

 38 

106 

0 

3 

 0 

11 

19 

 0 

0 

9 

0 

8 

0 

1 

0 

1 

 

表 8 調査地点における感染症媒介蚊生息実態調査の結果内訳 

調査日 
ヒトスジシマカ 

その他の蚊 
♀ ♂ 

平成30年 5月15日～ 5月16日 

平成30年 5月29日～ 5月30日 

平成30年 6月12日～ 6月13日 

平成30年 6月26日～ 6月27日 

平成30年 7月10日～ 7月11日 

平成30年 7月24日～ 7月25日 

平成30年 8月 7日～ 8月 8日 

平成30年 8月21日～ 8月22日 

平成30年 9月 6日～ 9月 7日 

平成30年 9月18日～ 9月19日 

平成30年10月 2日～10月 3日 

平成30年10月17日～10月18日 

平成30年10月30日～10月31日 

  4 

 15 

  1 

 13 

 39 

 35 

124 

  8 

 24 

 31 

 28 

 19 

  3 

 0 

 8 

 0 

 3 

 3 

 0 

11 

 0 

 1 

 4 

 1 

 0 

 0 

11 

 9 

16 

12 

11 

 4 

 1 

 0 

 2 

 5 

 9 

 9 

 4 

 

 

3.4  環境科学部 

3.4.1  調査研究 

1)  微小粒子状物質の成分に関する研究 

（平成 28 年度～平成 30 年度） 

微小粒子状物質（PM2.5）は，粒径 2.5μm 以下の微小粒子状物質であり，呼吸器系などへの影響が懸念されて

いるため，「大気汚染防止法第 22 条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準」に

基づき成分分析を実施している．本研究では,平成 27 年度から平成 29 年度までに実施した美濃地方の測定局(各

務原測定局,羽島測定局,大垣中央測定局,笠原測定局)について, 行政検査項目以外に水溶性有機炭素成分を分

析し，地点ごとの成分の特徴を調べた． 

 

2) GC/MS を用いた県内河川における化学物質の網羅分析に関する研究 

（平成 29 年度～平成 31 年度） 

県内河川において，魚類へい死や油流出などの水質汚濁事故事案が毎年報告されており，危機管理上これら事

案への迅速な対応は行政において重要である．魚類へい死事故では，化学物質が 1つの要因として考えられるが，

多種多様に存在する化学物質から原因物質を特定することは技術面やコスト面においても非常に困難な課題で

ある．本研究では，ガスクロマトグラフ質量分析計(GC/MS)及び GC/MS 用データベースソフトウェア(AIQS)を用

いた化学物質の網羅的分析法を確立することにより，迅速な検査体制を構築するとともに，平常時の河川水中の

化学物質の濃度レベルや環境動態を把握することを目的としている．平成 30 年度は，木曽川水系および長良川

水系の全 16 地点で 1年間を通して定期的なサンプリングと分析を実施した．平常時の河川水中から，農薬がよ

く使用される時期では様々な農薬類が検出された. 

 

3)  岐阜県における酸性雨の動向調査研究 

（平成 30 年度～平成 31 年度） 

酸性雨とは，二酸化硫黄（SO2）や窒素酸化物（NOx）などを起源とする酸性物質が雨・雪・霧などに溶け込み，

通常より強い酸性を示す現象であり，河川や湖沼，土壌を酸性化して生態系に悪影響を与えるほか，コンクリー
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トを溶かしたり，金属に錆を発生させたりして建造物や文化財に被害を与える． 

この酸性雨に含まれる元素の詳細な分析を行うことにより，汚染の由来をより精度よく特定する．また，本県

において酸性雨の継続的採取及び分析を行っている唯一の地点である伊自良湖と県内の他地点で元素組成の傾

向が異なるか調査した． 

 

3.4.2  委託調査 

1)  東アジア酸性雨モニタリング調査（環境省委託） 

伊自良湖は東アジア酸性雨モニタリングネットワークの生態影響調査地点に指定されており，陸水調査，大気

環境調査及び降下物調査を実施した（表 9）． 

 

表 9 調査項目等の概要 

調査名 地 点 回 数 調  査  項  目 延項目数 

 陸水 

 

湖沼水 

河川 

2 

2 

 年4 回 

 

 pH，EC，アルカリ度，SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋，Na＋， 

K＋，Ca2＋，Mg2＋，Chl-a 等 

376 

 湿性降下物 

 

1 

 

 1 週間毎 

 

 pH，EC，SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋，K＋，Na＋，Ca2＋， 

Mg2＋ ，雨量 

600 

 

 乾性降下物 

 

1 

 

 毎時測定 

 

 NO，NO2，SO2，O3，PM2.5，気象データ（気温，湿度， 

風向，風速，日射量）等 

1,406 

 

 乾性降下物 

 （フィルターパック法） 

1 

 

 2 週間毎 

 

NH3， HNO3， HCl， SO2， SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋， 

K＋，Na＋，Ca2＋，Mg2＋ 等 

312 

 

 

2)  化学物質環境実態調査（環境省委託） 

環境中に残留している可能性のある化学物質の実態を把握するため，表 10 に示す調査を実施した． 

 

表 10 化学物質環境実態調査の概要 

調 査 名 調査地点 調 査 項 目 検体数 

モニタリング調査 (POPs条約対象物

質等の経年的なモニタリング調査) 

各務原市 

（岐阜県保健環境研究所) 

POPs等 11 物質群 3 

 

3)  環境放射能水準調査（原子力規制委員会委託） 

環境中における人工放射性物質の蓄積状況の把握及び住民の被曝線量の推定を主な目的として，平成 2年度か

ら調査を実施している．平成 30 年度における環境放射能測定の概要は表 11 のとおりである．また，東日本大震

災による東京電力福島第一原子力発電所事故（福島原発事故）に伴うモニタリング強化の概要は表 12 のとおり

であり，異常値等は認められなかった． 

 

表 11 環境放射能水準調査内訳 

事 業 項 目 測定地点数 測  定  対  象 延測定回数 備  考 

全ベータ放射能測定調査 1 降水 51 降雨毎 

核種分析調査 

 

7 

 

大気浮遊じん，降下物，土壌， 

陸水(蛇口水)，精米，野菜，茶，

牛乳 

25 

 

野菜は大根と 

ホウレン草 

モニタリングポストによる 

空間放射線量率調査 

1 

 

大気（ガンマ線） 

 

365 

（連続） 
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表 12 環境放射能水準調査内訳（福島原発事故に伴うモニタリング強化） 

事 業 項 目 測定地点数 測  定  対  象 延測定回数 備  考 

サーベイメータによる空間

放射線量率調査 

1 大気（ガンマ線） 12 毎月1 回 

 

 

3.4.3  行政検査 

［大気関係］ 

1)  大気環境監視テレメータシステム 

県内 22 地点の大気環境自動測定局（自動車排出ガス測定局 4局を含む）において常時監視を行っている (表

13)．平成 30 年度の環境基準達成状況は，二酸化硫黄，浮遊粒子状物質及び二酸化窒素は全ての測定局において

基準を達成したが，光化学オキシダントは，前年度と同様に 15 局全てで環境基準値（1時間値：0.06 ppm 以下）

を超過した．また，微小粒子状物質は有効測定局 15 局全てで環境基準（１年平均値：15μg/m3以下かつ，１日

平均値：35μg/m3以下）を達成した．これら各測定局の毎時データは，インターネットで公開している． 

 

表 13 大気環境測定局及び測定項目一覧表 

 

地 域 

 

 

 

測 定 局 

名   称 

 

測          定          項          目 

二酸化 

硫黄 

 

浮遊粒

子状物

質 

窒素酸化物 光化学 

オキシ

ダント 

一酸化 

炭素 

 

炭化水素 微小粒

子状物

質 

風向

風速 一酸化

窒素 

二酸化

窒素 

非メタン 

 

メタン 

 

 

岐 阜 

 

 

 

岐 阜 中 央 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

岐 阜 南 部 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  

岐 阜 北 部 ○ ○ ○ ○ ○    ○  

岐阜明徳自排  ○ ○ ○  ○     

各 務 原 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

本    巣 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

 

西濃・羽島 

 

 

大 垣 中 央 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

大 垣 南 部 ○ ○ ○ ○ ○     ○ 

大 垣 西 部 ○ ○        ○ 

大 垣 赤 坂  ○         

大 垣 自 排  ○ ○ ○      ○ 

羽 島 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

中 濃 

 

関注 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

美 濃 加 茂 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

可 児 自 排  ○ ○ ○     ○ ○ 

 

東 濃 

土 岐 自 排  ○ ○ ○     ○ ○ 

瑞 浪 ○ ○        ○ 

笠 原 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

中 津 川 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

飛 騨 

 

高 山 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

下    呂 ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ 

乗 鞍 ○ ○ ○ ○ ○     ○ 

        注：関局は平成 30 年度から大気環境監視テレメータシステムに接続 

 

2)  大気汚染測定車による調査 

大気汚染測定車「あおぞら号」により，大気環境自動測定局未設置地域 3地点の一般環境調査（表 14）を実
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施した．なお，乗鞍スカイライン（畳平）については，マイカー規制実施に伴う大気環境調査として例年実施し

ている． 

 

表 14 一般環境調査地点 

地域 調査地点 調査期間 

西濃 揖斐総合庁舎   5 月 14 日～ 7 月 23 日 

12 月 11 日～ 1 月 15 日 

中濃 川辺町役場 7 月 23 日～ 8 月 6日 

中濃 郡上総合庁舎 10 月 23 日～ 12 月 11 日 

東濃 恵那文化センター 10 月 9 日～ 10 月 23 日 

 

3)  微小粒子状物質の成分調査 

羽島市及び下呂市で，環境大気中の微小粒子状物質（PM2.5）を採取し，質量濃度，炭素成分，イオン成分及

び無機元素の成分分析を行った（表 15）． 

 

表 15 PM2.5 成分分析の概要 

調査地点数 検体数 調  査  項  目 延項目数 

2 

 

112 

 

質量濃度，OC，EC，Cl-，NO3
-，SO4

2-，Na+，NH4
+，K+， 

Mg2+，Ca2+，Na，Al，K，Ca，Sc，Ti，V，Cr，Mn，Fe，

Co，Ni，Cu，Zn，As，Se，Rb，Mo，Sb，Cs，Ba，La，

Ce，Sm，Hf，W，Ta，Th，Pb，Cd 

4,592 

 

 

［水質関係］ 

1)  水質環境基準監視測定（地下水） 

水質汚濁防止法第 16 条第１項の規定による水質測定計画に基づいて環境基準項目の測定(延べ項目数：1,682)

を実施した結果，基準値を超過した件数は，地下水のメッシュ調査（全項目）57 地点において 1件，汚染井戸

周辺地区調査（過去判明分）17 地点において 0件， 定期モニタリング調査 64 地点において 47 件であった（表 

16）． 

 

表 16 地下水の水質基準監視測定の概要 

県事務所等 メッシュ調査 

(全項目) 地点数 

汚染井戸周辺地区調査 

（過去判明分）地点数 

定期モニタリング 

調査地点数 

延項目数 

岐阜地域環境室 

西濃県事務所 

揖斐県事務所 

中濃県事務所 

可茂県事務所 

東濃県事務所 

恵那県事務所 

飛騨県事務所 

10 

8 

5 

8 

10 

6 

6 

4 

0 

0 

0 

0 

0 

17 

0 

0 

7 

5 

0 

6 

11 

19 

3 

13 

287 

229 

140 

231 

291 

207 

171 

126 

合 計  57 17 64 1,682 

 

 

2)  公共用水域水質検査（河川定点調査・水浴場水） 

水質汚濁防止法第 16 条第 1項の規定による水質測定計画に基づいて生活環境項目等の測定（延べ項目数： 

1,348）を実施した（表 17）． 
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表 17 公共用水域水質検査 

事業 水域名 地点数 測定回数 検 査 項 目 検体数 延項目数 

河
川
定
点 

木曽川 
8  12  pH，BOD，COD，SS，大腸菌群数， 

ふん便性大腸菌群数，全窒素， 

全燐，全シアン，六価クロム， 

クロロフィルα 等 

96  662 

2  4  8  42 

長良川 
6  12  72  494 

4  4  16  78 

水浴場 長良川 2  8  pH，COD，O157 等 16  72 

合 計 22  40   208  1,348 

 

3)  公害発生源立入に係る排水等水質検査 

水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づき特定事業場への立入検査の実施に伴う排水について，生活環境項目

の一部を検査した（表 18）． 

 

表 18 排水等の水質検査 

事 業 項 目 検体数 延項目数 

公害発生源立入検査に伴う水質検査 31 121 

 

4)  河川及び土壌・地下水の汚染事故等による水質調査 

岐南町，各務原市，羽島市，大垣市，安間知町，養老町，神戸町，関市，瑞浪市，土岐市，多治見市，恵那市

及び中津川市において，土壌・地下水汚染事故に係る周辺地下水検査(延件数：263 件，延項目数：678)を実施

した（表 19）．各務原市鵜沼地内の調査ではトリクロロエチレンが 2地点中 1地点，大垣市浅草地内の調査で

はひ素が 31 地点中 6地点，養老町小倉地内の調査ではひ素が 18 地点中 1地点で，それぞれ地下水環境基準を超

過していることが確認された．  

 

表 19 土壌・地下水汚染事故に伴う周辺地下水質調査の概要 

県事務所等 市町村 件数 延項目数 測 定 項 目 

岐阜地域環境室 

 

 

 

西濃県事務所 

 

 

 

 

中濃県事務所 

東濃県事務所 

  

 

 

 

恵那県事務所 

 

岐南町 

各務原市 

羽島市 

羽島市 

大垣市 

安八町 

養老町 

神戸町 

大垣市 

関市 

瑞浪市 

土岐市 

多治見市 

土岐市 

多治見市 

恵那市 

中津川 

24 

2 

2 

19 

42 

47 

18 

79 

11 

1 

4 

3 

1 

3 

2 

6 

10 

24 

4 

4 

19 

61 

 94 

18 

395 

11 

1 

12 

3 

1 

3 

2 

6 

20 

ほう素 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ，1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ，1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

ひ素，ふっ素 

ふっ素 

ひ素，ふっ素 

ひ素，1,4-ジオキサン  

ひ素 

六価クロム，鉛，ひ素，ふっ素，ほう素 

ひ素 

ひ素 

ひ素，ふっ素，ほう素 

鉛 

ふっ素 

ひ素 

ひ素 

ふっ素 

ひ素，鉛 

合 計  263 678  
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［廃棄物関係］ 

1)  リサイクル認定製品調査 

岐阜県リサイクル認定製品について，社会的信頼性の確保に必要な安全性を確認するため，既認定製品及び新

規認定製品についての溶出検査を実施した結果，全ての製品が環境基準を満たしていた（表 20）． 

 

表 20 リサイクル認定製品の調査概要 

製品の種類 検 体 数 延項目数 

既認定製品 48 485 

新規認定製品 2 20 

合  計 50 505 

 

2)  産業廃棄物最終処分場の水質検査 

廃棄物最終処分場水質検査計画に基づき産業廃棄物最終処分場 1施設の浸透水等の検査を実施した（表 21）． 

 

表 21 浸透水等の水質検査 

事 業 項 目 検体数 延項目数 

産業廃棄物処分場水質検査 18 90 

 

［微量化学物質関係］ 

1)  ダイオキシン類モニタリング調査 

ダイオキシン類対策特別措置法第 26 条第 1項の規定に基づき，県内の環境大気，河川水，地下水及び河川底

質及び土壌中のダイオキシン類を測定した結果，全てが環境基準値未満であった（表 22）． 

 

表 22  ダイオキシン類モニタリング調査 

調査内容 地点数 検体数 

 

 一般 

 調査 

 

 

 環境大気 3 6 

 河川水 7 7 

 河川底質 4 4 

 地下水 3 3 

 発生源周辺土壌 3 3 

 追跡 

 調査 

 河川水 2 8 

 河川底質 2 2 

      合  計 24 33 

 

［放射能関係］ 

1)  水道水の放射性物質モニタリング検査 

県内の 3水系を原水とする水道水について，安全性を確認するため，放射性物質モニタリング検査を実施した

結果，放射性ヨウ素及び放射性セシウムは検出されなかった（表 23）． 

 

表 23 水道水の放射性物質モニタリング検査の概要 

調査対象 水系数 検体数 

浄水 3（長良川，揖斐川，神通川） 12 

 

[その他] 

1)  環境測定分析統一精度管理調査 

環境省主催の環境測定分析統一精度管理調査へ参加した．平成 30 年度は模擬排水試料の分析を実施した． 
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3.5  食品安全検査センター 

3.5.1  調査研究 

1) 有毒植物による中毒の症状と成分の関連性の解明 

（平成 30 年度～平成 31 年度） 

 バイケイソウ類やアジサイ類といった有毒植物による中毒事例について，保健所の食中毒調査結果と医療機

関の診療記録を収集し，中毒残品に含まれる毒成分の組成と量を化学分析した結果と結び付け，どのような成

分がどれくらいの量で，どのような症状を引き起こすかという科学的な知見を明らかにすることを目的とする．

平成30年度は，平成26年4月に発生した石川県のバイケイソウ中毒の事例ついて摂取された中毒残品を確保した．

患者は1名でその摂食量は8-10 gと推定された．症状発生までに2.5時間とバイケイソウ中毒にしては比較的長い

潜伏時間であったが，除脈や血圧低下といったバイケイソウ中毒に典型的な症状が発生したと同時に，心腎関連

によると考えられる血清クレアチニン値のわずかな上昇（1.2 mg/dl）が確認された．中毒残品中の毒成分のター

ゲット分析により，主な毒成分としてプロトベラトリンBが多量に検出されたことから，プロトベラトリンBが主

たる病因物質であることが示唆された．  

 

2)  食品添加物の分析法に関する検討 

（平成 30 年度～令和 2年度） 

保存料として汎用されるソルビン酸は異性体化することが報告されており，当所の食品添加物検査においても

高頻度で異性体が確認される．しかしソルビン酸異性体については安定的な標準物質が存在しないため，定量法

が確立されていない．また人工甘味料は，近年の消費者の健康志向の高まりとともに，カロリー低減を目的とし

て，清涼飲料水等を中心に使用される食品の流通量が増加傾向にある．また砂糖の甘味に近づけるため，複数種

が併用されることが少なくない．そこで異性体も含めたソルビン酸の，より精密な定量分析法並びに使用実態に

即した人工甘味料の同時分析法の確立を目的とし，平成 30 年度については，食品中におけるソルビン酸の異性

体化に影響を及ぼす因子の解析及び分析条件の検討のためのデータ収集を実施した． 

 

3)  下痢原性大腸菌検索における検査手法の検討 

（平成 30 年度～平成 31 年度） 

平成29年度までの調査研究で，下痢原性大腸菌の存在を推定する方法として，遺伝子検査を用いた方法を確

立し，効率的に下痢原性大腸菌の存在を推定することが可能となった．しかし，遺伝子検査で下痢原性大腸菌

の存在が疑われたにも関わらず，培養では菌を分離ができないことがあった．本研究では，目的菌である下痢

原性大腸菌を高率に分離可能な培養検査法を検討するとともに，各下痢原性大腸菌カテゴリーの性状を明らか

にすることで，健康危機管理事案に実用化可能な検査法を提案することを目的とした．  

平成30年度は下痢原性大腸菌保存株を用い，増菌培地と培養温度による発育の比較を行ったところ，大腸菌

は44.5℃で発育可能であるが株により発育速度や菌体収量は異なること，培養温度の上昇に伴い菌体収量が減

少することが判明した．また，増菌培地の評価では，BPWはmEC培地よりも菌体収量が少ないが培養温度変化に

よる発育速度や菌体収量の差が小さく，培養温度の影響を受けにくと考えられた． 

 

 

3.5.2  行政検査 

1)  残留農薬検査 

（国産農産物） 

平成 30 年度は県内産農産物 69 検体，県外産農産物 4検体の計 73 検体について延べ 12,791 項目の検査を実施

した．その結果，いずれの検体からも基準値を上回る農薬は検出されなかった（表 24）． 
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                 表 24 残留農薬の検査結果（国産農産物）     （ppm: mg/kg） 

試 料 名 検体数 検査項目数 検 査 結 果 

県内産野菜 

 

 

 

48 

 

 

 

9,072 

 

 

アセタミプリド(0.005～0.060 ppm/5 検体), イミダクロプリド(0.009～0.029 ppm/4 検体)，テブフェン

ピラド(0.001 ppm/1検体), テフルトリン(0.014 ppm/1検体), トリクロルホン(0.007 ppm/1検体),

 トルクロホスメチル (0.0023 ppm/1 検体), ビフェントリン(0.0010 ppm/1 検体), ピリプロキシフェン(0.00

40 ppm/1 検体), フェントエート(0.003 ppm/1 検体), プロチオホス(0.0025 ppm/1 検体), ボスカリ

ド(0.029 ppm/1 検体), マラチオン(0.001～0.003 ppm/2 検体), レナシル(0.002 ppm/1 検

体) 

県内産果実 

 

 

12 

 

 

2,268 

 

 

 

アセタミプリド(0.008～0.068 ppm/4検体), アゾキシストロビン(0.041 ppm/1検体), クロチアニジン(0.014 

ppm), テブコナゾール(0.008～0.014 ppm/3 検体), テブフェンピラド(0.001～0.003 ppm/2 検体), 

トルクロホスメチル(0.0007 ppm/1 検体), ビフェントリン(0.0014 ppm/1 検体), ピラクロストロビン(0.006

～0.020 ppm/2 検体), ボスカリド(0.019～0.037 ppm/2 検体), マラチオン(0.001～0.002 

ppm/2 検体), ルフェヌロン(0.15 ppm/1 検体) 

県内産穀類 3 567 ペルメトリン(0.012 ppm/1検体) 

県内産牛乳 4 16 全て不検出 

県内産 茶 2 112 ビフェントリン(0.0044 ppm/1検体), プロチオホス(0.0023 ppm/1検体) 

県外産農産物 4 756 チアメトキサム(0.008 ppm/1検体), チフルザミド(0.0032 ppm/1検体), フェニトロチオン(0.003 ppm/1

検体), ボスカリド(0.005 ppm/1検体) 

 

（輸入農産物） 

野菜 42 検体，果実 31 検体，穀類 2検体，豆類 8検体，種実類 3検体の計 86 検体について延べ 16,254 項目の

残留農薬の検査を実施した(表 25)．その結果,いずれの検体からも基準値を上回る農薬は検出されなかった（表

25）． 

 

                表 25 残留農薬の検査結果（輸入農産物）     （ppm: mg/kg） 

試料名 検体数 検査項目数 検査結果 試料名 検体数 検査項目数 検査結果 

小豆 1 189 不検出 にんにく 6 1,134 不検出 

アスパラガス 1 189 マラチオン(0.002 ppm/1 検体) ねぎ 1 189 クロチアニジン (0.007 ppm/1検体)， 

アボカド 1 189 イミダクロプリド(0.013 ppm/1 検体)    チアメトキサム(0.011 ppm/1 検体) 

いんげん 6 1,134 アセタミプリド(0.012 ppm/1 検体)， ﾊﾟｲﾅｯﾌﾟﾙ 3 567 不検出 

   アゾキシストロビン(0.010 ppm/1 検 バター豆 1 189 不検出 

   体), アトラジン(0.001 ppm/1 検 バナナ 3 567 アゾキシストロビン(0.039 ppm/1 検 

   体)，イミダクロプリド(0.023 ppm/    体)，クロルピリホス(0.012～0.017  

   1 検体)，オキサジアゾン(0.0012 ppm    ppm/2 検体)，ビフェントリン(0.0027 

   /1 検体)，プロシミドン(0.06 ppm/    ppm/1 検体) 

   1 検体) パプリカ 5 945 クロルフェナピル(0.015 ppm/1 検体),  

えだまめ 7 1,323 アセタミプリド(0.006～0.018 ppm/    テトラコナゾール(0.0036～0.15 ppm/ 

   4 検体)，アゾキシストロビン(0.015～    2 検体)，ノバルロン(0.065 ppm/ 

   0.027 ppm/4 検体)，イミダクロプリド    1 検体)，ビフェントリン(0.0009 ppm 

   (0.007～0.022 ppm/2 検体)，    /1検体), ブプロフェジン(0.017 ppm 

   オキサジアゾン(0.0006 ppm/1検体)，    /1 検体)，ボスカリド(0.10 ppm/1 

   パクロブトラゾール(0.001 ppm/1 検    検体) 

   体)，ビフェントリン(0.0049～0.022 ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ 1 189 アゾキシストロビン(0.015 ppm/1 検 

   ppm/2 検体)，プロチオホス(0.0008    体),シプロジニル(0.038 ppm/1 検 

   ppm/1 検体)，ルフェヌロン(0.027    体)，チアメトキサム(0.008 ppm/1 検 
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   ppm/1 検体)    体)，パクロブトラゾール(0.002 ppm/ 

おくら 1 189 ビフェントリン(0.0015 ppm/1 検体)    1 検体)，ビフェントリン(0.15 ppm/ 

オレンジ 9 1,701 ２，４－Ｄ(0.007～0.066 ppm/2 検    1 検体), ピリミノバックメチル(0.0009 

   体)，イミダクロプリド(0.006～0.052    ppm/1検体), フェニトロチオン(0.004 

   ppm/3 検体)， クロルピリホス(0.014    ppm/1検体), ペンコナゾール(0.0006 

   ppm/1 検体)，ビフェントリン(0.0010    ppm/1 検体), ボスカリド(0.084 

   ～0.0015 ppm/3 検体)    ppm/1 検体), マラチオン(0.030 

かぼちゃ 3 567 イミダクロプリド(0.011 ppm/1検体)，    ppm/1 検体) 

   ミクロブタニル(0.0077 ppm/1 検体) ブロッコリー 4 756 プレチラクロール(0.0009 ppm/1検体) 

キウイ 3 567 不検出 ほうれん草 3 567 イミダクロプリド(0.020～0.052 ppm/ 

くるみ 2 378 不検出    2 検体), クロルフルアズロン(0.079 

グレープフルーツ 4 756 イミダクロプリド(0.009 ppm /1 検    ppm/1 検体)，メトラクロール(0.001 

   体)，ピラクロストロビン(0.019～    ppm/1 検体) 

   0.026 ppm/3 検体)，ピリプロキシフェ マンゴー 1 189 不検出 

   ン(0.0023 ppm/1検体), ブプロフェ メロン 1 189 イミダクロプリド(0.038 ppm/1 検体) 

   ジン(0.004 ppm/1 検体)，マラチオン ライマ豆 1 189 不検出 

   (0.003 ppm/1 検体)，メトキシフェノ 落花生 1 189 マラチオン(0.006 ppm/1 検体） 

   ジド(0.036 ppm/1 検体) レモン 5 945 ２，４－Ｄ(0.015～0.062 ppm/3 検 

ごま 1 189 ２，４－Ｄ(0.016 ppm/1 検体)，ビフェ    体)，アゾキシストロビン(0.75～0.92 

   ントリン(0.0018 ppm/1 検体)    ppm/2 検体), クロルピリホス(0.045 

小麦粉 2 378 クロルピリホスメチル(0.0010 ppm/1 検    ～0.10 ppm/2 検体)，クロルフェナピ 

   体)，マラチオン(0.003 ppm/1検体)    ル(0.011 ppm/1検体), ピリプロキシ 

さといも 2 378 オキサジアゾン(0.0006 ppm/1検体)，    フェン(0.0051～0.012 ppm/2 検 

   クロチアニジン(0.005 ppm/1 検体)，    体)，フェンピロキシメート(0.025 ppm/ 

   チアメトキサム(0.006 ppm/1 検体)，    1 検体), ブプロフェジン(0.002～ 

   ビフェントリン(0.0009 ppm/1 検体)    0.057 ppm/3 検体)，ホスメット 

大豆 4 756 不検出    (0.048 ppm/1 検体) 

にんじん 3 567 クロルピリホスメチル(0.0005 ppm/1 検     

   体), トリフルラリン(0.013 ppm/1検     

   体), トルクロホスメチル(0.0008 ppm/     

   1 検体)     

 

2)  防かび剤 

米国等では，オルトフェニルフェノールやチアベンダゾール等は，収穫後に用いられるポストハーベスト農薬

であるが，わが国ではこれらの農薬の使用は認められておらず，収穫後の柑橘類やバナナ等の果実に対してかび

の防除を目的とする食品添加物として承認されている．現在，わが国で食品添加物として指定されている 8種類

の防かび剤のうち，表 25 で示したアゾキシストロビンとプロピコナゾールを除く 6種類の防かび剤の検査を実

施したところ，いずれも使用基準に適合していた（表 26）． 

 

             表 26 輸入果実の防かび剤検査結果     （ppm: mg/kg） 

試 料 名 原 産 国 検体数 検査項目数 検査結果 

オレンジ オーストラリア 4 24 イマザリル 

オルトフェニルフェノール 

ジフェニル 

チアベンダゾール 

ピリメタニル 

不検出～3.5 ppm 

不検出 

不検出 

不検出～4.1 ppm 

不検出 

グレープフルーツ 南アフリカ共和国 2 12 

 

レモン 南アフリカ共和国 

チリ 

1 

1 

12 
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3)  残留動物用医薬品 

（国産畜水産物） 

県内で製造されている牛乳 8検体について，残留抗生物質（オキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリ

ン，テトラサイクリン）の検査を実施したところ，すべて不検出であった． 

鶏卵 11 検体（県内産 8検体，県外産 3検体）について，サルファ剤 5種（スルファチアゾール，スルファメ

ラジン，スルファジミジン，スルファモノメトキシン，スルファジメトキシン）の残留検査を実施したところ，

すべて不検出であった． 

県内産養殖魚 10 検体について残留抗生物質及び合成抗菌剤延べ 242 項目の検査を実施したところ，すべて不

検出であった（表 27）． 

 

表 27 残留動物用医薬品の検査結果 

試料名 検体数 
検査項目数 

（延べ） 
検 査 項 目 

化学構造 

による分類 
検査結果 

アユ 

ニジマス 

アマゴ 

コイ 

イワナ 

10 242 ニトロフラトイン，フラゾリドン，フラルタドン ニトロフラン 不検出 

オキシテトラサイクリン，テトラサイクリン，クロルテトラサイクリン テトラサイクリン 不検出 

アモキシシリン，アンピシリン，ベンジルペニシリン，ナフシリン －ラクタム 不検出 

エリスロマイシン，タイロシン，ミロサマイシン，リンコマイシン マクロライド 不検出 

スルファキノキサリン，スルファクロルピリダジン，スルファジアジン，

スルファジミジン，スルファジメトキシン，スルファチアゾール，スル

ファドキシン，スルファニトラン，スルファピリジン，スルファベンズ

アミド，スルファメトキサゾール，スルファメトキシピリダジン，スル

ファメラジン，スルファモノメトキシン，スルフィソゾール 

スルホンアミド 不検出 

オキソリン酸，ナリジクス酸，ピロミド酸，フルメキン，エンロフロ

キサシン，シプロフロキサシン，オフロキサシン，オルビフロキサシン，

サラフロキサシン，ジフロキサシン，ダノフロキサシン，ノルフロキサ

シン，マルボフロキサシン 

キノロン 不検出 

トリメトプリム，オルメトプリム，クロピドール，ニフルスチレン酸ナ

トリウム，プラジカンテル，フルベンダゾール 

その他 不検出 

 

（輸入畜水産物） 

輸入ハチミツ 7検体について残留抗生物質（オキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリン，テトラサイ

クリン）の検査を実施したところ，すべて不検出であった． 

輸入エビ 6検体についてサルファ剤 5種（スルファチアゾール，スルファメラジン，スルファジミジン，スル

ファモノメトキシン，スルファジメトキシン）の残留検査を実施したところ，すべて不検出であった． 

輸入うなぎ 5検体について残留合成抗菌剤 2種（マラカイトグリーン，ロイコマラカイトグリーン）の検査を

実施したところ，すべて不検出であった． 

 

4)  アフラトキシン 

アフラトキシンは，代表的なカビ毒であり，ナッツ類や香辛料，家畜飼料用の穀類等に含有されている可能性

がある．そこで輸入ナッツ類 5検体の総アフラトキシン及び牛乳 4検体のアフラトキシン M1(アフラトキシン B1

の代謝物)についての検査を実施したところ，いずれの食品からも検出されなかった． 

 

バナナ フィリピン 2 

 

12 フルジオキソニル 不検出～1.9 ppm 

 

合 計 10 60   
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5)  重金属 

県内で生産された玄米 3検体についてカドミウムの検査を実施した．その結果，不検出(2 検体)，0.05 ppm (1

検体)であり，すべて成分規格（0.4 ppm 以下）に適合していた． 

 

6)  PCB 

PCB 汚染の可能性がある畜水産物として，鶏卵 2検体の検査を実施した．いずれも PCB は不検出であった． 

 

7)  食品添加物検査 

県内に流通する輸入食品 136 検体を含む計 433 検体，延べ 4,759 項目について，添加物の使用実態を把握する

ために収去検査を実施した．その結果，保存料の表示違反が 2検体(総菜、佃煮)，保存料の使用基準違反が 1

検体(調味みそ)，許可色素の表示違反が 1検体（清涼飲料水）判明した．また、表示添加物不検出(3 検体）並

びに非表示添加物検出(2 検体)の食品が認められたため，製造者を所管する自治体等への情報提供の対象となっ

た（表 28）． 

表 28 食品添加物検査の概要

検  査  項  目 検体数 項目数 

食品添加物 保存料 ソルビン酸 353 353  

安息香酸 353  353  

デヒドロ酢酸 353  353  

パラオキシ安息香酸エステル類 353  1,765  

甘味料 サッカリンナトリウム 101  101  

アセスルファムカリウム 101  101  

サイクラミン酸 6  6 

着色料 許可色素 12 種類 105  1,260  

許可外色素 4種類 105  420  

発色剤 亜硝酸ナトリウム 36  36 

酸化防止剤 等 亜硫酸塩類 ―  ―  

tert-ブチルヒドロキノン 11  11  

合 計 1,877  4,759  

 

8)  遺伝子組換え食品検査 

大豆（16 検体），トウモロコシ穀粒（8検体），トウモロコシ加工品（8検体）の検査を実施した．いずれも

組換え遺伝子は不検出であった． 

 

9)  特定原材料(アレルギー物質）検査 

表示に無い特定原材料物質の使用の有無について，検査を実施した．えび・かに（8検体），乳（12 検体），

卵（12 検体）の検査を実施した結果，いずれも不検出であった．  

 

10)  放射性物質検査 

東京電力福島第一原子力発電所の事故を受け，平成 23年度から県内に流通する食品の放射性物質の検査を実

施している． 

平成 30 年度は，県内に流通する東日本産農畜水産物(80 検体)及び県内で生産された原乳(12 検体)，茶（2検

体）について放射性セシウムの検査を実施したが，基準値を超えるものはなかった． 

 

11)  異物等不良食品に伴う検査 

消費者から相談のあった不良食品や学校給食における異物混入等の 9事案に対し，精密検査を実施した（表 2

9）． 

 

 



岐阜県保健環境研究所報 第 27 号(2019) 

- 71 - 

表 29 異物等検査概要 

不良事由 実施事案数 

異物 9（1） 

異味 0 

異臭 0 

合計 9 

（ ）内は虫の内数 

 

12)  牛乳等成分規格検査 

牛乳等製造施設を対象に収去された乳製品 64 検体（牛乳 44 検体，乳飲料 20 検体）の成分規格検査を実施し

たところ，すべて成分規格に適合していた． 

 

13)  学校給食施設等衛生管理指導に伴う収去検査 

21 の集団給食施設 31 検体について細菌数，23 検体について E.coli 及び黄色ブドウ球菌を検査したところ，

すべて衛生規範に適合していた．また，サルモネラ属菌（5検体）及び腸管出血性大腸菌 O26，O103，O111，O1

21，O145，O157（6 検体）は，すべて不検出であった． 

アレルギー対応食を提供する学校給食施設等について，アレルギー物質の混入対策指導のため検査を実施した．

事前指導として７施設（52 検体）の拭き取り検査を実施し，施設の状況を確認した．さらに，指導効果等確認

のため，乳(8 施設)及び卵(8 施設)についてアレルギー物質除去食の検査を実施したところ，いずれも不検出で

あった。 

 

14)  食中毒菌汚染実態調査 

県内に流通する食品（100 検体中当所実施分 28 検体）の細菌汚染実態調査（国委託事業）を行った． 

生食用野菜等 19 検体については，E.coli（19 検体）及び腸管出血性大腸菌 O26，O103，O111，O121，O145， 

O157（10 検体）を検査し，1検体から E.coli が検出された．ミンチ肉等 9検体については，腸管出血性大腸菌

O26，O103，O111，O121，O145，O157（9 検体）及びサルモネラ属菌（9検体）を検査し，1検体から腸管出血性

大腸菌 O26，3 検体からサルモネラ属菌が検出された． 

さらに，検出されたサルモネラ属菌 4株（本調査において県内の他検査機関で検出された 1株を含む）につい

て血清型別検査を行った． 

 

15)  腸管出血性大腸菌食中毒防止事業 

広域に流通する未加熱野菜を使用したそうざい製品14検体について細菌数及び腸管出血性大腸菌O26，O103，

O111，O121，O145，O157 を検査したところ，細菌数は 1検体が衛生規範不適合であったが，腸管出血性大腸菌

はすべて陰性であった． 

 

16) 食中毒関連検査 

管内で発生した食中毒（疑い含む）事例に関する一次検査及び県内（岐阜市を除く）事例における原因物質究

明のための確認・同定検査を実施した（表 30）． 
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表 30 食中毒関連検査 

一次検査 

（14 事例） 

 食品 拭き取り 従事者便 有症者便 その他 計 

検体数 16 56 34 86 1 193 

検査項目 
既知食中毒起因菌 16 56 34 86 1  

ノロウイルス － 32 34 81 －  

確認・同定検査 

（23 事例） 

 

原因物質 検体種別 検体数 検査項目 

ノロウイルス 糞便等（RNA抽出液） 88 遺伝子型別 

カンピロバクター 菌株 5 
遺伝子検査 

馬尿酸塩加水分解試験 

黄色ブドウ球菌 菌株 65 
遺伝子検査（エンテロトキシ

ン・コアグラーゼ） 

サルモネラ属菌 菌株 11 血清型別 

病原性大腸菌 検体増菌培養液等 114 病原因子スクリーニング 

 菌株 9 
病原因子・血清型別 

（PFGE による遺伝子解析） 

クドア 食品 1 顕微鏡検査,遺伝子検査 

 糞便 10 遺伝子検査 

合 計 303  

 

17)  環境検査 

レジオネラ属菌汚染状況調査に伴う水質検査（pH，電気伝導率，一般細菌，色度，濁度，過マンガン酸カリウ

ム消費量，大腸菌群）を実施した（表 31）． 

表 31 レジオネラ属菌汚染状況調査等に伴う水質検査 

事 業 項 目 検体数 項目数 

レジオネラ属菌汚染状況調査に伴う水質検査 25 175 

 

18)  食品衛生外部精度管理調査 

（一財）食品薬品安全センターにおける食品衛生外部精度管理に参加した．平成30年度は，理化学調査（食

品添加物検査，残留農薬検査），微生物学調査（一般細菌数，大腸菌群）を実施した． 

 

3.5.3  依頼検査 

1)  放射性物質検査 

県内の保健所において県民（県内企業）から相談を受けた「食品」，「井戸水等の飲料水」について，保健環

境研究所で検体を受け付け，放射性セシウムの依頼検査を実施している． 

平成 30 年度は，検査の依頼はなかった． 
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４  技術指導及び支援 

 

4.1  保健所職員等の研修 

年 月 日 研  修  内  容 受 講 者 担当部署 

H30. 4.27 公害関係立入検査研修会（講義・実習） 県事務所職員等（22 名） 環境科学部 

 6. 4 感染症・食中毒疫学研修（基礎研修） 保健所職員等 (31 名） 疫学情報部 

 6. 8 ヒアリ・アカカミアリ対応研修会 県事務所職員等（18 名） 生活科学部 

   7.13 媒介蚊生息状況調査に関する技術研修会 保健所職員等（25 名） 生活科学部 

7.26～27 第 1 回保健所試験検査担当者研修会 保健所職員等（13 名） 疫学情報部

保健科学部 

食品安全検査センター 

 9.14 有毒きのこ研修会 保健所職員等（22 名） 食品安全検査センター 

11.30 感染症・食中毒疫学研修（事例検討研修） 保健所職員等（28 名） 疫学情報部 

12. 7 第 2 回保健所試験検査担当者研修会 保健所職員等（14 名） 疫学情報部

環境科学部

食品安全検査センター 

H31. 3. 4 感染症・食中毒疫学研修（報告会・講義） 保健所職員等（42 名） 疫学情報部 

 

 

4.2  講師派遣 

  「研修講師等」 

年 月 日 内  容 場 所 受 講 者 担当者 

H30. 6.20 研究所見学前講義 岐阜医療科学

大学 

岐阜医療科学大学保健科学部

臨床検査学科 3年次学生 

葛口 

6.22 第 1 回岐阜県保健所等所長会議 

「食品中の異物検査法の確立」 

県庁 岐阜県保健所等所長 遠藤 

6.26 加茂地域保健活動連絡会 川辺町保健 

センター 

保健所職員，市町村職員 

（11 名） 

岡（隆） 

7. 9 地域・職域健康づくり連携研修会 西濃保健所 保健所職員等（50 名） 岡（隆） 

7.10 県旅館ホテル生活衛生同業組合恵那

ブロック会議 レジオネラ対策につ

いて 

恵那峡グラン

ドホテル 

旅館ホテル組合員 葛口 

7.23 県旅館ホテル生活衛生同業組合岐阜

ブロック会議 レジオネラ対策につ

いて 

ホテルパーク 旅館ホテル組合員 葛口 

門倉 

8.17 岐阜地域保健関係職員研修会 OKB ふれあい

会館 

保健所職員等（19 名） 岡（隆） 

高島 

9. 5 東濃地域保健関係職員研修会 瑞浪市防災 

センター 

保健所職員等（76 名） 岡（隆） 

 

9.10～13 薬剤耐性菌の検査に関する研修（基本

コース） 

国立感染症研

究所村山庁舎 

地方衛生研究所薬剤耐性菌検

査担当者（31 名） 

野田 

9.14 日本分析化学会 中国四国支部鳥取地

区講演会「質量分析による自然毒中毒

の理解―課題と展望」 

鳥取環境大学 

まちなかキャ

ンパス 

鳥取県衛生環境研究所・科学捜

査研究所・大学等職員 

南谷 
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9.21 県旅館ホテル生活衛生同業組合郡上

ブロック会議 レジオネラ対策につ

いて 

吉田屋 旅館ホテル組合員 葛口 

門倉 

9.27 県旅館ホテル生活衛生同業組合奥飛

騨ブロック会議 レジオネラ対策に

ついて 

田島館 旅館ホテル組合員 葛口 

10. 2 県旅館ホテル生活衛生同業組合高山

ブロック会議 レジオネラ対策につ

いて 

ひだホテルプ

ラザ 

旅館ホテル組合員 葛口 

10. 3 ウイルス学総論 I「ウイルスの定義か

らワクチンまで」 

岐阜医療科学

大学 

岐阜医療科学大学保健科学部

臨床検査学科 3年次学生 

葛口 

10.10 ウイルス学総論 II「ウイルス検査か

ら新興・再興感染症まで」 

岐阜医療科学

大学 

岐阜医療科学大学保健科学部

臨床検査学科 3年次学生 

葛口 

11. 7 岐旅連レジオネラ対策推進事業講習

会 

水明館 旅館ホテル組合員 葛口 

門倉 

H31. 3.13 東海農政局食品セミナー 

「野草や山菜などの自然毒について」 

東海農政局 一般消費者等 南谷 

 

  「出前講座」 

年 月 日 内  容 場 所 受 講 者 担当者 

H30. 4.18 衛生害虫について 岐阜市 岐阜県環境計量証明事業協会

（22 名） 

神山 

7. 3 健康情報との付き合い方 各務原市 尾崎第一緑風会（20 名） 伊藤 

7.23 食品中に混入した異物 岐阜市 岐阜地区学校給食米飯協同組

合（27 名） 

塩崎 

9. 6 平成30年度統一精度管理事業第1回

事務担当者のための技術研修会 

岐阜市 岐阜県環境計量証明事業協会

（16 名） 

佐々木 

11.29 感染症の流行状況 神戸町 神戸町子育て支援センター 

（20 名） 

葛口 

H31. 2. 4 平成30年度統一精度管理事業第2回

事務担当者のための技術研修会 

岐阜市 岐阜県環境計量証明事業協会

（17 名） 

佐々木 

 2.15 衛生害虫について 保健環境研

究所 

岐阜県高等学校教育研究会生

物部会（10 名） 

神山 

 

 

 

4.3  研修生の受入 

年 月 日 研  修  内  容 受 講 者 担当者 

H30. 4. 1～

H31. 3.31 

危険ドラッグ代謝物測定系の開発 岐阜薬科大学大学院薬学研究科薬科

学専攻修士課程 1名 

岐阜薬科大学薬学部 2名 

生活科学部 

H30. 4. 1～

H31. 3.31 

生体作用を持つ有機化合物の定量分

析 

岐阜大学大学院連合創薬医療情報研

究科課程 1名 

生活科学部 
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H30. 8. 3～ 

 8.10 

生活科学部における薬事関連業務に

ついて 

インターンシップ実習プログラム（薬

務水道課）における薬学部学生 4 名

（各日 2名） 

生活科学部 

H30. 8. 6～ 

       8.10 

保健環境研究所の業務について インターンシップ実習プログラムに

おける大学生 3名 

所全体 

H30. 8.21 食品安全検査センター業務について インターンシップ実習プログラム（生

活衛生課）における大学生 1名 

食品安全検査センター 

H30. 8.28～ 

8.29 

水環境及び大気環境について 

水質分析実習 

県立岐阜工業高等学校学生 

（化学技術科 2名）インターンシップ 

環境科学部 

 

 

4.4  技術支援（現場での指導等） 

年 月 日 研  修  内  容 受 講 者 担当者 

H30. 6.25～ 

H31. 3.22 

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研究会 

・医薬品の適正流通基準について，是正措置及び予防

措置について，バリデーションについて 

・成果報告会 

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研

究会 

伊藤 

筑本 

 

 

4.5  来所者等への個別指導 

所属機関 疫学情報部 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査センター 

県 関 係 0 1 10 0 1 

市 町 村 0 0  2 0 0 

そ の 他※ 0 1 18 0 0 

計 0 2 30 0 1 

※民間検査機関，製造業者等を含む． 
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５  行  事 

 

5.1  会議等 

年 月 日 会     議     名 場  所 

H30. 4.13 保健所等関係課長会議 岐阜市 

 4.18 岐阜県感染症予防対策協議会説明会・第 1回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 4.20 健康福祉部主管事業等に関する保健所長等会議 岐阜市 

 4.23 市町村等環境保全担当者打ち合わせ会議 岐阜市 

 4.24 保健所感染症対策担当者会議 岐阜市 

4.25 保健所等生活衛生関係係長会議 岐阜市 

4.26 岐阜市衛生試験所との打ち合わせ 岐阜市 

 5. 7 保健所試験検査係長会議 岐阜市 

5.16 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部東海ブロック総会 愛知県 

 5.16 第 2 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 5.23 試験研究機関所長会議 高山市 

5.25 第 1 回岐阜県動物由来感染症情報関連体制整備検討会 岐阜市 

 5.29 全国環境研協議会理事会 東京都 

 5.30 第 1 回保健所等倫理審査委員会 各務原市 

5.31 第 10 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会 岐阜市 

 6. 7 全国地方衛生研究所所長会議 東京都 

 6. 8 地方衛生研究所全国協議会臨時総会 東京都 

6. 8 全環研東海・近畿・北陸支部東海ブロック担当者会議 愛知県 

 6.20 第 3 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

6.22 第 1 回保健所等所長会議 岐阜市 

 6.22 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部総会 三重県 

 6.28 全国環境研協議会国要望 東京都 

6.28 全環研東海・近畿・北陸支部共同調査研究会議 愛知県 

 7. 4 試験研究機関部長会議 中津川市 

 7. 9 第 1 回リサイクル認定製品認定審査付託検討会議 岐阜市 

7.13 東海地区環境試験研究機関所長会議 愛知県 

 7.18 第 4 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 7.30 第 11 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会    岐阜市 

 8. 8 （一財）岐阜県工業会第 2回幹事会 各務原市 

 8.22 第 5 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 8.27 地方衛生研究所東海北陸ブロック会議 愛知県 

8.31 全国環境研協議会東海・北陸支部総会 福井県 

9.13～14 
AMED「下痢症ウイルス感染症の分子疫学および流行予測に関する研究」班会

議・小班会議 
群馬県 

 9.19 第 6 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 9.20 第 12 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会 岐阜市 

 9.27～28 平成 30 年地域保健総合推進事業東海北陸ブロック専門家会議（理化学部門） 富山県 

10. 2 第 1 回岐阜県精度管理専門委員会議 岐阜市 

10. 2～3 Ⅱ型共同研究 全国データ解析グループ会合 茨城県 

10.17 第 7 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

10.19 第 55 回全国薬事指導協議会総会 奈良県 

10.23～25 地方衛生研究所全国協議会総会 福島県 
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10.25 大同生命厚生事業団助成金贈呈式 岐阜市 

11. 8 第 1 回岐阜県建設発生土処理対策調査委員会 岐阜市 

11. 9 全国大気汚染防止連絡協議会 第 64 回全国大会 岐阜市 

11.13 食品指導担当及び試験検査担当係長会議 岐阜市 

11.16 東海・北陸ブロック地域レファレンスセンター連絡会議 愛知県 

11.16 全国疫学情報ネットワーク構築会議 東京都 

11.20 第 13 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会 岐阜市 

11.21 第 8 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

     11.29～30 第 55 回全国衛生化学技術協議会年会・総会 神奈川県 

11.30 東海地区環境試験研究機関会議 大気・騒音分科会 静岡県 

12. 6～7 全国環境研協議会理事会 高知県 

12.10 国設酸性雨担当者会議 東京都 

12.11 第 2 回地方衛生研究所東海北陸ブロック会議 愛知県 

12.14 平成 30 年度厚生労働省科学研究費補助金「植物性自然毒による食中毒対策の基盤整備のための研究」班会議 神奈川県 

12.14 第 2 回岐阜県精度管理専門委員会議 岐阜市 

12.19 第 9 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

12.20～21 Ⅱ型共同研究 拡大リーダー会合 茨城県 

H31. 1.18 第 2 回リサイクル認定製品認定審査付託検討会議 岐阜市 

 1.21～22 全国環境研協議会総会 東京都 

 1.23 第 10 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 1.23 第 14 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会 岐阜市 

1.24 第 2 回岐阜県建設発生土処理対策調査委員会 岐阜市 

 1.26 第 6 回岐阜危険ドラッグ解析技術連携協議会 岐阜市 

 1.31～ 2. 1 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部衛生化学部会 岐阜市 

 1.31 東海地区環境試験研究機関会議 水質・化学物質分科会 岐阜市 

 2.13 第 2 回試験研究機関所長会議 各務原市 

 2.15 保健所等所長会議 岐阜市 

 2.19 （一財）岐阜県工業会人財育成・技術合同委員会 各務原市 

 2.20 第 11 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 2.22 全環研東海・近畿・北陸支部有害化学物質部会 大阪府 

 3. 6 保健所等生活衛生関係課長会議 岐阜市 

 3. 7 （一財）岐阜県工業会第 5回幹事会 各務原市 

 3. 7～8 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部微生物部会 福井県 

3．8 平成 30 年度岐阜県感染症予防対策協議会 岐阜市 

 3.13 第 15 回岐阜県ＨＡＣＣＰ認定審査会 岐阜市 

 3.14 環境測定分析統一精度管理調査説明会 大阪府 

 3.15 環境測定分析統一精度管理東海・近畿・北陸支部ブロック会議 京都府 

 3.15  第 2 回岐阜県動物由来感染症情報関連体制整備検討会 岐阜市 

 3.20 岐阜県における気候変動適応策の推進に関する町内連絡会議 岐阜市 

 3.20 第 12 回感染症発生動向調査部会 岐阜市 

 3.27 全環研東海・近畿・北陸支部共同調査研究会議 愛知県 
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5.2  研修会等 

年 月 日 研     修     名 場  所 

H30. 4.26 食品収去担当者研修会 岐阜市 

5.19 岐阜県獣医師会主催学術研修会（公衆衛生部会） 岐阜市 

5.24 医学研究等倫理講習会 岐阜市 

 5.28 トリプル四重極ＧＣ／ＭＳセミナー 大阪府 

 6. 1 平成 30 年度 病原体等の包装・運搬講習会 大阪府 

6. 3～8 環境放射能分析研修 千葉県 

 6. 4～5 平成 30 年度蚊類調査に係る技術研修 東京都 

6. 8 国際規制物質講習会 大阪府 

     6.14 分析法バリデーションにおける統計解析 京都府 

 6.19 医学研究等倫理講習会 岐阜市 

     6.20 ＧＬサイエンス ＨＰＬＣ基礎セミナー 愛知県 

6.25～7.13 ダイオキシン類環境モニタリング研修 埼玉県 

 6.28 平成 30 年度食品衛生検査施設信頼性確保部門責任者等研修会 東京都 

7. 5 環境水サーベイランス研究連絡会 滋賀県 

7. 5～6 衛生微生物技術協議会第 39回研究会 滋賀県 

     7.24 データインテグリティワークショップ 大阪府 

 7.30 ＧｅｎＥｐｉｄ－Ｊ技術研修会 東京都 

8. 2 ルミテスターセミナー  東京都 

     9. 5～ 6 ＪＡＳＩＳ２０１８ 日本薬局方セミナー 千葉県 

 9. 6～ 7 島津サイエンス ＧＣＭＳ操作講習会 京都府 

9. 6 平成 30 年度第 1回研究員研修会 高山市 

9.30～10.5 アスベスト分析研修 埼玉県 

10.10 食品セミナー 笠松町 

10.11～12 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部保健情報疫学部会 愛知県 

10.15～19 新興再興感染症技術研修会 東京都 

10.23～25 アジレントＧＣ／ＭＳトレーニング 神奈川県 

10.23～25 HPLC カストマトレーニング 大阪府 

10.25～26 全環研東海・近畿・北陸支部共同調査研究情報交換会 福井県 

11. 5～ 6 環境大気常時監視技術講習会 東京都 

    11. 6 危険ドラッグ等担当者研修会 大阪府 

11.22 平成 30 年度愛知県衛生研究所技術研修会 愛知県 

11.29～30 厚労省通知ＥＨＥＣ検査法実習 東京都 

12. 1 平成 30 年度第 2回地方衛生研究所東海北陸ブロック会議 愛知県 

    12.14 岐阜大学公開講座 岐阜市 

H31. 1.11 平成 30 年度指定薬物分析研修会議 神奈川県 

 1.11 平成 30 年度第 2回研究員研修会 美濃市 

 1.21～22 化学物質環境実態調査環境科学セミナー 東京都 

1.22～24 ＩＣＰ－ＭＳカストマトレーニング 東京都 

 1.24～25 第 32 回公衆衛生情報研究協議会研究会 岡山県 

 1.24～25 第 33 回全環研東海近畿北陸支部研究会 愛知県 

1.25 第 64 回水環境学会セミナー 東京都 

1.28 統合データベース講習会 東京都 

     1.31～2. 1 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部衛生化学部会 岐阜市 

2. 5～6 ＪＡＳＩＳ関西 2018 新技術説明会 大阪府 
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2. 7 平成 30 年度生活衛生関係技術担当者研修会 東京都 

 2. 8 日本分光 赤外スペクトル解析セミナー 東京都 

 2.14 岐阜県食肉衛生検査技術研修会 岐阜市 

 2.14～15 第 34 回全国環境研究所交流シンポジウム 茨城県 

 2.18 平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会理化学分野研修会 神奈川県 

 2.18～22 ケモメトリックスセミナー 東京都，神奈川県 

2.19～20 希少感染症診断技術研修会 東京都 

 2.19 食品営業者向けＨＡＣＣＰ研修会 岐阜市 

 2.22 結核対策担当者講習会 岐阜市 

 3. 7 平成 30 年度日本食品衛生学会東海・北陸ブロック公開講演会 静岡県 

 3. 7～ 8 地方衛生研究所全国協議会東海・北陸支部微生物部会 福井県 

3. 12 レジオネラ属菌検査セミナー 東京都 

3.14 ＨＰＬＣメソッド開発セミナー 大阪府 

 3.19 日本エアロゾル学会研究セミナー 埼玉県 

3.19 環境放射能水準調査及び監視結果収集に係る技術検討会 東京都 

     3.22 岐阜県医薬品等製造（製造販売）業講習会 各務原市 

 

 

5.3  学会等 

年 月 日 学     会     名 場  所 

H30. 5.15～18 第 66 回質量分析総合討論会 大阪府 

6.30 第 64 回日本薬学会東海支部大会 愛知県 

7. 4～ 6 第 45 回ＢＭＳコンファレンス 宮城県 

7. 6～ 7 日本法中毒学会第 37 年会 東京都 

7.26 AOAC 第 21 回年次総会 東京都 

9. 9～10 第 53 回日本アルコール・アディクション医学会学術総会 京都府 

9.12～14 日本分析化学会第 67 年会 宮城県 

 9.27～28 第 39 回日本食品微生物学会学術総会 大阪府 

10.13～14 第 73 回日本衛生動物学会西日本支部大会 岡山県 

10.24～26 第 77 回日本公衆衛生学会総会 福島県 

11. 9 平成 30 年度地方衛生研究所全国協議会近畿支部自然毒部会研究発表会 兵庫県 

11.15～16 第 45 回環境保全・公害防止研究発表会 島根県 

11.15～16 第 114 回日本食品衛生学会学術講演会 広島県 

11.29～30 第 55 回全国衛生化学技術協議会年会 神奈川県 

12. 2 第 51 回東海薬剤師学術大会 静岡県 

H31. 2. 1～ 3 第 30 回日本臨床微生物学会総会・学術集会 東京都 

3.20～22 日本薬学会第 139 年会 千葉県 

 

 

5.4  講演会等 

[保健環境研究所セミナー] 

平成 30 年 6月 8日 保健環境研究所 

  「講演」 

私たちの研究室の取り組み－寄生虫感染、抗体、免疫記憶－ 

岐阜大学大学院医学系研究科 教授 前川 洋一 
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[保健環境研究所調査・研究成果発表会] 

     平成 31 年 2 月 27 日 岐阜県健康科学センター 研修室 

「特別講演」 

地域における疫学調査 

岐阜大学大学院医学系研究科 教授 永田 知里  

「研究成果発表」 

1 県民栄養調査から見た圏域別での栄養摂取状況について 

2 麻しん・風しんウイルス検査・検出状況（平成 23～30 年） 

3 ノロウイルス胃腸炎集団発生事例における分子疫学的解析手法の検討 

4 指定薬物の構造識別法について－官学連携による基礎研究から－ 

5 美濃地方の微小粒子状物質（PM2.5）の特徴について 
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６  検査備品 
6.1  主要検査備品 

品    名 規     格 数量 購入年度 所属 

県民健康実態調査システム  1 H28 疫学 

ＤＮＡ解析装置 Applied Biosystems 3500 1 H28 保健 

パルスフィールド電気泳動装置 バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲⅢ 1 H27 保健 

超低温フリーザー パナソニック ＭＤＦ－１１５６ＡＴＮ 1 H27 保健 

超低温フリーザー パナソニック ＭＤＦ－７９４ＡＴ－ＰＪ 1 H26 保健 

リアルタイムＰＣＲ装置  ロシュライトサイクラー９６システム 1 H26 保健 

超低温フリーザー サンヨー ＭＤＦ－７９４ＡＴ 1 H23 保健 

ＰＣＲ装置 バイオラッド C1000 Touch サーマルサイクラー 2 H23 保健 

超純水製造装置 日本ミリポア Milli-Q Integral 3S 1 H23 保健 

リアルタイムＰＣＲ Applied Biosystems StepOnePlus 1 H21 保健 

RNA自動抽出装置 ＱＩＡＧＥＮ ＱＩＡｃｕｂｅ 2 H21 保健 

感染動物飼育装置 日本クレア ＦＲＰバイオ2000 1 H19 保健 

超低温フリーザー サンヨー ＭＤＦ－３９３ＡＴ 1 H18 保健 

超低温フリーザー サンヨー ＭＤＦ－５９３ＡＴ 1 H18 保健 

遺伝子増幅装置 ＢＩＯ－ＲＡＤ ｉＣｙｃｌｅｒ 1 H18 保健 

CO2インキュベーター サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ 1 H18 保健 

CO2インキュベーター サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ（ＵＶ） 1 H18 保健 

遺伝子増幅装置 ABI Gene Amp PCR System 9700 1 H17 保健 

ゲル撮影装置 ＴＯＹＯＢＯ ＦＡＳ－Ⅲ 1 H17 保健 

Nano Drop（スペクトロメーター） Ｎａｎｏ Ｄｒｏｐ ＮＤ－１０００ 1 H17 保健 

遺伝子基本配列入力解析装置 日立 ＤＮＡＳＩＳｐｒｏ 1 H16 保健 

パルスフィールド電気泳動装置 バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲⅢ 1 H16 保健 

ＳＡＲＳコロナウイルス検出用測定装置 ループアンプ ＬＡ－３２０Ｃ 1 H15 保健 

冷却遠心機 クボタ ５９２２ 1 H14 保健 

ＤＮＡ解析装置一式 ベックマン ＣＥＱ８０００ 1 H14 保健 

遺伝子迅速検出システム 東京インスツルメンツ ＤＮＡscope4他 1 H13 保健 

ゲルドキュメンテーション解析システム 日本バイオ・ラッド 1 H12 保健 

遺伝子増幅装置 タカラ ＴＰ３０００ 1 H10 保健 

高速冷却遠心分離器 日立 ＣＲ２１Ｆ 1 H10 保健 

ＤＮＡ一次構造解析装置 ファルマシア 1 H 8 保健 

超音波洗浄装置 シャープ ＭＵ－６２４ 1 H 8 保健 

落射型蛍光顕微鏡 オリンパス ＢＸ－６０ 1 H 8 保健 

濃縮遠心機 サーバント ＡＥＳ－１０００ 1 H 7 保健 

パルスフィールド電気泳動装置 バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲ 1 H 6 保健 

超遠心分離器 日立 ＨＩＭＡＣ ＣＰ－７０Ｇ 1 H 4 保健 

多本架遠心機  トミー精工 ＲＬ－６０１ 1 

Ｈ 4

 

保健 

H 4 

保健 

保健 

保健 蛍光顕微鏡 ニコン ＸＦ－ＥＦＤ２ 1 H 4 保健 

顕微鏡 分干渉 ニコン 1 

 

H 4 保健 

 超低温フリーザー サンヨー ＭＤＦ－３８２ 

 

1 H 4 

 

保健 

自動分注器 三光純薬 ＳＧＲ－２００ 1 H 3 保健 

オートダイリューター 三光純薬 ＳＰＲ－２ 1 H 1 保健 

 紫外可視吸光検出器付高速液体クロマトグラフ質量分析計 島津 LCMS-2020 1 H29 生活 

ガスクロマトグラフ（ECD-FID） アジレント 7890B GC-ECD-FID 1 H27 生活 

ガスクロマトグラフ質量分析計 サーモフィッシャーサイエンティフィック TRACE1310GC-ISQ LT 1 H26 生活 

デジタルマイクロスコープ キーエンス VHX-2000 1 H24 生活 

溶出試験器用自動サンプリング装置 アジレント 8000 シリンジポンプタイプ15-7040 1 H23 生活 

電器炉 アドバンテック ＦＵＬ２４０ＦＡ 1 H23 生活 

ＰＣＲシステム パーキンエルマー ＰＣＲ９７００ 1 H23 生活 

リアルタイムＰＣＲシステム タカラバイオ ＴＰ８００ 1 H23 生活 
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品    名 規     格 数量 購入年度 所属 

凍結ミクロトーム ライカ ＣＭ１８００ 1 H23 生活 

蛍光顕微鏡 オリンパス BX51-33-FLD-2, DP70-SET-A 1 H23 生活 

分光光度計 日本分光 Ｖ－６５０ 1 H18 生活 

液滴向流クロマトグラフ 東京理化 普及型ＤＣＣシステム 1 H13 生活 

廃水処理対策システム付エバポレーター EYELA NVC-1100 SB-1000 CCA-1100 1 H13 生活 

高速液体クロマトグラフ アジレント ＬＣ－１１００ 1 H12 生活 

真空凍結乾燥器 アドバンテック ＶＦ－３５０ 1 H12 生活 

蛍光検出器付高速液体クロマトグラフ分析計 アジレント 1260 Infinity II LC 1 H29 環境 

イオンクロマトグラフ 島津 ＣＢＭ－２０Ａ 1 H29 環境 

超純水製造装置 アドバンテック RFS532PC 1 H29 環境 

ＥＣＤ検出器付ガスクロマトグラフ アジレント 7890A 1 H28 環境 

マイクロ波試料前処理装置 マイルストーン ETHOS EASY 1 H28 環境 

ガスクロマトグラフ質量分析計 アジレント 5977A 1 H27 環境 

還元気化水銀測定装置 日本インスツルメンツ RA-4300 1 H26 環境 

イオンクロマトグラフ 島津 ＣＢＭ－２０Ａ 1 H25 環境 

PM2.5 フィルタ秤量用恒温恒湿チャンバー 東京ダイレック ＰＷＳ－ＰＭ２．５ＳＥ 1 H25 環境 

フィルタ測定用ミクロ天びん ザルトリウス ＭＳＡ6.6Ｓ－000－ＤＦ 1 H25 環境 

大気用シーケンシャルサンプラー 東京ダイレック ２０２５ｉ 1 H25 環境 

カーボンアナライザー 東京ダイレック Ｌａｂ ｍｏｄｅｌ 1 H25 環境 

ローター マイルストーンゼネラル ＭＣＲ－６Ｅ 1 H25 環境 

モニタリングポンプ グルンドフォスポンプ ＭＰ１ 1 H25 環境 

ゲルマニウム半導体γ線検出器 キャンベラジャパン ＧＣ３０１８ 1 H23 環境 

全有機炭素計 島津 ＴＯＣ－Ｌ 1 H23 環境 

イオンクロマトグラフ 日本ダイオネクス ＩＣＳ－２１００ 1 H23 環境 

ＩＣＰ発光分光分析計 サーモフィッシャーサイエンティフィック ｉＣａｐ６５００Ｄｕｏ 1 H23 環境 

高分解能ガスクロマトグラフ質量分析装置ワークステーション 日本電子 ＭＳｔａｔｉｏｎＰＣ 1 H21 環境 

ＨＳＳ付ガスクロマトグラフ質量分析計 アジレント 5975 1 H21 環境 

ＶＯＣ分析計 島津 ＶＭＦ－1000（FID 式） 1 H18 環境 

ガスクロマトグラフ装置 島津 ＧＣ２０１４（ＦＰＤ） 1 H17 環境 

位相差顕微鏡 ニコン ＥＣＬＩＰＳＥ８０ｉ 1 H17 環境 

低バックグランド放射能自動測定装置 キャンベラ ５－ＸＬＢ 1 H17 環境 

Ｇｅ半導体核種分析装置 セイコー ＭＣＡ７６００ 1 H17 環境 

赤外分光光度計 日本分光 ＦＴＩＲ 1 H14 環境 

ガスクロマトグラフ 日立 Ｇ３０００ 1 H14 環境 

悪臭測定装置 島津 14ＢＦＦｐ 1 H14 環境 

高速自動濃縮装置 柴田科学 ５４１０－０３ 1 H13 環境 

高分解能ガスクロマトグラフ質量分析装置 日本電子 ＪＭＳ－７００ 1 H11 環境 

ガスクロマトグラフ質量分析計 ヒュレットパッカード ＨＰ５９７３ 1 H 9 環境 

重油中いおう分分析装置 理学電気 サルファＸ ＴＲ４３００９ 1 H 8 環境 

シンチレーションサーベイメーター アロカ ＴＣＳ－１６６ 1 H 8 環境 

悪臭測定装置 島津 ＧＣ－１７ＡＰＦＦｐ 1 H 7 環境 

高速液体クロマトグラフ分取システム 日本分光 ＰＵ－９８７ 1 H 7 環境 

オゾンメーター 東亜ＤＫＫ 1 H 5 環境 

分光光度計 日立 Ｕ－３０００ 1 H 5 環境 

イオンクロマトグラフ 横河 ＩＣ ７０００Ｓ 1 H 3 環境 

水素化物発生装置 日立ハイテクサイエンス ＨＦＳ－４形 1 H29 食品 

マイクロプレートリーダー コロナ電気  ＭＴＰ－３１０Ｌａｂ 1 H28 食品 
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品    名 規     格 数量 購入年度 所属 

ﾎﾟｽﾄｶﾗﾑ反応蛍光検出器付高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 島津 ＮｅｘｅｒａＸ２ 1 H28 食品 

超低温フリーザー 日本フリーザー ＣＬＮ－３２Ｕ 1 H27 食品 

卓上型電子顕微鏡 日本電子ＪＣＭ－６０００ 1 H26 食品 

ﾌｰﾘｴ変換赤外分光光度計 日本分光ＦＴ／ＩＲ－４６００ 1 H26 食品 

原子吸光光度計 日立ハイテクノロジーズ ＺＡ３３００ 1 H26 食品 

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ高分解能 Orbitrap 質量分析計 ThermoFischerSCIENTIFIC社 Q Exactive Plus 1 H26 食品 

タンパク質質量解析機器 SCIEX 解析ソフト proteinpilot 等 1 H24 食品 

ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出放射能測定装置 ｾｲｺｰｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞｰ ＧＥＭ２５Ｐ４－７０等 2 H23 食品 

超純水製造装置 ザルトリウス arium pro VF 1 H23 食品 

高速冷却遠心機 クボタ ７７８０Ⅱ 1 H23 食品 

遠心エバポレーターシステム 東京理化器械 ＣＶＥ―３１００型 1 H23 食品 

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌﾀﾝﾃﾞﾑ質量分析計 アジレント ７０００Ｂ 1 H21 食品 

自動化農薬成分抽出装置 ＧＬサイエンス Ｇ－Ｐｒｅｐ ＧＰＣ8100 1 H20 食品 

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌﾀﾝﾃﾞﾑ質量分析計 アジレント 1200 SCIEX 4000QTrap 1 H20 食品 

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計 島津 ＱＰ２０１０ 1 H18 食品 

還元気化水銀測定装置 日本ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾄ ＲＡ―３ Model３２２０ 1 H16 食品 

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ（ＦＰＤ，ＮＰＤ検出器付き） ｱｼﾞﾚﾝﾄ ６８９０Ｎ 1 H15 食品 

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ（ｶｰﾊﾞﾒｲﾄ農薬測定用） 島津 ＬＣ－１０Ａシステム（ＧＰＣ） 1 H 6 食品 

紫外・可視分光光度計 島津 ＵＶ－２６００ 1 － 食品 

高速液体クロマトグラフ 島津 ＬＣ－２０Ａ 4 － 食品 

 

［平成 30 年度に購入(導入)した検査備品］ 

品    名 規     格 数量 所属 

溶出試験器 アジレント 708-DS 1 生活 

崩壊試験器 富山産業 NT-200 1 生活 

ＩＣＰ質量分析計 アジレント ７９００ 1 環境 

Ｇｅ半導体検出器一式 キャンベラジャパン ＧＣ３０１８-ＣＰ５ 1 環境 

電子天秤 

 

ザルトリウス QUINTIX224-1SJP 1 環境 

粉砕機 Retsch ナイフミルグラインドミックス GM200 1 食品 

ロータリーエバポレーター 東京理化器械 Ｎ－１３００Ｖ型シリーズ 1 食品 

電子天秤（プリンター付） メトラートレドＭＳ４００２ＴＳ／００ 1 食品 

顕微鏡（撮影装置付き） オリンパス ＢＸ５３(Visualix HDMI ｽﾏｰﾄｶﾒﾗ) 1 食品 

バイオフリーザー 日本フリーザー ＧＳ－５２１０ＨＣ 1 食品 

ウォーターバスシェーカー タイテック ＭＭ－１０ 1 食品 

デジタル式デシケーター アズワン ＤＣＤ－ＳＳＰ３ＡＬＳ－Ａ－ＮＫ－Ｓ 1 食品 
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 岐阜県保健環境研究所へのアクセス 

●JR高山本線「那加駅」から徒歩約20分 

●名鉄各務原線「市民公園前駅」「各務原市役所前駅」から徒歩約15分 

●東海北陸自動車道「岐阜各務原IC」から車で約10分 

 


